
 

【公的統計の体系的な整備・提供】 

平成 28 年度政策評価外部有識者意見聴取結果等及び平成 28 年度行政事

業レビュー外部有識者点検結果等について 
 

 

政策評価 政策 18 公的統計の体系的な整備・提供 

行政事業

レビュー 

(番号) (事業名) (取りまとめ担当) 

0139 統計調査の実施等事業（経常調査等） 統計局調査企画課 

0140 統計調査の実施等事業（周期調査） 統計局調査企画課 

0141 統計体系整備事業 
政策統括官(統計基準担

当)付統計企画管理官室 

0142 国連アジア太平洋統計研修所運営事業

政策統括官(統計基準担

当)付国際統計管理官付

国際研修協力官室 

0143 統計調査等業務の最適化事業 
統計局統計情報システ

ム課 
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事
業

番
号

事
業

名
事

業
概

要
所

管
部

局
に

よ
る

点
検

結
果

0
1
3
9

統
計

調
査

の
実

施
等

事
業

（
経

常
調

査
等

）

国
民

の
就

業
・
不

就
業

を
明

ら
か

に
す

る
労

働
力

調
査

、
家

計
の

実
態

を
明

ら
か

に
す

る
家

計
調

査
、

物
価

動
向

を
明

ら
か

に
す

る
小

売
物

価
統

計
調

査
（
消

費
者

物
価

指
数

）
や

、
個

人
企

業
経

済
調

査
、

科
学

技
術

研
究

調
査

、
家

計
消

費
状

況
調

査
、

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
向

調
査

及
び

各
試

験
調

査
の

実
施

及
び

結
果

の
公

表
等

の
事

業
を

実
施

。
国

が
必

要
と

す
る

統
計

調
査

の
費

用
は

、
地

方
公

共
団

体
が

負
担

す
る

義
務

を
負

わ
な

い
（
地

方
財

政
法

第
1
0
条

の
四

）
こ

と
か

ら
、

全
額

を
国

庫
で

負
担

。

我
が

国
の

社
会

･経
済

の
動

向
を

月
次

等
で

把
握

す
る

経
常

調
査

に
つ

い
て

は
、

統
計

調
査

の
確

実
な

実
施

、
統

計
の

正
確

か
つ

迅
速

な
公

表
を

し
て

い
る

。
さ

ら
に

、
そ

の
結

果
は

、
国

・
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
適

切
な

行
政

運
営

や
国

民
・
事

業
者

の
適

切
な

意
思

決
定

等
に

活
用

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

よ
う

に
、

当
該

事
業

の
成

果
は

十
分

な
も

の
で

あ
り

、
今

後
も

必
要

不
可

欠
な

も
の

で
あ

る
。

0
1
4
1

統
計

体
系

整
備

事
業

統
計

体
系

の
整

備
の

た
め

、
主

に
以

下
の

事
業

を
実

施
。

・
　

基
本

計
画

の
推

進
に

よ
る

公
的

統
計

の
体

系
的

整
備

・
　

国
の

統
計

調
査

業
務

に
従

事
す

る
都

道
府

県
職

員
（
統

計
専

任
職

員
）
の

給
与

等
の

負
担

・
　

統
計

調
査

員
の

確
保

対
策

、
統

計
業

務
に

従
事

す
る

地
方

公
共

団
体

職
員

等
へ

の
統

計
研

修
の

実
施

・
　

産
業

連
関

表
の

作
成

・
　

国
連

等
が

実
施

す
る

購
買

力
平

価
算

出
へ

の
対

応

基
本

計
画

に
盛

り
込

ま
れ

た
各

種
施

策
に

つ
い

て
は

着
実

か
つ

計
画

的
に

推
進

さ
れ

て
お

り
、

当
該

施
策

に
係

る
経

費
に

つ
い

て
も

所
要

額
を

精
査

し
、

コ
ス

ト
削

減
に

努
め

て
い

る
。

都
道

府
県

に
交

付
す

る
統

計
専

任
職

員
配

置
費

に
つ

い
て

は
、

国
家

公
務

員
の

定
員

合
理

化
計

画
及

び
都

道
府

県
に

お
け

る
職

員
配

置
数

を
勘

案
し

、
削

減
が

図
ら

れ
て

い
る

。

0
1
4
2

国
連

ア
ジ

ア
太

平
洋

統
計

研
修

所
運

営
事

業

S
IA

P
は

、
国

際
連

合
で

唯
一

の
統

計
研

修
の

専
門

機
関

で
あ

り
、

昭
和

4
5
（
1
9
7
0
）

年
の

設
立

以
来

、
1
3
3
か

国
・
地

域
の

約
１

万
5
,5

0
0
人

の
政

府
統

計
職

員
に

対
し

、
研

修
を

実
施

し
て

き
て

い
る

。
S
IA

P
の

事
業

運
営

は
、

国
際

連
合

ア
ジ

ア
太

平
洋

経
済

社
会

委
員

会
（
以

下
「
E
S
C

A
P

」
と

い
う

。
）
加

盟
国

・
準

加
盟

国
か

ら
の

分
担

金
、

講
師

派
遣

等
の

現
金

・
現

物
寄

与
、

国
連

食
糧

農
業

機
関

等
の

国
際

機
関

か
ら

の
資

金
提

供
な

ど
に

よ
り

行
わ

れ
て

お
り

、
上

記
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
、

我
が

国
も

S
IA

P
の

招
請

国
政

府
と

し
て

、
現

金
寄

与
（
国

連
ア

ジ
ア

統
計

研
修

援
助

計
画

分
担

金
の

拠
出

）
及

び
現

物
寄

与
（
施

設
、

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

等
の

提
供

）
を

実
施

し
て

い
る

。

毎
年

開
催

さ
れ

る
国

連
統

計
委

員
会

や
E
S
C

A
P

総
会

等
の

場
に

お
い

て
、

多
く
の

国
か

ら
、

S
IA

P
の

研
修

が
各

国
の

統
計

能
力

向
上

の
た

め
に

効
果

的
で

重
要

で
あ

る
旨

の
発

言
や

謝
意

、
さ

ら
に

、
S
IA

P
の

統
計

研
修

が
将

来
に

わ
た

り
継

続
実

施
さ

れ
る

こ
と

の
必

要
性

が
表

明
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

S
IA

P
の

招
請

国
で

あ
る

我
が

国
に

対
し

て
も

、
S
IA

P
へ

の
支

援
に

係
る

謝
意

の
表

明
や

継
続

的
な

支
援

の
要

請
が

な
さ

れ
て

お
り

、
同

研
修

に
対

す
る

各
国

の
評

価
は

極
め

て
高

い
。

S
IA

P
へ

の
分

担
金

に
つ

い
て

、
総

務
省

は
、

国
際

的
な

合
意

に
沿

っ
た

予
算

を
確

保
・
執

行
し

て
い

る
。

ま
た

、
Ｓ

ＩＡ
Ｐ

へ
の

現
物

寄
与

に
つ

い
て

は
、

複
数

府
省

ま
た

は
、

本
省

に
よ

る
一

括
契

約
の

実
施

に
伴

う
調

達
単

価
の

引
き

下
げ

に
よ

り
、

事
務

用
消

耗
品

の
調

達
が

、
前

年
度

比
1
8
%
、

複
合

機
に

係
る

経
費

（
機

器
の

借
料

及
び

保
守

料
）
は

、
同

比
5
9
%
の

削
減

を
達

成
し

た
。

加
え

て
、

電
話

料
金

に
つ

い
て

は
、

回
線

の
集

約
を

行
っ

た
こ

と
に

よ
り

、
基

本
料

金
が

引
き

下
げ

ら
れ

前
年

度
比

2
8
%
の

減
額

と
な

っ
た

。
S
IA

P
で

は
、

E
S
C

A
P

加
盟

国
・
準

加
盟

国
に

対
し

て
分

担
金

の
増

額
要

請
や

研
修

コ
ー

ス
へ

の
無

償
の

講
師

派
遣

を
依

頼
す

る
な

ど
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

。
S
IA

P
で

は
、

国
連

統
計

委
員

会
、

E
S
C

A
P

統
計

委
員

会
、

S
IA

P
管

理
評

議
会

等
に

お
い

て
研

修
ニ

ー
ズ

の
把

握
に

努
め

て
い

る
ほ

か
、

S
IA

P
で

実
施

す
る

主
な

コ
ー

ス
に

つ
い

て
の

ニ
ー

ズ
調

査
等

（
毎

）
に

よ
り

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
、

S
IA

P
内

で
検

討
の

上
、

コ
ー

ス
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

反
映

さ
せ

て
い

る
。

な
お

、
研

修
コ

ー
ス

に
対

す
る

各
国

か
ら

の
参

加
要

望
は

、
募

集
人

数
を

上
回

る
応

募
が

あ
る

な
ど

、
極

め
て

高
い

。

・
「
点

検
」
欄

に
「
コ

ス
ト

削
減

の
努

力
」
と

書
か

れ
て

い
る

が
、

例
え

ば
、

４
７

都
道

府
県

へ
の

委
託

費
の

「
コ

ス
ト

削
減

」
の

努
力

は
ど

う
の

よ
う

に
な

さ
れ

て
い

る
の

か
（
ノ

ウ
ハ

ウ
の

蓄
積

は
人

件
費

削
減

に
つ

な
が

ら
な

い
か

）
・
「
統

計
体

系
整

備
事

業
」
は

開
始

年
度

が
「
昭

和
２

２
年

度
」
と

な
っ

て
い

る
が

「
体

系
整

備
事

業
」
と

は
そ

の
実

、
「
協

力
自

治
体

に
対

す
る

『
一

般
的

』
な

補
助

」
の

よ
う

な
も

の
か

（
具

体
的

な
委

託
業

務
の

作
業

量
に

リ
ン

ク
し

た
委

託
費

な
の

か
）
。

も
し

当
該

自
治

体
職

員
が

国
の

統
計

業
務

以
外

の
業

務
に

従
事

し
て

い
る

の
で

あ
れ

ば
問

題
で

は
な

い
か

（
そ

の
場

合
は

、
委

託
費

の
額

を
見

直
す

べ
き

で
は

な
い

か
）
。

・
政

府
と

国
連

と
の

協
定

に
基

づ
く
も

の
で

あ
り

、
事

業
自

体
の

見
直

し
の

是
非

は
判

断
で

き
な

い
。

・
日

本
貿

易
振

興
機

構
と

の
研

修
施

設
の

借
上

げ
の

随
意

契
約

の
「
理

由
」
は

何
か

。
幕

張
に

あ
る

ア
ジ

研
に

同
施

設
が

あ
る

よ
う

だ
が

、
年

間
７

０
０

０
万

円
の

賃
料

を
随

意
契

約
で

そ
こ

に
支

払
う

必
要

性
、

合
理

性
は

、
「
す

で
に

設
置

さ
れ

て
い

る
の

で
移

転
は

困
難

」
「
英

語
で

の
対

応
が

で
き

る
職

員
が

揃
っ

て
い

る
」
こ

と
に

あ
る

の
か

。
レ

ビ
ュ

ー
シ

ー
ト

で
は

「
１

０
億

円
以

上
」
に

つ
い

て
の

み
要

記
載

と
な

っ
て

い
る

が
、

「
点

検
」
欄

に
は

一
言

言
及

が
必

要
で

あ
ろ

う
。

平
成

2
8
年

度
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
外

部
有

識
者

点
検

結
果

等

【
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
】

外
部

有
識

者
に

よ
る

点
検

結
果

（
所

見
）

・
他

省
庁

と
の

統
計

調
査

の
重

複
は

な
い

の
か

（
科

学
技

術
研

究
調

査
、

家
計

消
費

状
況

等
）

・
コ

ス
ト

削
減

の
努

力
は

ど
の

よ
う

に
な

さ
れ

て
い

る
の

か
（
同

じ
よ

う
な

業
務

を
繰

り
返

す
と

通
常

、
単

位
あ

た
り

の
コ

ス
ト

は
す

く
な

く
な

る
）

・
支

出
先

E
項

番
１

の
ケ

ー
ス

で
は

、
総

合
評

価
、

１
者

応
札

、
落

札
率

１
０

０
％

と
な

っ
て

い
る

が
、

こ
れ

は
「
初

回
予

定
価

格
超

で
再

度
（
そ

れ
以

上
）
入

札
で

落
札

」
の

ケ
ー

ス
か

、
そ

う
で

な
い

の
か

。
そ

う
で

な
い

場
合

、
な

ぜ
総

合
評

価
の

ケ
ー

ス
な

の
に

初
回

１
０

０
％

と
な

る
の

か
疑

問
（
予

定
価

格
積

算
、

入
札

参
加

資
格

等
の

再
検

討
が

必
要

か
も

し
れ

な
い

）
。

・
同

項
番

１
０

も
同

種
の

コ
メ

ン
ト

。
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平
成

2
8
年

度
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
外

部
有

識
者

点
検

結
果

等

0
1
4
3

統
計

調
査

等
業

務
の

最
適

化
事

業

従
来

、
各

府
省

等
が

個
々

に
開

発
・
運

用
し

て
い

た
統

計
関

係
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
、

一
元

化
し

た
「
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
」
を

構
築

、
運

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
①

各
府

省
等

が
実

施
し

た
統

計
調

査
結

果
等

の
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
サ

ー
ビ

ス
に

よ
る

国
民

等
へ

の
提

供
、

②
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
が

十
分

確
保

さ
れ

た
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

の
国

民
等

へ
の

提
供

、
③

事
業

所
・
企

業
を

対
象

と
す

る
各

種
統

計
調

査
の

母
集

団
情

報
の

各
府

省
へ

の
提

供
な

ど
、

ＩＴ
を

活
用

し
た

業
務

・
シ

ス
テ

ム
改

革
を

実
現

す
る

と
と

も
に

、
併

せ
て

統
計

調
査

等
業

務
の

共
通

化
・
標

準
化

を
図

る
。

さ
ら

に
、

こ
れ

ま
で

の
取

組
成

果
を

活
用

し
、

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

サ
ブ

シ
ス

テ
ム

e
-
S
ta

tで
の

A
P

I機
能

や
小

地
域

に
特

化
し

た
統

計
G

IS
機

能
（
jS

T
A

T
 M

A
P

）
を

提
供

す
る

と
と

も
に

、
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
化

し
た

統
計

デ
ー

タ
の

拡
充

や
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
最

高
ラ

ン
ク

で
あ

る
L
O

D
（
L
in

ke
d
 o

p
e
n
 d

at
a）

で
の

デ
ー

タ
提

供
な

ど
、

統
計

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
・
先

進
化

を
推

進
す

る
。

「
統

計
調

査
等

業
務

の
最

適
化

事
業

」
は

、
こ

れ
ま

で
着

実
に

そ
の

実
績

を
伸

ば
し

て
き

て
お

り
、

今
後

も
安

定
し

た
実

績
が

期
待

で
き

、
便

利
で

使
い

や
す

い
統

計
の

利
用

環
境

を
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

、
国

民
経

済
の

健
全

な
発

展
及

び
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
し

て
い

る
も

の
で

あ
る

と
い

え
る

。

※
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
シ

ー
ト

に
お

け
る

外
部

有
識

者
の

点
検

結
果

へ
の

対
応

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
9
年

度
予

算
概

算
要

求
に

向
け

て
検

討
を

行
っ

て
い

る
と

こ
ろ

。

・
「

成
果

実
績

（
ア

ク
セ

ス
件

数
）

」
は

過
年

度
に

お
い

て
す

で
に

十
分

達
成

さ
れ

て
い

る
の

で
あ

る
か

ら
、

次
年

度
以

降
は

よ
り

積
極

的
な

成
果

目
標

を
立

て
る

べ
き

で
は

な
い

の
か

。
・

独
法

の
再

契
約

に
お

い
て

一
者

応
札

が
目

立
つ

。
こ

れ
は

総
務

省
の

他
部

局
が

実
施

し
て

い
る

独
法

の
契

約
監

視
の

問
題

。
「

事
業

の
効

率
性

」
欄

に
お

い
て

こ
の

点
の

言
及

が
必

要
で

は
な

い
の

か
。
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主
要

な
政

策
に

係
る

評
価

書
（
平

成
2
7
年

度
実

施
政

策
）

（
総

務
省

2
7
－

⑱
）

政
策

（
※

１
）
名

政
策

1
8
：
公

的
統

計
の

体
系

的
な

整
備

・
提

供
分

野
国

民
生

活
と

安
心

・
安

全

政
策

の
概

要

・
平

成
2
6
年

３
月

に
閣

議
決

定
さ

れ
た

「
公

的
統

計
の

整
備

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

」
（
以

下
「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

」
と

い
う

。
）
に

掲
げ

ら
れ

た
施

策
を

着
実

に
推

進
・
実

現
す

る
こ

と
に

よ
り

、
ＩＣ

Ｔ
化

の
進

展
も

勘
案

し
つ

つ
公

的
統

計
を

体
系

的
か

つ
効

率
的

に
整

備
し

、
統

計
の

有
用

性
の

向
上

を
図

る
。

・
統

計
制

度
の

企
画

・
立

案
、

基
準

の
設

定
、

統
計

調
査

の
審

査
・
調

整
及

び
社

会
経

済
情

勢
を

把
握

す
る

た
め

の
基

本
的

か
つ

重
要

な
統

計
の

作
成

を
行

う
。

・
統

計
ユ

ー
ザ

ー
の

利
便

向
上

に
対

応
す

る
統

計
情

報
の

的
確

な
提

供
を

実
施

す
る

。

基
本

目
標

【
達

成
す

べ
き

目
標

】
国

民
・
企

業
等

の
様

々
な

意
思

決
定

の
た

め
の

「
社

会
の

情
報

基
盤

」
と

し
て

、
統

計
需

要
や

調
査

環
境

の
変

化
に

対
応

し
た

統
計

調
査

を
着

実
に

実
施

し
、

必
要

不
可

欠
な

公
的

統
計

を
体

系
的

か
つ

効
率

的
に

整
備

す
る

と
と

も
に

、
統

計
情

報
を

的
確

に
提

供
す

る
こ

と
で

、
国

民
経

済
の

健
全

な
発

展
及

び
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
す

る
。

政
策

の
予

算
額

・
執

行
額

等
（
百

万
円

）

区
　

　
分

2
5
年

度
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度

予
算

の
状

況
（
注

）

当
初

予
算

（
a）

2
5
,4

2
4

2
6
,0

4
0

8
6
,8

3
4

2
8
,1

6
0

補
正

予
算

（
b
）

1
4
0

2
3
3

2
5
5

0

繰
越

し
等

（
c
）

△
 1

9
9

△
 5

0
△

 2
7

合
計

（
a＋

b
＋

c
）

2
5
,3

6
5

2
6
,2

2
3

8
7
,0

6
2

執
行

額
2
4
,6

2
8

2
5
,9

2
8

8
6
,6

5
5

施
政

方
針

演
説

等
の

名
称

年
月

日
関

係
部

分
（
抜

粋
）

公
的

統
計

の
整

備
に

関
す

る
基

本
的

な
計

画
平

成
2
6
年

3
月

2
5
日

※
全

般
的

に
関

係

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
4

平
成

2
6
年

6
月

2
4
日

第
３

章
 経

済
再

生
と

財
政

健
全

化
の

好
循

環
３

．
公

的
部

門
改

革
の

推
進

（
１

）
行

政
の

IT
化

と
業

務
改

革
、

行
政

改
革

、
公

務
員

改
革

①
行

政
の

IT
化

と
業

務
改

革
IT

総
合

戦
略

本
部

の
下

、
「
世

界
最

先
端

IT
国

家
」
の

実
現

に
向

け
、

内
閣

情
報

通
信

政
策

監
（
政

府
C

IO
）
を

中
心

に
、

工
程

表
を

取
り

ま
と

め
、

政
府

情
報

シ
ス

テ
ム

の
徹

底
し

た
運

用
コ

ス
ト

削
減

や
、

国
・
地

方
を

通
じ

た
ク

ラ
ウ

ド
化

の
推

進
な

ど
情

報
イ

ン
フ

ラ
の

合
理

化
・
再

構
築

、
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
推

進
等

の
取

組
を

進
め

る
。

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
5

平
成

2
7
年

6
月

3
0
日

第
１

章
 現

下
の

日
本

経
済

の
課

題
と

基
本

的
方

向
性

１
．

日
本

経
済

の
現

状
と

課
題

［
２

］
今

後
の

課
題

（
１

）
 経

済
再

生
に

向
け

た
取

組
②

 潜
在

的
な

成
長

力
の

強
化

国
内

外
の

新
た

な
市

場
を

開
拓

し
、

潜
在

的
な

需
要

を
獲

得
す

る
た

め
、

健
康

産
業

、
観

光
、

農
林

水
産

業
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
等

の
成

長
産

業
化

、
ロ

ボ
ッ

ト
や

人
工

知
能

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
や

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

活
用

等
の

取
組

の
加

速
や

、
経

済
連

携
の

強
化

等
を

通
じ

た
グ

ロ
ー

バ
ル

化
へ

の
積

極
的

な
対

応
等

に
取

り
組

ん
で

い
く
。

第
２

章
 成

長
と

分
配

の
好

循
環

の
実

現
２

．
成

長
戦

略
の

加
速

等
（
７

）
経

済
統

計
の

改
善

経
済

財
政

運
営

に
当

た
っ

て
は

、
不

断
の

統
計

の
改

善
が

必
要

で
あ

る
。

総
務

省
は

、
統

計
委

員
会

が
取

り
ま

と
め

た
取

組
方

針
に

基
づ

き
、

関
係

府
省

庁
の

協
力

を
得

て
、

統
計

の
精

度
向

上
に

取
り

組
む

。
景

気
判

断
を

よ
り

正
確

に
行

う
観

点
か

ら
、

行
政

記
録

情
報

や
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
活

用
を

拡
大

す
る

。
さ

ら
に

、
Ｇ

Ｄ
Ｐ

統
計

を
は

じ
め

と
し

た
各

種
統

計
の

改
善

に
向

け
、

経
済

財
政

諮
問

会
議

に
お

い
て

、
統

計
委

員
会

と
連

携
し

つ
つ

、
以

下
の

課
題

を
含

む
政

府
の

取
組

方
針

を
年

内
に

取
り

ま
と

め
る

。
①

 経
済

社
会

構
造

の
変

化
を

横
断

的
に

正
確

に
反

映
す

る
仕

組
み

②
 類

似
統

計
間

の
統

計
手

法
、

結
果

等
に

つ
い

て
の

比
較

分
析

と
、

統
計

改
善

に
向

け
た

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
の

仕
組

み
③

 利
用

者
視

点
に

立
っ

た
府

省
庁

横
断

的
な

地
域

区
分

の
統

一
の

推
進

な
ど

の
統

計
比

較
可

能
性

の
強

化
④

 行
政

記
録

情
報

や
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
な

ど
の

新
た

な
デ

ー
タ

源
に

つ
い

て
の

効
率

的
な

利
活

用
の

推
進

平
成

2
8
年

6
月

2
日

（
注

）
平

成
2
7
年

度
に

国
勢

調
査

を
実

施
し

た
た

め
、

平
成

2
7
年

度
当

初
予

算
が

大
幅

に
増

額
し

て
い

る
。

　
　

　
計

数
は

、
そ

れ
ぞ

れ
四

捨
五

入
し

て
い

る
た

め
、

合
計

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
6

平
成

2
8
年

7
月

2
0
日

(水
) 

 
時

点
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日
本

再
興

戦
略

平
成

2
6
年

６
月

2
4
日

改
訂

（
平

成
2
7
年

６
月

3
0
日

改
訂

）

【
本

文
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

及
び

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

）
】

E
.世

界
最

高
水

準
の

IT
社

会
の

実
現

　
４

．
世

界
最

高
水

準
の

IT
社

会
の

実
現

　
　

⑦
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
利

活
用

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

利
活

用
に

よ
る

新
産

業
・
新

サ
ー

ビ
ス

の
創

出
に

向
け

、
民

間
団

体
と

連
携

し
、

本
年

度
か

ら
ビ

ジ
ネ

ス
や

課
題

解
決

の
ユ

ー
ス

ケ
ー

ス
集

で
あ

る
「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

1
0
0
」
の

収
集

・
配

信
を

開
始

す
る

。
ま

た
、

来
年

度
を

目
途

に
、

地
方

自
治

体
等

の
公

共
機

関
や

民
間

企
業

に
対

し
、

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

公
開

・
分

析
・
利

活
用

に
係

る
手

段
・
ノ

ウ
ハ

ウ
等

を
伝

道
す

る
「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

伝
道

師
」
の

任
命

と
派

遣
活

動
等

を
支

援
す

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
M

O
O

C
講

義
（
M

as
si

ve
 O

p
e
n
 O

n
lin

e
 C

o
u
rs

e
s：

大
規

模
公

開
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

）
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
の

拡
充

な
ど

、
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
力

の
高

い
人

材
育

成
を

推
進

す
る

。
加

え
て

、
公

的
統

計
デ

ー
タ

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

先
進

化
を

図
る

た
め

、
本

年
度

は
、

提
供

す
る

統
計

デ
ー

タ
の

形
式

、
提

供
方

法
の

検
討

及
び

課
題

の
把

握
・
整

理
を

目
的

と
す

る
L
O

D
（
L
in

ke
d
 O

p
e
n
 D

at
a）

等
に

つ
い

て
の

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

モ
デ

ル
事

業
並

び
に

大
学

関
係

者
等

、
研

究
分

野
の

利
用

者
と

の
デ

ー
タ

利
用

方
法

に
つ

い
て

の
具

体
的

検
討

を
行

い
、

モ
デ

ル
事

業
の

成
果

及
び

検
討

結
果

を
踏

ま
え

、
来

年
度

よ
り

L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施
や

手
引

書
の

策
定

等
を

行
う

。

【
工

程
表

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

４
_世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

中
短

期
工

程
表

「
世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

②
」

　
公

共
デ

ー
タ

の
民

間
開

放
及

び
革

新
的

電
子

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
構

築
　

 【
2
0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
初

め
】

　
　

・
公

的
統

計
デ

ー
タ

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
（
A

P
I機

能
・
統

計
G

IS
機

能
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

）
（
2
0
1
4
年

1
0
月

）
　

 【
2
0
1
5
年

度
～

】
　

　
・
A

P
I機

能
及

び
統

計
G

IS
機

能
の

改
善

及
び

対
象

デ
ー

タ
の

拡
充

　
　

・
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
モ

デ
ル

事
業

の
実

施
　

 【
2
0
1
6
年

度
～

】
　

　
・
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施
、

手
引

書
の

策
定

【
工

程
表

（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

４
_世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

中
短

期
工

程
表

「
世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

⑦
」

　
産

業
競

争
力

の
源

泉
と

な
る

ＩＴ
人

材
の

育
成

確
保

　
 【

2
0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
初

め
】

　
　

・
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
の

開
設

（
2
0
1
4
年

1
2
月

）
　

 【
2
0
1
5
年

度
】

　
　

・
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

利
活

用
人

材
育

成
の

た
め

の
学

習
機

会
の

充
実

に
向

け
た

検
討

　
 【

2
0
1
6
年

度
～

】
　

　
・
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
に

関
す

る
学

習
機

会
の

更
な

る
充

実

6



政
策

に
関

係
す

る
内

閣
の

重
要

政
策

（
施

政
方

針
演

説
等

の
う

ち
主

な
も

の
）

【
本

文
】

第
２

　
具

体
的

施
策

Ⅰ
　

新
た

な
有

望
成

長
市

場
の

創
出

、
ロ

ー
カ

ル
ア

ベ
ノ

ミ
ク

ス
の

深
化

等
　

１
．

第
４

次
産

業
革

命
の

実
現

　
　

（
２

）
新

た
に

高
ず

べ
き

具
体

的
施

策
　

　
　

 ⅱ
）
第

４
次

産
業

革
命

を
支

え
る

環
境

整
備

  
  

  
  

 ⑥
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

確
保

と
IT

利
活

用
の

徹
底

等
  

  
  

  
  

 ウ
）
政

府
・
地

方
自

治
体

の
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
推

進
課

題
解

決
の

た
め

の
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
実

現
に

向
け

て
、

「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

2
.0

」
（
平

成
2
8
年

５
月

2
0
日

IT
総

合
戦

略
本

部
決

定
）
に

基
づ

き
、

日
本

の
産

業
競

争
力

強
化

と
国

民
生

活
に

お
け

る
利

便
性

向
上

に
配

慮
し

つ
つ

取
組

を
進

め
る

。
今

後
、

本
年

夏
を

目
途

に
、

2
0
2
0
年

ま
で

の
集

中
取

組
期

間
に

お
い

て
、

一
億

総
活

躍
社

会
の

実
現

等
の

強
化

分
野

に
お

け
る

具
体

的
な

目
標

の
設

定
を

行
う

。
そ

の
際

、
機

械
判

読
に

適
し

た
形

式
の

デ
ー

タ
や

外
国

語
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
等

を
図

る
。

Ⅱ
　

生
産

性
革

命
を

実
現

す
る

規
制

・
制

度
改

革
　

２
．

未
来

投
資

に
向

け
た

制
度

改
革

　
　

２
－

２
．

活
力

あ
る

金
融

・
資

本
市

場
の

実
現

　
　

 （
１

）
新

た
に

高
ず

べ
き

具
体

的
施

策
　

　
　

　
ⅲ

）
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

化
の

推
進

等
・
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
や

電
子

タ
グ

か
ら

得
ら

れ
る

情
報

等
を

統
計

的
に

分
析

し
､各

種
統

計
・
調

査
へ

の
寄

与
､新

た
な

消
費

統
計

の
作

成
や

「
地

域
経

済
分

析
シ

ス
テ

ム
（
R

E
S
A

S
）
」
な

ど
政

策
的

活
用

に
つ

い
て

も
検

討
す

る
。

【
工

程
表

】
Ⅰ

.新
た

な
有

望
成

長
市

場
の

創
出

、
ロ

ー
カ

ル
・
ア

ベ
ノ

ミ
ク

ス
の

深
化

等
　

中
期

工
程

表
「
１

．
第

４
次

産
業

革
命

の
実

現
⑭

」
　

　
第

４
次

産
業

革
命

を
支

え
る

環
境

整
備

⑨
　

[2
0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
]

公
的

統
計

デ
ー

タ
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

（
A

P
I機

能
・
統

計
G

IS
機

能
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

）
（
2
0
1
4
年

1
0
月

）
　

[2
0
1
6
年

度
]

・
A

P
I機

能
及

び
統

計
G

IS
機

能
の

改
善

及
び

対
象

デ
ー

タ
の

拡
充

・
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

手
引

書
の

策
定

　
[2

0
1
6
年

度
秋

]～
・
A

P
I機

能
及

び
統

計
G

IS
機

能
の

改
善

及
び

対
象

デ
ー

タ
の

拡
充

（
同

上
）

・
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施

Ⅱ
．

生
産

性
革

命
を

実
現

す
る

規
制

・
制

度
改

革
　

中
短

期
工

程
表

「
活

力
あ

る
金

融
・
資

本
市

場
の

実
現

⑥
」

　
　

キ
ャ

ッ
シ

ュ
レ

ス
化

の
推

進
等

　
[2

0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
]

　
　

キ
ャ

ッ
シ

ュ
レ

ス
化

の
推

進
等

　
[2

0
1
6
年

度
]～

　
　

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

の
政

策
的

活
用

（
各

種
統

計
・
調

査
へ

の
寄

与
、

新
た

な
消

費
統

計
の

作
成

）
の

検
討

等

平
成

2
8
年

6
月

2
日

日
本

再
興

戦
略

2
0
1
6

7



世
界

最
先

端
IT

国
家

創
造

宣
言

平
成

2
5
年

６
月

1
4
日

（
平

成
2
6
年

６
月

2
4
日

改
定

）
（
平

成
2
7
年

６
月

3
0
日

改
定

）

【
本

文
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

III
.目

指
す

べ
き

社
会

・
姿

を
実

現
す

る
た

め
の

取
組

　
１

．
IT

利
活

用
の

深
化

に
よ

り
未

来
に

向
け

て
成

長
す

る
社

会
　

　
（
３

）
公

共
デ

ー
タ

の
民

間
開

放
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
の

推
進

各
府

省
庁

が
公

開
す

る
デ

ー
タ

の
構

造
等

の
標

準
化

等
に

つ
い

て
は

、
既

存
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
周

知
徹

底
等

に
取

り
組

む
こ

と
と

し
、

関
連

し
て

、
各

府
省

W
e
b
サ

イ
ト

に
お

い
て

、
デ

ー
タ

の
組

み
合

わ
せ

や
横

断
的

利
用

を
容

易
と

す
る

共
通

の
語

彙
（
ボ

キ
ャ

ブ
ラ

リ
）
の

基
盤

構
築

、
各

府
省

庁
の

W
e
b
 サ

イ
ト

で
提

供
す

る
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
に

お
け

る
A

P
I 
機

能
の

整
備

や
A

P
I 
の

総
合

カ
タ

ロ
グ

を
提

供
す

る
。

【
本

文
（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

Ⅳ
. 
利

活
用

の
裾

野
拡

大
を

推
進

す
る

た
め

の
基

盤
の

強
化

　
１

．
人

材
育

成
・
教

育
　

　
（
２

）
日

本
の

IT
社

会
を

リ
ー

ド
し

、
世

界
に

も
通

用
す

る
IT

人
材

の
創

出
こ

の
た

め
、

初
等

・
中

等
教

育
段

階
で

の
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

、
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
等

の
IT

教
育

を
充

実
さ

せ
、

高
等

教
育

段
階

で
は

産
業

界
と

教
育

現
場

と
の

連
携

の
強

化
を

推
進

し
、

継
続

性
を

持
っ

て
IT

人
材

を
育

成
し

て
い

く
環

境
の

整
備

と
提

供
に

取
り

組
む

と
と

も
に

、
Io

T
、

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

等
、

常
に

世
界

最
先

端
の

技
術

や
知

識
の

習
得

を
積

極
的

に
支

援
す

る
学

習
環

境
を

整
備

す
る

。

【
工

程
表

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

１
．

IT
利

活
用

の
深

化
に

よ
り

未
来

に
向

け
て

成
長

す
る

社
会

　
（
３

）
公

共
デ

ー
タ

の
民

間
開

放
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
の

推
進

　
　

○
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
公

開
の

促
進

　
　

　
【
短

期
（
2
0
1
5
 年

度
～

2
0
1
6
 年

度
）
】

・
　

統
計

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
を

図
る

。
2
0
1
5
 年

度
に

統
計

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
デ

ー
タ

を
拡

充
す

る
と

と
も

に
、

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

先
進

化
（
L
O

D
 で

の
デ

ー
タ

提
供

）
の

た
め

、
地

方
公

共
団

体
と

連
携

し
た

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
モ

デ
ル

事
業

を
実

施
す

る
。

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
シ

ス
テ

ム
に

関
し

2
0
1
5
 年

度
に

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
等

へ
の

対
応

に
着

手
す

る
。

　
　

　
【
中

期
（
2
0
1
7
 年

度
～

2
0
1
8
 年

度
）
】

・
　

引
き

続
き

、
統

計
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

を
図

る
。

ま
た

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

に
関

し
、

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
等

に
対

応
で

き
る

よ
う

に
す

る
。

【
長

期
（
2
0
1
9
 年

度
～

2
0
2
1
 年

度
）
】

・
　

引
き

続
き

、
統

計
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

を
図

る
。

【
工

程
表

（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

５
.利

活
用

の
裾

野
拡

大
を

推
進

す
る

た
め

の
基

盤
の

強
化

　
（
１

）
人

材
育

成
・
教

育
②

日
本

の
 I
T
 社

会
を

リ
ー

ド
し

、
世

界
に

も
通

用
す

る
IT

 人
材

の
創

出
【
短

期
（
2
0
1
5
 年

度
）
】

　
○

創
造

的
人

材
の

発
掘

・
成

長
を

支
え

る
環

境
の

整
備

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

普
及

の
た

め
、

社
会

人
向

け
の

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

に
関

す
る

学
習

サ
イ

ト
を

開
設

し
、

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
オ

ー
プ

ン
な

講
義

（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
を

立
ち

上
げ

る
。

【
中

期
（
2
0
1
6
 年

度
～

2
0
1
8
 年

度
）
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

の
更

な
る

普
及

の
た

め
、

社
会

人
向

け
の

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

に
関

す
る

学
習

サ
イ

ト
及

び
ウ

ェ
ブ

上
で

誰
で

も
参

加
可

能
な

オ
ー

プ
ン

な
講

義
（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
つ

い
て

、
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
を

図
る

。
【
長

期
（
2
0
1
9
 年

度
～

2
0
2
1
 年

度
）
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

を
定

着
さ

せ
る

た
め

、
社

会
人

向
け

の
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
に

関
す

る
学

習
サ

イ
ト

及
び

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
オ

ー
プ

ン
な

講
義

（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
加

え
て

、
対

面
の

講
義

も
開

催
す

る
等

、
取

組
の

更
な

る
充

実
を

図
る

。
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世
界

最
先

端
IT

国
家

創
造

宣
言

達
成

（
※

３
）

年
度

ご
と

の
実

績
（
値

）
又

は
施

策
の

進
捗

状
況

（
実

績
）

（
※

２
）

2
6
年

度
2
7
年

度

平
成

2
5
年

６
月

1
4
日

（
平

成
2
6
年

６
月

2
4
日

改
定

）
（
平

成
2
7
年

６
月

3
0
日

改
定

）
(平

成
2
8
年

５
月

2
0
日

改
定

）

【
工

程
表

（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

２
．

安
全

・
安

心
な

デ
ー

タ
流

通
と

利
活

用
の

た
め

の
環

境
の

整
備

 （
２

）
デ

ー
タ

流
通

の
円

滑
化

と
利

活
用

の
促

進
（
人

材
育

成
）

　
　

○
創

造
的

人
材

の
発

掘
・
成

長
を

支
え

る
環

境
の

整
備

　
【
平

成
2
8
年

度
～

平
成

3
0
年

度
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

の
更

な
る

普
及

の
た

め
、

社
会

人
向

け
の

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

に
関

す
る

学
習

サ
イ

ト
及

び
ウ

ェ
ブ

上
で

誰
で

も
参

加
可

能
な

オ
ー

プ
ン

な
講

義
（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
つ

い
て

、
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
を

図
る

。
　

【
平

成
3
1
年

度
～

平
成

3
3
年

度
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

を
定

着
さ

せ
る

た
め

、
社

会
人

向
け

の
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
に

関
す

る
学

習
サ

イ
ト

及
び

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
オ

ー
プ

ン
な

講
義

（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
加

え
て

、
対

面
の

講
義

も
開

催
す

る
等

、
取

組
の

更
な

る
充

実
を

図
る

。

【
工

程
表

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

２
．

安
全

・
安

心
な

デ
ー

タ
流

通
と

利
活

用
の

た
め

の
環

境
の

整
備

 （
３

）
課

題
解

決
の

た
め

の
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
「
実

現
」
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

2
.0

）
　

　
○

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

公
開

の
促

進
　

【
平

成
2
8
年

度
～

平
成

3
0
年

度
】

・
　

統
計

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
を

図
る

。
平

成
2
8
年

度
以

降
は

、
こ

れ
ま

で
基

幹
統

計
を

中
心

に
実

施
し

て
き

た
統

計
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

デ
ー

タ
拡

充
を

、
対

象
を

一
般

統
計

ま
で

拡
大

し
て

実
施

す
る

と
と

も
に

統
計

デ
ー

タ
の

利
用

環
境

を
充

実
さ

せ
る

。
平

成
2
7
 年

度
に

地
方

公
共

団
体

と
連

携
し

て
実

施
し

た
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

モ
デ

ル
事

業
の

成
果

に
つ

い
て

の
検

討
結

果
を

踏
ま

え
、

平
成

2
8
年

度
に

L
O

D
 等

で
の

デ
ー

タ
提

供
の

実
施

及
び

手
引

き
書

の
策

定
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
以

降
は

、
L
O

D
 等

の
デ

ー
タ

提
供

を
充

実
さ

せ
る

と
と

も
に

、
統

計
分

野
に

お
け

る
共

通
語

彙
の

整
備

を
行

う
。

平
成

2
7
年

度
に

着
手

し
た

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
シ

ス
テ

ム
の

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
等

へ
の

対
応

を
平

成
2
8
年

度
に

完
了

す
る

。
ま

た
、

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
シ

ス
テ

ム
で

使
用

し
て

い
る

電
子

調
査

票
の

フ
ァ

イ
ル

形
式

を
、

順
次

見
直

す
。

　
【
平

成
3
1
年

度
～

平
成

3
3
年

度
】

・
　

引
き

続
き

、
統

計
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

を
図

る
。

ま
た

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

で
使

用
し

て
い

る
電

子
調

査
票

の
フ

ァ
イ

ル
形

式
を

、
順

次
見

直
す

。

9
6
%

【
2
2
年

度
】

8
8
%
以

上
9
6
%
以

上

9
6
%
以

上
【
2
7
年

度
】

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
(※

)に
基

づ
く
諸

施
策

の
推

進
状

況

公
的

統
計

の
体

系
的

か
つ

効
率

的
な

整
備

及
び

そ
の

有
用

性
の

確
保

を
図

る
た

め
、

国
民

の
意

見
も

反
映

し
つ

つ
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

に
盛

り
込

む
諸

施
策

を
検

討
・

閣
議

決
定

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 【

2
5
年

度
】

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

向
け

、
府

省
横

断
的

な
検

討
・
推

進
体

制
を

構
築

す
る

と
と

も
に

、
各

府
省

の
個

別
取

組
状

況
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
政

府
一

体
的

な
取

組
を

推
進

施
策

目
標

　
　

　
　

　
　

　
　

　
測

定
指

標
（
数

字
に

○
を

付
し

た
測

定
指

標
は

、
主

要
な

測
定

指
標

）

基
準

（
値

）
【
年

度
】

年
度

ご
と

の
目

標
（
値

）

目
標

（
値

）
【
年

度
】

1
0
0
%

ロ

8
8
%

9
4
%

基
幹

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
統

計
委

員
会

等
か

ら
の

答
申

に
お

い
て

「
今

後
の

課
題

」
を

付
さ

れ
て

い
る

も
の

の
う

ち
、

当
該

年
度

に
調

査
計

画
の

変
更

申
請

が
行

わ
れ

た
も

の
に

お
い

て
「
今

後
の

課
題

」
に

対
す

る
措

置
を

講
じ

て
い

る
割

合
　

 ＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

8
7
.5

%
【
2
5
年

度
】

9
0
%
以

上
9
0
%
以

上

9
0
%
以

上
【
2
7
年

度
】

イ

1
0
0
%

①

第 Ⅱ 期 基 本 計 画 (※
)

に 基 づ
く

諸 施 策 の 推 進 状 況

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

向
け

、
平

成
2
6
年

度
統

計
法

施
行

状
況

報
告

を
と

り
ま

と
め

る
な

ど
各

府
省

の
個

別
取

組
状

況
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
政

府
一

体
的

な
取

組
を

推
進

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

向
け

、
府

省
横

断
的

な
検

討
・

推
進

体
制

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

各
府

省
の

個
別

取
組

状
況

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

政
府

一
体

的
な

取
組

を
推

進
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 【
2
7
年

度
】

イ
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
諸

施
策

の
実

現
に

向
け

、
新

た
な

検
討

・
推

進
体

制
（
会

議
）
を

設
置

し
た

。
ま

た
、

オ
ー

ダ
ー

メ
ー

ド
集

計
の

要
件

緩
和

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

に
係

る
指

針
の

策
定

な
ど

、
関

連
事

項
の

実
績

を
踏

ま
え

検
討

し
た

。

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

向
け

、
「
平

成
2
6
年

度
統

計
法

施
行

状
況

」
を

取
り

ま
と

め
、

そ
れ

を
基

に
統

計
委

員
会

で
審

議
い

た
だ

く
と

と
も

に
、

ま
た

、
各

府
省

の
部

局
長

ク
ラ

ス
で

構
成

す
る

「
公

的
統

計
基

本
計

画
推

進
会

議
」
を

開
催

し
た

。
こ

れ
ら

を
通

じ
て

同
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

を
推

進
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
た

。

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
の

別
表

に
掲

げ
ら

れ
た

具
体

的
な

取
組

の
着

手
率

　
 ＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

取
り

組
み

、
国

民
経

済
の

健
全

な
発

展
や

国
民

生
活

の
向

上
に

寄
与

す
る

こ
と

9



2

当
該

年
度

に
任

用
さ

れ
た

統
計

調
査

員
に

占
め

る
登

録
調

査
員

の
割

合 　
　

  
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

7
5
%

【
2
3
年

度
】

7
5
％

以
上

7
5
％

以
上

国
際

協
力

に
関

し
、

平
成

2
7
年

９
月

に
国

連
が

策
定

し
た

「
持

続
可

能
な

開
発

目
標

」
の

進
捗

状
況

を
測

る
指

標
の

策
定

を
検

討
す

る
国

際
会

議
等

に
積

極
的

に
参

加
し

た
。

ま
た

、
国

連
の

統
計

月
報

や
O

E
C

D
の

主
要

経
済

指
標

用
デ

ー
タ

を
は

じ
め

、
各

国
際

機
関

か
ら

の
デ

ー
タ

提
供

依
頼

に
つ

い
て

適
時

迅
速

に
対

応
し

た
。

そ
の

ほ
か

、
平

成
2
7
年

1
2
月

４
日

に
「
世

界
統

計
の

日
」

フ
ォ

ー
ラ

ム
を

実
施

し
た

。
さ

ら
に

、
ア

ジ
ア

太
平

洋
統

計
研

修
所

の
ｅ
ラ

ー
ニ

ン
グ

の
実

施
支

援
を

引
き

続
き

行
っ

た
。

社
会

経
済

情
勢

を
把

握
す

る
た

め
の

基
本

的
か

つ
重

要
な

統
計

を
確

実
に

作
成

し
、

国
民

に
提

供
す

る
こ

と

④

統
計

局
所

管
統

計
に

つ
い

て
、

経
済

・
社

会
の

環
境

変
化

に
対

応
し

た
調

査
を

確
実

に
実

施
し

、
各

年
度

中
に

公
表

が
予

定
さ

れ
て

い
る

統
計

デ
ー

タ
を

遅
滞

な
く
公

表
し

た
デ

ー
タ

の
割

合
　

　
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

9
9
.7

%
【
2
5
年

度
】

1
0
0
%

1
0
0
%

7
5
%
以

上
【
2
7
年

度
】

ロ

4
8
.0

%
（
2
6
年

度
）

3

国
内

機
関

と
の

協
力

及
び

調
整

を
踏

ま
え

た
上

で
、

国
際

比
較

に
必

要
な

デ
ー

タ
の

提
供

、
国

際
会

議
で

の
対

応
、

国
際

機
関

へ
の

協
力

等
を

適
切

に
行

う
と

と
も

に
、

国
際

的
な

議
論

の
動

向
等

を
国

内
の

公
的

統
計

整
備

に
適

時
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
の

取
組

の
一

層
の

推
進

　
　

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

国
際

機
関

等
へ

の
デ

ー
タ

提
供

、
国

際
会

議
で

の
対

応
等

の
ほ

か
、

「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
等

を
通

じ
て

の
統

計
分

野
に

お
け

る
国

際
的

な
議

論
の

動
向

に
関

す
る

情
報

共
有

を
実

施
【
2
5
年

度
】

国
際

協
力

を
一

層
推

進
す

る
ほ

か
、

国
内

関
係

者
へ

の
情

報
提

供
の

充
実

を
図

る
等

、
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
の

取
組

を
強

化
す

る
。

国
際

協
力

を
一

層
推

進
す

る
ほ

か
、

国
内

関
係

者
へ

の
情

報
提

供
の

充
実

を
図

る
等

、
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
の

取
組

を
強

化
す

る
。

国
際

協
力

を
一

層
推

進
す

る
ほ

か
、

国
内

関
係

者
へ

の
情

報
提

供
の

充
実

を
図

る
等

、
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
の

取
組

を
強

化
す

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
7
年

度
】

イ

国
際

協
力

に
つ

い
て

は
、

国
連

が
策

定
す

る
次

期
長

期
開

発
目

標
を

測
定

す
る

た
め

の
指

標
の

検
討

作
業

に
お

い
て

、
関

係
府

省
と

の
調

整
を

踏
ま

え
て

積
極

的
に

コ
メ

ン
ト

を
行

う
な

ど
の

対
応

を
行

っ
た

ほ
か

、
ア

ジ
ア

太
平

洋
統

計
研

修
所

に
お

け
る

e
ラ

ー
ニ

ン
グ

の
実

施
支

援
を

新
た

に
開

始
す

る
な

ど
一

層
の

推
進

を
図

っ
た

。
ま

た
、

「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
に

お
け

る
検

討
を

踏
ま

え
、

国
際

機
関

に
対

す
る

デ
ー

タ
提

供
実

績
を

関
係

府
省

間
で

把
握

で
き

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
な

ど
情

報
提

供
の

充
実

に
も

努
め

た
。

1
0
0
%

【
2
7
年

度
】

イ

1
0
0
%

1
0
0
%

5

共
管

府
省

と
協

力
・
作

成
し

て
い

る
産

業
連

関
表

に
つ

い
て

、
平

成
2
3

年
（
2
0
1
1
年

）
産

業
連

関
表

の
公

表
状

況
　

　
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

産
業

連
関

表
を

作
成

す
る

た
め

の
基

礎
資

料
の

作
成

・
収

集
を

行
っ

た
上

で
、

推
計

作
業

を
開

始
　

　
　

　
　

　
　

　
【
2
5
年

度
】

速
報

の
公

表
（
平

成
2
6
年

1
2
月

目
途

）
確

報
の

公
表

（
平

成
2
7
年

６
月

目
途

）
速

報
を

平
成

2
6
年

1
2
月

目
途

、
確

報
を

平
成

2
7
年

６
月

目
途

で
そ

れ
ぞ

れ
公

表
す

る
イ

速
報

の
公

表
（
平

成
2
6
年

1
2
月

1
9
日

）
確

報
の

公
表

（
平

成
2
7
年

６
月

1
6
日

）

大
規

模
周

期
調

査
に

お
け

る
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
推

進

⑥
平

成
2
7
年

国
勢

調
査

の
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

に
お

け
る

回
答

数
　

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

平
成

2
2
年

国
勢

調
査

に
お

い
て

試
行

的
に

実
施

し
た

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
（
東

京
都

の
み

実
施

）
の

世
帯

総
数

に
対

す
る

回
答

数
約

5
3
万

世
帯

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
2
年

度
】

全
国

規
模

で
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

を
可

能
と

す
る

。
ま

た
、

そ
の

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
数

を
約

1
,0

0
0
万

世
帯

以
上

（
約

2
0
％

以
上

）
と

す
る

。
全

国
規

模
で

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
を

可
能

と
す

る
。

ま
た

、
そ

の
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

数
を

約
1
,0

0
0
万

世
帯

以
上

（
約

2
0
％

以
上

）
と

す
る

。
　

　
　

　
　

　
　

　
【
2
7
年

度
】

イ
平

成
2
7
年

国
勢

調
査

の
調

査
方

法
や

国
、

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

事
務

の
流

れ
の

最
終

的
な

検
証

を
目

的
と

し
て

、
全

国
の

県
庁

所
在

市
及

び
政

令
指

定
都

市
を

対
象

に
、

第
３

次
試

験
調

査
を

実
施

　
　

　
　

　
　

　
　

(オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
率

：
3
4
％

)

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

対
象

範
囲

を
、

全
国

全
て

の
世

帯
（
約

5
,3

4
0

万
世

帯
）
に

拡
大

し
た

。

ま
た

、
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

数
の

実
績

は
、

約
1
,9

7
2
万

世
帯

（
約

3
6
.9

%
）
で

あ
っ

た
。

7

平
成

2
6
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
基

礎
調

査
の

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
に

お
け

る
回

答
数

　
　

　
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

平
成

2
4
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
に

お
け

る
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

（
複

数
事

業
所

を
有

す
る

企
業

の
み

実
施

）
の

対
象

数
約

2
3
万

企
業

ま
た

、
そ

の
う

ち
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

を
行

っ
た

企
業

の
割

合
約

８
％

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
5
年

度
】

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

対
象

範
囲

を
、

全
国

全
て

の
事

業
所

・
企

業
（
約

4
4
8
万

企
業

）
に

拡
大

す
る

。

ま
た

、
前

回
と

比
較

可
能

な
、

複
数

事
業

所
を

有
す

る
企

業
の

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
割

合
に

つ
い

て
、

二
桁

（
1
0
％

）
以

上
と

す
る

。

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

対
象

範
囲

を
、

全
国

す
べ

て
の

事
業

所
・
企

業
（
約

4
4
8
万

企
業

）
に

拡
大

す
る

。

ま
た

、
前

回
と

比
較

可
能

な
、

複
数

事
業

所
を

有
す

る
企

業
の

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
割

合
に

つ
い

て
、

二
桁

（
1
0
％

）
以

上
と

す
る

。
　

　
　

　
　

　
　

　
【
2
6
年

度
】

イ

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

対
象

範
囲

を
、

全
国

全
て

の
事

業
所

・
企

業
に

拡
大

し
た

。

ま
た

、
前

回
と

比
較

可
能

な
、

複
数

事
業

所
を

有
す

る
企

業
で

の
オ

ン
ラ

イ
ン

回
答

割
合

は
、

1
0
.6

％
で

あ
っ

た
。

10



統
計

情
報

を
的

確
に

提
供

す
る

こ
と

に
よ

り
統

計
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
を

図
る

こ
と

8

統
計

局
所

管
統

計
に

つ
い

て
主

要
５

紙
（
朝

日
、

読
売

、
毎

日
、

日
経

、
産

経
）
に

掲
載

さ
れ

た
記

事
数

　
　

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

8
6
4
件

【
2
5
年

度
】

年
間

8
7
0
件

以
上

年
間

8
7
0
件

以
上

年
間

3
,7

6
2
万

件
年

間
5
,3

8
2
万

件

年
間

8
7
0
件

以
上

【
2
7
年

度
】

イ

9
8
0
件

1
,0

0
2
件

9

統
計

局
所

管
統

計
結

果
に

つ
い

て
各

府
省

の
年

次
報

告
書

（
白

書
）

に
掲

載
さ

れ
た

件
数

　
　

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

6
6
9
件

【
2
5
年

度
】

年
間

6
7
0
件

以
上

年
間

6
7
0
件

以
上

年
間

6
7
0
件

以
上

【
2
7
年

度
】

ロ

4
7
0
件

6
1
5
件

⑪
統

計
局

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
総

利
用

件
数

　
　

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

3
9
9
7
万

件
【
2
5
年

度
】

年
間

4
,0

0
0
万

件
以

上
年

間
4
,5

0
0
万

件
以

上
年

間
4
,5

0
0
万

件
以

上
【
2
7
年

度
】

＜
施

策
目

標
＞

社
会

経
済

情
勢

を
把

握
す

る
た

め
の

基
本

的
か

つ
重

要
な

統
計

を
確

実
に

作
成

し
、

国
民

に
提

供
す

る
こ

と
国

勢
調

査
に

よ
り

、
我

が
国

の
人

口
が

初
め

て
の

減
少

に
転

じ
た

こ
と

が
わ

か
る

な
ど

、
社

会
経

済
情

勢
を

適
時

的
確

に
把

握
・
提

供
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

ま
た

、
産

業
連

関
表

の
公

表
に

よ
り

、
G

D
P

を
推

計
す

る
際

の
不

可
欠

な
デ

ー
タ

や
経

済
波

及
効

果
を

推
計

す
る

際
の

基
礎

資
料

と
な

る
デ

ー
タ

を
提

供
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

こ
れ

ら
の

と
お

り
、

社
会

経
済

情
勢

を
把

握
す

る
た

め
の

基
本

的
か

つ
重

要
な

統
計

を
確

実
に

作
成

し
、

国
民

に
提

供
す

る
こ

と
が

で
き

た
と

言
え

る
。

・
平

成
2
7
年

国
勢

調
査

等
の

円
滑

な
実

施
、

平
成

2
6
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
基

礎
調

査
等

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
通

り
の

公
表

な
ど

、
主

要
指

標
で

あ
る

測
定

指
標

４
の

目
標

を
達

成
し

た
。

・
測

定
指

標
５

に
つ

い
て

は
、

そ
の

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

は
、

共
管

府
省

と
の

協
力

が
不

可
欠

で
あ

り
、

そ
の

た
め

府
省

横
断

的
に

作
業

を
実

施
す

る
た

め
に

産
業

連
関

幹
事

会
等

を
開

催
し

、
公

表
に

係
る

作
業

を
適

切
か

つ
効

率
的

に
行

う
こ

と
が

で
き

た
。

こ
れ

に
よ

っ
て

、
速

報
、

確
報

と
も

に
目

標
と

し
て

い
た

時
期

に
公

表
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

⑩

「
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

（
e
-

S
ta

t）
」
の

統
計

表
へ

の
ア

ク
セ

ス
件

数
　

　
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

2
,2

9
2
万

件
【
2
5
年

度
】

年
間

2
,5

0
0
万

件
以

上
年

間
3
,8

0
0
万

件
以

上
年

間
3
,8

0
0
万

件
以

上
【
2
7
年

度
】

イ

（
各

行
政

機
関

共
通

区
分

）
相

当
程

度
進

展
あ

り

（
判

断
根

拠
）

測
定

指
標

４
、

６
、

1
0
、

1
1
は

達
成

す
べ

き
目

標
に

照
ら

し
、

い
ず

れ
も

主
要

な
も

の
で

あ
り

、
全

て
の

指
標

に
つ

い
て

目
標

を
達

成
し

た
。

ま
た

、
測

定
指

標
９

は
目

標
に

は
達

し
て

い
な

い
が

、
適

切
な

目
標

設
定

を
行

っ
て

い
な

か
っ

た
こ

と
が

原
因

で
あ

り
、

施
策

の
特

性
を

考
慮

し
た

適
切

な
目

標
を

設
定

す
る

こ
と

で
改

善
す

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
。

し
た

が
っ

て
、

本
政

策
は

「
相

当
程

度
進

展
あ

り
」
と

判
断

し
た

。
さ

ら
に

、
測

定
指

標
１

及
び

測
定

指
標

２
に

つ
い

て
も

目
標

に
達

し
て

い
な

い
が

、
取

組
と

し
て

進
捗

が
遅

れ
て

い
る

も
の

で
は

な
い

た
め

、
本

施
策

は
「
相

当
程

度
進

展
」
と

判
断

し
た

。

＜
施

策
目

標
＞

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

取
り

組
み

、
国

民
経

済
の

健
全

な
発

展
や

国
民

生
活

の
向

上
に

寄
与

す
る

こ
と

　
当

該
施

策
目

標
に

つ
い

て
、

指
標

に
つ

い
て

お
お

よ
そ

目
標

値
を

達
成

し
、

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
の

よ
り

一
層

の
推

進
を

行
う

こ
と

で
、

国
民

経
済

の
健

全
な

発
展

や
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
し

た
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

・
測

定
指

標
１

に
つ

い
て

は
、

「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
別

表
に

掲
げ

ら
れ

た
具

体
的

な
取

組
の

着
手

率
」
が

若
干

目
標

値
を

下
回

っ
た

。
実

績
を

精
査

し
た

と
こ

ろ
、

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
別

表
に

掲
げ

ら
れ

た
全

1
0
7
事

項
の

う
ち

、
平

成
2
6
年

度
又

は
2
7
年

度
中

に
着

手
す

べ
き

と
さ

れ
て

い
る

7
割

強
の

事
項

に
つ

い
て

は
、

全
て

期
限

内
に

着
実

に
着

手
し

て
い

る
。

残
り

の
３

割
弱

は
平

成
2
8
年

度
以

降
を

着
手

期
限

と
し

て
い

る
事

項
で

あ
り

、
全

体
と

し
て

若
干

目
標

値
ま

で
届

か
な

か
っ

た
の

は
、

平
成

2
8
年

度
以

降
を

着
手

期
限

と
し

て
い

る
事

項
に

つ
い

て
も

早
期

に
着

手
す

る
こ

と
を

意
図

し
た

意
欲

的
な

高
い

目
標

値
を

設
定

し
て

い
た

こ
と

に
よ

る
。

平
成

2
7
年

度
末

時
点

で
着

手
で

き
て

い
な

か
っ

た
事

項
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
対

応
を

進
め

て
お

り
、

こ
れ

ら
の

状
況

か
ら

取
組

と
し

て
進

捗
が

遅
れ

て
い

る
も

の
で

は
な

い
と

判
断

。
・
測

定
指

標
２

に
つ

い
て

は
、

2
7
年

度
の

数
値

は
2
8
年

９
月

公
表

予
定

の
た

め
、

2
6
年

度
の

実
績

値
で

評
価

を
行

っ
た

と
こ

ろ
、

目
標

値
は

下
回

っ
た

が
、

こ
れ

は
大

規
模

調
査

の
影

響
（
＊

）
で

年
度

ご
と

の
実

績
値

が
ぶ

れ
る

こ
と

を
十

分
に

考
慮

に
入

れ
ず

に
高

い
目

標
を

定
め

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
あ

る
。

実
際

、
2
6
年

度
実

績
の

う
ち

、
農

林
業

セ
ン

サ
ス

を
除

い
た

場
合

の
実

績
値

（
登

録
調

査
員

の
割

合
）
は

7
6
.4

％
で

あ
り

、
目

標
で

あ
る

7
5
％

を
上

回
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

当
該

取
組

が
相

当
程

度
進

捗
し

て
い

る
も

の
と

評
価

で
き

る
と

考
え

る
。

な
お

、
こ

れ
を

踏
ま

え
、

「
主

要
な

政
策

に
係

る
政

策
評

価
の

事
前

分
析

表
（
平

成
2
8
年

度
実

績
政

策
）
」
に

お
い

て
は

、
同

測
定

指
標

の
目

標
値

と
し

て
過

去
５

年
度

の
平

均
値

を
採

用
し

改
善

を
図

る
こ

と
と

す
る

。
＊

大
規

模
調

査
の

影
響

と
は

、
調

査
員

数
の

多
い

大
規

模
調

査
は

登
録

調
査

員
で

カ
バ

ー
出

来
る

範
囲

に
限

界
が

あ
り

、
ま

た
、

調
査

員
数

が
多

い
こ

と
に

よ
り

当
該

大
規

模
調

査
の

実
績

（
登

録
調

査
員

の
割

合
）
の

影
響

が
全

体
の

割
合

に
大

き
く
出

る
と

い
う

も
の

。
平

成
2
6
年

度
の

場
合

は
、

農
林

業
セ

ン
サ

ス
の

調
査

員
数

が
全

体
の

調
査

員
数

に
占

め
る

割
合

が
5
8
.0

％
、

農
林

業
セ

ン
サ

ス
の

登
録

調
査

員
の

割
合

が
2
7
.3

％
と

な
っ

て
お

り
、

農
林

業
セ

ン
サ

ス
が

全
体

の
実

績
値

を
大

き
く
引

き
下

げ
る

要
因

と
な

っ
て

い
る

。
・
測

定
指

標
３

に
つ

い
て

は
、

「
世

界
統

計
の

日
」
フ

ォ
ー

ラ
ム

は
、

こ
れ

ま
で

に
な

い
取

組
で

あ
り

、
国

連
統

計
部

長
、

途
上

国
の

統
計

担
当

職
員

と
と

も
に

国
内

の
統

計
関

係
者

を
広

く
集

め
、

情
報

提
供

な
ど

を
実

現
し

た
。

ま
た

、
平

成
2
6
年

度
に

開
始

し
た

、
ア

ジ
ア

太
平

洋
統

計
研

修
所

ｅ
ラ

ー
ニ

ン
グ

の
支

援
を

継
続

し
て

行
う

な
ど

、
国

際
協

力
を

効
果

的
に

推
進

し
た

。

イ

4
,1

7
7
万

件
4
,7

1
7
万

件

1
2

1
0
0
%

イ

目
標

達
成

度
合

い
の

測
定

結
果

政
策

の
分

析
(達

成
・
未

達
成

に
関

す
る

要
因

分
析

)

総
合

統
計

書
の

刊
行

対
応

率
　

　
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

1
0
0
％

【
2
5
年

度
】

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
％

【
2
7
年

度
】

※
測

定
指

標
1
0
の

2
6
年

度
実

績
値

は
、

A
P

I機
能

の
試

行
運

用
時

の
リ

ク
エ

ス
ト

件
数

を
含

ん
で

い
る

。

1
0
0
%

（
※

４
）
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＜
施

策
目

標
＞

大
規

模
周

期
調

査
に

お
け

る
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
推

進
　

広
報

活
動

や
調

査
手

法
の

工
夫

等
が

成
果

を
上

げ
、

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

利
用

率
が

向
上

す
る

な
ど

、
当

該
施

策
目

標
に

つ
い

て
は

達
成

し
た

。

・
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

推
進

に
向

け
た

広
報

活
動

や
、

調
査

世
帯

に
ま

ず
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

で
の

回
答

を
依

頼
す

る
と

い
っ

た
調

査
手

法
に

お
け

る
工

夫
な

ど
に

よ
り

、
主

要
指

標
で

あ
る

測
定

指
標

６
の

目
標

を
大

幅
に

上
回

っ
て

達
成

し
た

。
・
測

定
指

標
７

に
つ

い
て

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

推
進

に
向

け
た

広
報

活
動

な
ど

に
よ

り
、

目
標

を
上

回
る

こ
と

が
で

き
た

。

※
１

　
政

策
と

は
、

「
目

標
管

理
型

の
政

策
評

価
の

実
施

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（
平

成
2
5
年

1
2
月

2
0
日

政
策

評
価

各
府

省
連

絡
会

議
了

承
）
に

基
づ

く
別

紙
２

の
様

式
に

お
け

る
施

策
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。

評 価 結 果

・
測

定
指

標
４

に
つ

い
て

は
、

統
計

デ
ー

タ
を

確
実

に
遅

滞
な

く
公

表
す

る
目

標
が

達
成

で
き

て
お

り
、

今
後

も
施

策
目

標
達

成
の

指
標

と
し

て
重

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
引

き
続

き
指

標
と

し
て

設
定

す
る

こ
と

と
す

る
。

・
測

定
指

標
５

に
つ

い
て

、
産

業
連

関
表

は
５

年
周

期
で

作
成

し
て

い
る

統
計

で
あ

り
、

平
成

2
7
年

度
の

公
表

は
目

標
ど

お
り

達
成

で
き

た
た

め
、

次
回

目
標

か
ら

は
削

除
す

る
。

・
「
大

規
模

周
期

調
査

に
お

け
る

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

推
進

」
に

つ
い

て
は

、
施

策
目

標
「
社

会
経

済
情

勢
を

把
握

す
る

た
め

の
基

本
的

か
つ

重
要

な
統

計
を

確
実

に
作

成
し

、
国

民
に

遅
滞

な
く
提

供
す

る
こ

と
」
に

含
ま

れ
る

も
の

と
考

え
、

平
成

2
8
年

度
の

事
前

分
析

表
で

は
、

測
定

指
標

「
平

成
2
8
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
利

用
割

合
」
を

、
当

該
施

策
目

標
の

指
標

と
し

て
設

定
す

る
こ

と
と

す
る

。
・
測

定
指

標
６

及
び

７
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で

平
成

2
6
年

及
び

2
7
年

に
実

施
し

た
大

規
模

周
期

調
査

の
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

に
お

け
る

回
答

数
を

指
標

と
し

て
設

定
し

て
い

た
が

、
調

査
が

す
で

に
実

施
さ

れ
た

と
い

う
現

状
か

ら
、

2
8
年

度
の

事
前

分
析

表
で

は
、

測
定

指
標

を
2
8
年

に
実

施
す

る
大

規
模

周
期

調
査

を
踏

ま
え

て
「
平

成
2
8
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
利

用
割

合
」
に

変
更

す
る

。
・
測

定
指

標
８

及
び

９
に

つ
い

て
は

、
大

規
模

調
査

の
周

期
が

指
標

の
実

績
値

に
影

響
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

平
成

2
8
年

度
事

前
分

析
表

で
は

、
大

規
模

周
期

調
査

の
周

期
で

あ
る

５
か

年
の

実
績

の
平

均
を

目
標

値
と

し
設

定
す

る
。

・
測

定
指

標
1
0
及

び
1
1
に

つ
い

て
は

、
目

標
を

達
成

し
て

お
り

、
今

後
も

施
策

目
標

達
成

の
指

標
と

し
て

有
用

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

、
e
-
S
ta

tの
統

計
表

や
統

計
局

H
P

へ
の

ア
ク

セ
ス

件
数

を
指

標
と

す
る

。
・
測

定
指

標
1
2
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で

定
期

刊
行

と
い

う
点

か
ら

指
標

と
し

て
設

定
し

て
い

た
が

、
関

係
府

省
等

と
結

果
デ

ー
タ

公
表

時
期

の
調

整
を

進
め

て
き

た
と

こ
ろ

で
あ

り
、

今
後

も
適

切
な

時
期

に
刊

行
で

き
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
測

定
指

標
か

ら
削

除
す

る
。

・
「
統

計
情

報
を

的
確

に
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

統
計

利
用

者
の

利
便

性
の

向
上

を
図

る
こ

と
」
と

い
う

施
策

目
標

に
つ

い
て

、
「
世

界
最

先
端

IT
国

家
創

造
宣

言
（
平

成
2
7
年

6
月

3
0
日

閣
議

決
定

）
」
に

お
い

て
、

公
共

デ
ー

タ
の

民
間

開
放

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
の

推
進

が
掲

げ
ら

れ
て

お
り

、
今

後
は

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
自

体
の

質
と

い
う

観
点

も
重

要
と

な
る

こ
と

か
ら

、
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
最

高
ラ

ン
ク

の
形

式
で

あ
る

L
O

D
形

式
の

デ
ー

タ
の

充
実

を
図

り
、

統
計

情
報

の
利

用
を

促
進

す
る

た
め

、
新

た
な

指
標

と
し

て
「
L
O

D
（
L
in

ke
d
 O

p
e
n
 D

at
a）

(※
）
の

ア
ク

セ
ス

件
数

」
を

設
定

す
る

。
※

L
O

D
：
メ

タ
デ

ー
タ

（
デ

ー
タ

を
表

す
情

報
）
を

国
際

標
準

に
準

じ
た

形
式

に
し

、
関

連
す

る
他

の
デ

ー
タ

へ
の

リ
ン

ク
情

報
を

付
与

し
た

形
式

の
こ

と
。

・
「
情

報
通

信
白

書
（
平

成
2
6
年

版
）
」
に

お
い

て
、

デ
ー

タ
分

析
を

担
う

人
材

の
不

足
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
現

状
を

踏
ま

え
て

、
デ

ー
タ

分
析

を
担

う
人

材
育

成
を

進
め

る
た

め
、

平
成

2
8
年

度
か

ら
は

、
新

た
な

施
策

目
標

と
し

て
「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
利

活
用

の
促

進
及

び
日

本
の

企
業

活
動

の
た

め
、

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
M

O
O

C
講

座
（
※

）
等

の
学

習
基

盤
を

を
整

備
す

る
こ

と
に

よ
り

、
”
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
”
力

の
高

い
人

材
の

育
成

を
図

る
こ

と
」
を

設
定

す
る

。
測

定
指

標
と

し
て

は
、

デ
ー

タ
分

析
を

担
う

人
材

増
加

と
い

う
観

点
か

ら
、

「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

の
受

講
者

数
」
を

設
定

す
る

。
※

M
O

O
C

講
座

：
M

as
si

ve
 O

p
e
n
 O

n
lin

e
 C

o
u
rs

e
ｓ
の

略
で

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

誰
で

も
無

料
で

参
加

可
能

な
、

大
規

模
で

オ
ー

プ
ン

な
講

義
の

こ
と

。

学
識

経
験

を
有

す
る

者
の

知
見

等
の

活
用

政
策

評
価

を
行

う
過

程
に

お
い

て
使

用
し

た
資

料
そ

の
他

の
情

報

・
公

的
統

計
の

整
備

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

（
平

成
2
6
年

３
月

2
6
日

）
（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.s
o
u
m

u
.g

o
.jp

/
to

u
ke

i_
to

u
ka

ts
u
/
in

d
e
x/

se
id

o
/
1
2
.h

tm
）

・
統

計
法

施
行

状
況

報
告

（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.s
o
u
m

u
.g

o
.jp

/
to

u
ke

i_
to

u
ka

ts
u
/
in

d
e
x/

se
id

o
/
sh

o
u
ko

ku
.h

tm
）

・
統

計
基

準
年

報
（
毎

年
度

発
行

）
・
平

成
2
7
年

国
勢

調
査

に
お

け
る

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

実
施

状
況

（
平

成
2
8
年

２
月

2
6
日

）
（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.s
ta

t.
go

.jp
/
d
at

a/
ko

ku
se

i/
2
0
1
5
/
jis

sh
ijo

u
ky

o
u
/
in

d
e
x.

h
tm

）
・
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

（
e
-
S
ta

t)
(h

tt
p
:/

/
w

w
w

.e
-
st

at
.g

o
.jp

/
S
G

1
/
e
st

at
/
e
S
ta

tT
o
p
P

o
rt

al
.d

o
)

担
当

部
局

課
室

名
統

計
局

総
務

課
 他

９
課

室
政

策
統

括
官

（
統

計
基

準
担

当
）
付

統
計

企
画

管
理

官
室

　
他

５
室

作
成

責
任

者
名

統
計

局
総

務
課

長
　

井
上

　
卓

政
策

統
括

官
（
統

計
基

準
担

当
）
付

統
計

企
画

管
理

官
　

吉
牟

田
　

剛
政

策
評

価
実

施
時

期
平

成
2
8
年

８
月

＜
施

策
目

標
＞

統
計

情
報

を
的

確
に

提
供

す
る

こ
と

に
よ

り
統

計
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
を

図
る

こ
と

　
当

該
施

策
目

標
に

つ
い

て
、

統
計

利
用

者
の

利
便

性
の

向
上

や
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
を

図
る

こ
と

で
、

平
成

2
7
年

度
の

「
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

（
e
-
S
ta

t）
」
の

統
計

表
へ

の
ア

ク
セ

ス
件

数
が

目
標

を
大

き
く
上

回
る

な
ど

、
相

当
程

度
進

展
が

あ
っ

た
。

・
測

定
指

標
８

に
つ

い
て

、
社

会
経

済
情

勢
を

把
握

す
る

た
め

の
基

本
的

か
つ

重
要

な
統

計
を

確
実

か
つ

適
時

的
確

に
作

成
し

、
わ

か
り

や
す

い
統

計
を

提
供

す
る

こ
と

で
、

目
標

を
上

回
る

こ
と

が
で

き
た

。
・
測

定
指

標
９

に
つ

い
て

は
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
は

で
き

な
か

っ
た

。
　

⇒
　

未
達

要
因

分
析

：
目

標
設

定
時

に
お

い
て

、
数

値
へ

の
影

響
が

あ
る

大
規

模
周

期
調

査
の

周
期

性
（
５

年
）
を

考
慮

し
て

い
な

か
っ

た
が

、
大

規
模

周
期

調
査

の
周

期
を

考
慮

し
た

適
切

な
目

標
設

定
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

次
期

目
標

で
は

改
善

さ
れ

る
見

込
み

。
・
統

計
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
や

コ
ン

テ
ン

ツ
の

充
実

を
図

る
こ

と
に

よ
り

、
主

要
指

標
の

測
定

指
標

1
0
及

び
測

定
指

標
1
1
の

目
標

を
達

成
し

た
。

・
測

定
指

標
1
2
に

つ
い

て
は

、
各

統
計

調
査

の
公

表
日

を
適

切
に

把
握

し
、

刊
行

に
向

け
た

準
備

を
厳

格
な

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

管
理

の
下

で
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
目

標
を

達
成

し
た

。

次
期

目
標

等
へ

の
反

映
の

方
向

性

・
施

策
目

標
「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

に
掲

げ
ら

れ
た

諸
施

策
の

実
現

に
取

り
組

み
、

国
民

経
済

の
健

全
な

発
展

や
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
す

る
こ

と
」
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で

基
本

目
標

と
同

内
容

の
施

策
目

標
を

設
定

し
て

い
た

が
、

大
き

な
目

標
で

あ
る

基
本

目
標

と
個

別
具

体
の

目
標

で
あ

る
施

策
目

標
と

を
区

別
す

る
た

め
、

平
成

2
8
年

度
か

ら
は

、
「
国

民
経

済
の

健
全

な
発

展
や

国
民

生
活

の
向

上
に

寄
与

す
る

た
め

、
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

に
掲

げ
ら

れ
た

諸
施

策
の

実
現

に
取

り
組

む
こ

と
」
を

施
策

目
標

と
し

て
設

定
す

る
こ

と
と

す
る

。
・
測

定
指

標
１

の
う

ち
、

「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

に
基

づ
く
諸

施
策

の
推

進
状

況
」
に

つ
い

て
は

、
「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
別

表
に

掲
げ

ら
れ

た
具

体
的

な
取

組
の

着
手

率
」
で

示
し

て
い

る
取

組
の

定
性

的
表

現
に

あ
た

る
指

標
で

あ
り

、
同

内
容

を
示

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
定

量
的

指
標

で
足

り
る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
測

定
指

標
と

し
て

削
除

す
る

こ
と

と
す

る
。

ま
た

、
「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
別

表
に

掲
げ

ら
れ

た
具

体
的

な
取

組
の

着
手

率
」
に

つ
い

て
は

、
そ

の
取

組
が

実
行

さ
れ

た
か

ど
う

か
を

把
握

す
る

た
め

に
は

、
「
着

手
率

」
よ

り
も

「
実

施
率

」
の

方
が

よ
り

適
切

で
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
た

め
、

次
期

目
標

で
は

「
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
別

表
に

掲
げ

ら
れ

た
具

体
的

な
取

組
の

実
施

率
」
と

す
る

。
・
測

定
指

標
２

に
つ

い
て

、
こ

れ
ま

で
当

該
年

度
ご

と
の

割
合

を
指

標
と

し
て

い
た

が
、

年
度

に
よ

り
大

規
模

調
査

の
実

施
規

模
や

回
数

が
異

な
る

こ
と

等
に

よ
り

、
数

値
も

年
度

に
よ

っ
て

ば
ら

つ
き

が
出

る
た

め
、

平
成

2
8
年

度
の

事
前

分
析

表
で

は
、

過
去

5
年

間
の

数
値

の
平

均
値

で
測

る
こ

と
と

す
る

。
・
測

定
指

標
３

に
つ

い
て

、
平

成
2
8
年

度
事

前
分

析
表

で
は

、
こ

れ
ま

で
の

事
前

分
析

表
で

設
定

し
て

い
た

目
標

に
、

さ
ら

に
具

体
性

を
持

た
せ

、
定

性
的

指
標

で
は

あ
り

な
が

ら
も

で
き

る
限

り
定

量
的

に
把

握
で

き
る

よ
う

に
す

る
た

め
、

目
標

全
体

の
見

直
し

を
行

う
こ

と
と

す
る

。
ま

た
、

そ
の

目
標

の
中

に
お

い
て

、
次

年
度

以
降

の
取

組
に

向
け

た
課

題
を

抽
出

す
る

こ
と

や
、

前
年

度
に

抽
出

し
た

課
題

に
対

す
る

取
組

状
況

に
つ

い
て

把
握

す
る

こ
と

も
加

え
る

こ
と

と
す

る
。

（
平

成
2
9
年

度
予

算
概

算
要

求
に

向
け

た
考

え
方

）

　
　

　
Ⅱ

　
　

予
算

の
継

続
後

日
記

載
 

後
日

記
載
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※
２

　
「
年

度
ご

と
の

実
績

（
値

）
又

は
施

策
の

進
捗

状
況

（
実

績
）
」
欄

の
か

っ
こ

書
き

の
年

度
は

、
そ

の
測

定
指

標
の

直
近

の
実

績
（
値

）
の

年
度

を
示

し
て

い
る

。

※
３

　
凡

例
「
イ

」
：
目

標
達

成
、

「
ロ

」
：
目

標
未

達
成

で
あ

る
が

目
標

（
値

）
に

近
い

実
績

を
示

し
た

、
「
ハ

」
：
目

標
未

達
成

で
あ

り
目

標
（
値

）
に

近
い

実
績

を
示

し
て

い
な

い
、

「
－

」
：
目

標
期

間
が

終
了

し
て

い
な

い
。

※
４

　
測

定
指

標
に

お
け

る
目

標
の

達
成

状
況

を
示

し
て

い
る

。
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11

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

調査

28年度活動見込

758.7

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

統計法第９条（基幹統計調査）
統計法第19条（一般統計調査）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

5,718 0

雑役務費

活動指標

5,718/7

3,443

経常的な調査の実施数
調査

実施方法

29年度要求

予算
の状
況

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

事業番号

統計調査の実施等事業（経常調査等） 担当部局庁 統計局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 調査企画課 　課長　北原　久

事業名

会計区分

28年度

0

翌年度へ繰越し 0

計

その他の事項経費

0

5,311

予備費等

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・　国民の就業・不就業を明らかにする労働力調査、家計の実態を明らかにする家計調査、物価動向を明らかにする小売物価統計調査（消費者物価指数）
や、個人企業経済調査、科学技術研究調査、家計消費状況調査、サービス産業動向調査及び各試験調査の実施及び結果の公表等の事業を実施。

・　国が必要とする統計調査の費用は、地方公共団体が負担する義務を負わない（地方財政法第10条の四）ことから、全額を国庫で負担。

0 0

5,312

0 0

0 0

各年度に定めた公表スケ
ジュールの達成率

25年度

5,381

各調査結果を遅滞なく公表
する。特に、第１報は、遅く
とも調査実施後、月次調査
は60日以内、年次調査は１
年以内に公表する。

5,742

単位

5,692（百万円）÷7（調査）＝813.1（百万円／調査）

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

0

0

補正予算

当初予算

百万円

人件費（非常勤職員）

28年度当初予算

50

昭和２１年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

13

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

公的統計は、国民・企業等の様々な意思決定のための「社会の情報基盤」として機能し、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与するものであり、
本事業の目的は、統計需要や調査環境の変化に対応した統計調査を着実に実施し、必要不可欠な公的統計を体系的かつ効率的に整備するとともに、統計
情報を的確に提供することである。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

5,312 5,381 5,742 5,718 0

5,219 5,692

執行率（％） 100% 97% 99%

活動実績

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

7 7

7 7

計算式
執行額（予
算額）／７調
査

816.9

5,311/7

26年度

5,692/7

745.6 813.1

27年度

5,219/7

383

旅費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
委託費（地方公共団体）

歳出予算目

　 0139

年度28

100

公的統計の整備に関する基本的な計画
（平成26年３月25日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

99.6 100

100

100 100

100

100

0 0

5,718

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

99.6

100

7

77

29年度要求 主な増減理由

25年度

1,818

計

諸謝金

物品購入費・機器等借料

ＩＴ戦略

チェック
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-

100

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

100 100 100 -

計画開始時
27年度 28年度

- - -

単位
年度

100 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

中間目標

成果実績

- -

目標値 万件 5,000 4,000

26年度
目標年度

年度 30

410

830

- 510

-

年度

30 年度

年度

-

4,717

864 980 1,002 - -

目標値 件 790

件実績値

870

年度

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

統計局所管統計結果について各府省の年次報告書（白
書）に掲載された件数＜アウトプット指標＞（周期調査含
む）

件

単位

-

669 470 615

中間目標 目標年度

-

目標値

統計局所管統計について、経済・社会の環境変化に対
応した調査を確実に実施し、各年度中に公表が予定され
ている統計データを遅滞なく公表したデータの割合＜ア
ウトプット指標＞（周期調査含む）

670 670

統計局所管統計について主要５紙（朝日、読売、毎日、
日経、産経）に掲載された記事数＜アウトプット指標＞
（周期調査含む）

実績値 件

年度

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

100

ＫＰＩ
（第一階層）

-

870 -

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

・国民の就業・不就業を明らかにする労働力調査、家計の実態を明らかにする家計調査、物価動向を明らかにする小売物価統計調査（消費者物価指
数）や、個人企業経済調査、科学技術研究調査、家計消費状況調査、サービス産業動向調査及び各試験調査の実施及び結果の公表等の事業を実
施。
・国が必要とする統計調査の費用は、地方公共団体が負担する義務を負わない（地方財政法第10条の四）ことから、全額を国庫で負担。

【成果指標（アウトカム）】
各年度に定めた公表スケジュールの達成率：100％(平成28年度)
【活動指標（アウトプット）】
経常的な調査の実施数：７調査(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
国民の就業・不就業を明らかにする労働力調査、家計の実態を明らかにする家計調査、物価動向を明らかにする小売物価統計調査（消費者物価指数）
等の実施及び結果の公表等の事業を確実に実施することにより、国勢の基本に関する統計が作成され、確実に国民へ提供されることとなるため、社会
経済情勢を把握するための基本的かつ重要な統計を確実に作成し、国民に遅滞なく提供することに寄与する。

-

30 年度
定量的指標 25年度

4,500 -

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

4,900

測
定
指
標

-

統計局ホームページのアクセス件数
＜アウトプット指標＞

実績値 万件 3,997 4,177

目標年度

年度 30 年度

実績値 ％ 99.7

施策 ３．公的統計の体系的な整備・提供

政策 Ⅶ．国民生活と安心・安全

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価
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中間段階での資金の支出先は、法定受託事務として事務を
行う都道府県や、一般競争入札にて事業を委託された民間企
業などであり、適正な手続きを経たものとして評価でき、その
支出は合理的なものと考える。

国家の統治の基本に密接な関連を有する事業であり、国が実
施すべきものである。また、他省庁所管の統計調査との重複
はない。

○

評　価項　　目

企画段階において、国民や企業・団体などからの意見を幅広
く聴取し、国民や社会のニーズ把握に努めているところ。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

（調査事務の一部に係る）民間委託については、総合評価落
札方式を含む一般競争入札により、競争性を確保した上で契
約。

‐

事業名

国・地方公共団体における適切な行政運営や国民・事業者の
意思決定等に活用。

○

国から交付される都道府県が使用する経費は、各調査事務
に必要なものにしか使用できないこととなっている。

点検結果

改善の
方向性

・　統計調査の確実な実施、統計の正確かつ迅速な公表に引き続き努め、報告者負担や地方公共団体における事務負担等の軽減も含めた調査
手法の更なる改善などについて検討の上、可能なものから速やかに対応していく。

・　我が国の社会･経済の動向を月次等で把握する経常調査については、統計調査の確実な実施、統計の正確かつ迅速な公表をしている。さら
に、その結果は、国・地方公共団体における適切な行政運営や国民・事業者の適切な意思決定等に活用されている。
・　このように、当該事業の成果は十分なものであり、今後も必要不可欠なものである。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

政策判断に寄与する重要な指標である経常３調査（労働力調
査、小売物価統計調査（消費者物価指数）及び家計調査）の
結果等について、遅滞なく公表。

無

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

○

無

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

事業の目的を達成する上で、現状、考えうる最適な方法で実
施している。

点
検
・
改
善
結
果

事業番号

報告者における負担軽減及び利便性向上などにも寄与する
オンライン調査を導入可能な調査から実施。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見込み通りに調査を実施。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善
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※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0157

0149

平成23年度

0144

0150

外部有識者の所見

平成26年度

・他省庁との統計調査の重複はないのか（科学技術研究調査、家計消費状況等）　・コスト削減の努力はどのようになされているのか（同じような業務を繰り返すと通
常、単位あたりのコストはすくなくなる）・支出先E項番１のケースでは、総合評価、１者応札、落札率１００％となっているが、これは「初回予定価格超で再度（それ以
上）入札で落札」のケースか、そうでないのか。そうでない場合、なぜ総合評価のケースなのに初回１００％となるのか疑問（予定価格積算、入札参加資格等の再検
討が必要かもしれない）。・同項番１０も同種のコメント。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

0158

0148

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成22年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

総務省

5,692百万円

【法定受託事務等】

Ａ 都道府県（47）
<基幹統計調査の実施>

3,393百万円

Ｂ 民間企業等(4)
<郵送等による統計調査の実施>

1,088百万円

【一般競争入札、総合評価】

【一般競争入札等】

Ｄ 民間企業等(21)
<統計技術研究等>

141百万円

【一般競争入札等】

Ｅ 民間企業等(140)
<一般事務経費等>

845百万円

【一般競争入札等】

Ｃ 民間企業等(38)

<調査用品の購入等>

219百万円

F 法務省

6百万円

【支出委任】

18



支出先上位１０者リスト
A.

B

埼玉県

兵庫県

千葉県

33

人件費

旅費

統計調査員による調査客体
への調査票の配布・回収、
調査票の審査、国への提出
等

〃

〃

〃

175

173

162

計 261

C.東京センチュリーリース株式会社

4000020270008

1000020140007

7000020010006

8000020130001 261東京都

大阪府

神奈川県

北海道

人件費

費　目
金　額

(百万円）

531

A.都道府県（東京都）

195

調査員交通費、各種会議出席旅費 21

その他 一般事務費（消耗品費、電話料、郵送料等） 12

統計調査員報酬、事務補助要員

報償費 記入者等報償、調査協力謝金
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

送付、返送料等

99

職員、調査員等

物品購入費

使　途

その他

B.一般社団法人新情報センター

金　額
(百万円）

調査書類、用品等の購入・作成費

費　目 使　途

計 531

D.株式会社ケー・デー・シー

費　目 使　途

役務費 システム導入、運用管理等 63 人件費 照会、書類整理要員等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

借料 調査員端末等の借入 物品購入費 依頼状、発送封筒等の購入・作成費

その他 送付、返送料等

人件費 職員、調査員等 131 雑役務費 登記情報システム運用支援業務一式 6

計 63 計 99

物品購入費 調査書類、用品等の購入・作成費

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

5

4

8

7 6000020400009 122

愛知県

沖縄県

6計 131 計

その他 返送料等

9

E.株式会社サーベイリサーチセンター F. 法務省

費　目

6

1

10

2

3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

-

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

株式会社インテージ
リサーチサ

6012701004917
サービス産業動向調査（平
成26年度開始分）

495

39 - - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人新情報
センター

1011005000041
家計消費状況調査（平成26
年度開始分）

531 - -

- - -

株式会社サーベイリ
サーチセンター

6011501006529
家計消費状況調査（平成24
年度開始分）

4
株式会社システムシ
ンク

1011101007080
科学技術研究調査（平成26
年度開始分）

24 - - -

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

-

-

-

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1000020230006

1000020470007

福岡県

-

-

-

〃

〃

〃

〃

〃

〃

144

129

121

118

107

1000020110001

8000020280003

4000020120006

チェック
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C

D

3 一般競争入札 2 98.2％

三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

小売物価統計調査システム
の業務アプリケーション保
守業務の請負（平成26年度
から平成28年度）

次期小売物価統計調査シ
ステム設計・開発業務（平
成27年度から平成28年度）

46 総合評価入札 3 90.2％

株式会社オカモトヤ 1010401006180
家計調査　電子式卓上計算
機の購入

14 一般競争入札 2 100％

株式会社日本経済社 6010001062000
平成27年度経常調査の広
報に係る総合企画の実施
業務

12

3 一般競争入札 2 98％

3 100％

クニメディア株式会社 7010001124154
家計調査　デジタル秤の購
入

10 一般競争入札 2 98.3％

株式会社帝国データ
バンク

100％

株式会社セイワビジ
ネスサプライズ

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

8010001002136
労働力調査　基礎調査票
（他３点）の印刷

株式会社ケー・デー・
シー

3010401097680
平成27年度事業所母集団
データベース整備に係る照
会業務

99 一般競争入札 2 98.8％

株式会社ＢＣＮ 8010001002813
消費者物価指数作成に用
いるＰＯＳデータサービスの
購入

2 一般競争入札 2 100％

株式会社オカモトヤ 1010401006180
労働力調査等　筆記具セッ
トの購入

11 一般競争入札 2 99.9％

随意契約
（企画競争）

クニメディア株式会社 7010001124154
平成27年度経常調査　調査
員用カバンの製造

3 一般競争入札 2 78.5％

7 - - -

7010401018377
サービス産業動向調査等に
係る企業データの作成業務

7 一般競争入札 2 70.5％

共同印刷株式会社

2010401015610
家計調査　クリヤーケース
の購入

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6010401015821

次期小売物価統計調査シ
ステム運用保守等基盤整
備業務の請負（平成24年度
から平成28年度）

63 - -
東京センチュリーリー
ス株式会社

-

富士通株式会社 1020001071491

3

4

1

2

支　出　先 法　人　番　号

7

8

5

6

11

12

9

10

13 株式会社山口封筒店 4010001059279
労働力調査　用品袋の製造
（２回目）

3 一般競争入札 2 100％

共同印刷株式会社 8010001002136
労働力調査　基礎調査票
（他３点）の印刷（２回目）

3 一般競争入札 2

1

2

3

株式会社キャリア 2011101052670
事業所母集団データベース
整備に係る労働者派遣業
務

29 一般競争入札 6 96％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

20



E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

ＩＴｂｏｏｋ株式会社 2010001089484
統計調査のオンライン化等
に係る技術支援業務

10 一般競争入札 2 95.9％

株式会社ニチマイ 5010001006197
統計調査結果表マイクロ
フィルムの電磁的記録化請
負業務

21 一般競争入札 9 98.2％

三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

センサス・マッピング・システ
ム用機器の賃貸借及び運
用・保守（平成24年度から
平成28年度）

14 - - -

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
統計局インターネット接続
サービス

11 一般競争入札 1 100％

株式会社サーベイリ
サーチセンター

6011501006529
未活用労働の把握に関す
る準備調査

131 総合評価入札 1 100％

株式会社ゼンリン 5290801002046
デジタル地図等の使用ライ
センス（平成27年度から平
成31年度）

65
随意契約
（その他）

- 100％

三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

家計調査における携帯型情
報端末に対応したオンライ
ン調査システムのプロトタイ
プ開発等業務の請負

38 一般競争入札 1 99.7％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4 2010001043648
印刷業務用印刷機器等の
賃貸借及び保守業務等（平
成27年度から平成31年度）

17 一般競争入札 2 88.4％

C
富士通株式会
社

C
アビームコンサ
ルティング株式
会社

E

コニカミノルタ
ビジネスソ
リューションズ
株式会社

3 8010001085296

次期小売物価統計調査シ
ステム設計・開発に係る工
程管理等支援業務（平成27
年度から平成28年度）

23 一般競争入札 3 85.9％

2

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1020001071491
次期小売物価統計調査シ
ステム設計・開発業務（平
成27年度から平成28年度）

303 総合評価入札 3 90.2％

1 5290801002046
デジタル地図等の使用ライ
センス（平成27年度から平
成31年度）

324
随意契約
（その他）

- 100％

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

株式会社ゼン
リン

E

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

三菱スペース・ソフト
ウエア株式会社

9010401028746

統計業務基盤システム用機
器の賃貸借・運用・保守・ヘ
ルプデスクの請負（平成24
年度から平成28年度）

86 - - -

富士通株式会社 1020001071491
次期小売物価統計調査シ
ステム設計・開発業務（平
成27年度から平成28年度）

129 総合評価入札 3 90.2％

9

10

7

8

アビームコンサルティ
ング株式会社

8010001085296

次期小売物価統計調査シ
ステム設計・開発に係る工
程管理等支援業務（平成27
年度から平成28年度）

17 一般競争入札 3 85.9％

11

12

楽天リサーチ株式会
社

8010701019594
携帯型情報端末による家計
収支のオンライン入力に関
する検証等業務

10 一般競争入札 4 85.4％

協新流通デベロッ
パー株式会社

5010601000566
平成27年度統計調査用品
等の仕分け、梱包及び発送
業務

17 一般競争入札 2 72％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法務省 1000012030001
事業所母集団データベース
更新のための登記法人移
動情報収集

6 - - -

チェック
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（ ）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第4条第81号～84号、86号
統計法第4条及び第53条
地方財政法第10条の4

主要政策・施策

定量的な成果目標

％

平成28年度においては、事
業所・企業を対象とする調
査に関する履歴登録措置
の実施率を100％以上とす
る。

達成度 ％

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

％

10,248

平成28年度において、オー
ダーメード集計又は匿名
データの提供の申出を受け
る件数を65件以上とする。

実施方法

定量的な成果目標

事業番号

統計体系整備事業 担当部局庁 総務省政策統括官（統計基準担当） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
総務省政策統括官付統計企画管理
官室

統計企画管理官
吉牟田　剛

事業名

会計区分

28年度

▲ 16

翌年度へ繰越し 0

計

その他の事項経費

0

9,468

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

％

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　統計体系の整備のため、主に以下の事業を実施。
・　基本計画の推進による公的統計の体系的整備
・　国の統計調査業務に従事する都道府県職員（統計専任職員）の給与等の負担
・　統計調査員の確保対策、統計業務に従事する地方公共団体職員等への統計研修の実施
・　産業連関表の作成
・　国連等が実施する購買力平価算出への対応

0 0

9,790

0 0

0 0

オーダーメード集計又は匿
名データの提供の申出を受
けた件数

目標値

成果指標 26年度

25年度

9,932

27年度
中間目標

104.7

予算額・
執行額

（単位:百万円）

99.1

26年度 27年度

0

25年度

▲ 58

事業所・企業を対象とする
調査に関する履歴登録措
置の実施率

成果実績

％

単位

0 0

補正予算

昭和２２年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　公的統計が行政施策の企画・立案・評価、国民・事業者などの合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情報であることから、国民全体が広く利活用
できるよう統計を体系的・効率的に整備し、より一層国民に有効に活用されるものにすることで、国民生活の向上や社会経済の発展に貢献することを目指す。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

9,732 10,232 9,932 10,027 0

10,117 9,910

執行率（％） 97% 99% 100%

平成28年度においては、事
業所・企業を対象とする調
査に関する重複是正措置
の実施率を97.6％以上とす
る。

事業所・企業を対象とする
調査に関する重複是正措
置の実施率

成果実績 ％

目標値

95.4 95.5 95.5 100

　 0141

年度28

28 年度

28 年度

-

65

-

101.9 106 102.2 -

目標最終年度

年度

91 94.6 100 -

公的統計の整備に関する基本的な計画（平成26年3月25日閣
議決定。以下「第Ⅱ期基本計画」という。）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

98.2 118.2

55

65 61

65

93.8

0 0

10,027

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

90 95.4 97.6 -

88.3 90 95.5 97.6

54

55

-95.4

ＩＴ戦略

チェック
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33

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

％

活動指標

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

10,027 0

統計調査員対策費及び統
計調査の環境改善のため
の普及啓発活動費

活動指標

基本計画の推進のためのワーキンググループ等会議の
開催回数

－

28年度活動見込

38,651.8 29,771.7 25,234.6

第Ⅱ期基本計画（平成26年度～30年度）の別表に掲げら
れた具体的な取組の実施率 ％

9,792

単位

基本計画の推進のためのワーキンググループ等会議出
席者への謝金及び旅費／会議開催回数

単位当たり
コスト 円

公的統計基本計画推進費

933,680円
／37回

　
1,071,780円
　　　/36回

28年度当初予算

24

63

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

- - -

計算式 /

-

618,492円
/16回

26年度

4

産業連関表作成費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：

百
万
円

）

統計専任職員配置費

歳出予算目

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

62 - - -

-

28年度活動見込

-

- 50 49 45

26年度 27年度

16 36 37

29年度要求 主な増減理由

25年度

111

計

統計調査等実施共通事務費

国際比較プログラム参加費

24



65

年度

- - - -

- -

目標値 ％

中間目標

-

施策の進捗状況（目標）目標

26年度
目標年度

年度 30

87.5 100 100 - -

目標値 ％ -

％実績値

90

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

単位

- 57.2 - -

目標値

第Ⅱ期基本計画（平成26年度～30年度）の別表に掲げら
れた具体的な取組の実施率

- -

基幹統計調査について、統計委員会等からの答申にお
いて「今後の課題」を付されているもののうち、当該年度
に調査計画の変更申請が行われたものにおいて「今後
の課題」に対する措置を講じている割合

実績値 ％

施策の進捗状況（実績）

26年度 27年度

-

90 -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

統計体系の整備のため、主に以下の事業を実施。
・基本計画の推進による公的統計の体系的整備
・国の統計調査業務に従事する都道府県職員（統計専任職員）の給与等の負担
・統計調査員の確保対策、統計業務に従事する地方公共団体職員等への統計研修の実施
・産業連関表の作成
・国連等が実施する購買力平価算出への対応

【成果指標（アウトカム）】
①オーダーメード集計又は匿名データの提供の申出を受けた件数：65件(平成28年度)
②事業所・企業を対象とする調査に関する重複是正措置の実施率：97.6％(平成28年度)
③事業所・企業を対象とする調査に関する履歴登録措置の実施率：100％(平成28年度)
【活動指標（アウトプット）】
①第Ⅱ期基本計画（平成26年度～30年度）の別表に掲げられた具体的な取組の実施率
②基本計画の推進のためのワーキンググループ等会議の開催回数：45回(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
上記の事業を実施することにより、第Ⅱ期基本計画に掲げた諸施策（調査体制の機能維持・国と地方公共団体の連携、統計職員等の人材育成・確保、
経済関連統計の整備、国際機関への情報提供の推進等）の実現につながるものと考えられる。

30 年度
定量的指標 25年度

年度

当該年度に任用された統計調査員に占める登録調査員
の割合（直近５カ年度の平均）

％ -

100

- 58

定性的指標
目標年度

30年度

-

目標年度

年度 30 年度

実績値 ％ 62

施策 ３．公的統計の体系的な整備・提供

政策 Ⅶ．国民生活と安心・安全

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

①各種国際会議及び専門家会合に予算等の制約の範囲内で最大
限（少なくとも年間10回程度）参加するほか、②国際機関等への
データ提供等の国際協力を実施し、③国際動向を国内に適切に反
映させるため「国際統計に関する関係府省等連絡会議」を年複数回
開催して各府省と対面での情報提供等を実施し、次年度以降の取
組に向けた課題抽出に加え、前年度に抽出した課題に対する取組
状況を把握

測
定
指
標

国内機関との協力及び調整を踏まえた上で、①国際会
議での対応、②国際比較に必要なデータの提供等の国
際協力を行うほか、③国際的な議論の動向等を国内の
公的統計整備に適時適切に反映させるための取組を一
層推進

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価
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-

国の統計は、国民全体が広く利活用できるように、国が体
系的・効率的に整備すべきものである。

○

評　価項　　目

本事業により第Ⅱ期基本計画に掲げられた諸施策の実現
を図ることは、国民にとって合理的な意思決定を行うため
の基盤となる重要な情報と位置づけられている公的統計
の有用性の向上に資するものである。

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標計画開始時
27年度 28年度

事業名

‐

本事業で作成・取りまとめを行っている産業連関表は、
GDP推計の基礎資料、経済波及効果の分析ツール等とし
て広く利用されている。

- - -

○

本事業経費の98パーセントは、都道府県統計専任職員を
整備維持するための経費（統計専任職員配置費）であり、
その費目・使途は限定されている。なお、当該経費は、地
方財政法第10条の４により、地方公共団体が負担する義
務を負わないものとされており、国の経費をもって行うもの
とされている。

単位

○
本事業により行われる調査研究等については、複数業者
の入札による調達が行われている。また、少額随意契約と
なる案件については、複数者から見積書を徴し、金額比較
を行うことで経費節減に努めている。

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

基本計画の推進のためのワーキンググループ等に係る経
費は会議出席者への謝金及び旅費であり、これらの経費
は総務省の諸謝金等使用基準等に基づき適切に支出され
ている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

各年度とも前年度実績を上回るような成果目標を設定してい
るが、各年度とも成果目標を90％以上達成している。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

○

無

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

成果実績

統計専任職員配置費については、国家公務員の定員合理
化計画等に準じて、毎年一定の削減を行っているところで
ある。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

-

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
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※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0159

0151

平成23年度

点検結果

0146

0152

外部有識者の所見

改善の
方向性

○平成27年３月に閣議決定された第Ⅱ期基本計画においては、第Ⅰ期基本計画における重要な目標である「統計の有用性の確保・向上」の
達成を引き続き目指し、統計の体系的整備を推進するため各種施策に取り組むこととしており、当該施策に係る経費についても引き続き所要
額を精査し、コスト削減に努める。
○都道府県に交付する統計専任職員配置費については、引き続き国家公務員の定員合理化計画に基づき削減を行う一方、都道府県におけ
る統計専任職員の配置状況や業務量等を勘案し、国の統計調査事務を円滑に遂行できるよう所要額の確保を図る。
　また、当該経費については、年度途中に都道府県の執行状況に応じた交付額の増減変更を行うなど、効率的な執行に努めるとともに、当該
委託費の適正な執行を図るため、経理監査を年９ヵ所程度実施する（５年間で全都道府県を回る）。

○基本計画に盛り込まれた各種施策については着実かつ計画的に推進されており、当該施策に係る経費についても所要額を精査し、コスト
削減に努めている。
○都道府県に交付する統計専任職員配置費については、国家公務員の定員合理化計画及び都道府県における職員配置数を勘案し、削減
が図られている。

平成26年度

・「点検」欄に「コスト削減の努力」と書かれているが、例えば、４７都道府県への委託費の「コスト削減」の努力はどうのようになされているのか（ノウハウの蓄積は人
件費削減につながらないか）・「統計体系整備事業」は開始年度が「昭和２２年度」となっているが「体系整備事業」とはその実、「協力自治体に対する『一般的』な補
助」のようなものか（具体的な委託業務の作業量にリンクした委託費なのか）。もし当該自治体職員が国の統計業務以外の業務に従事しているのであれば問題では
ないか（その場合は、委託費の額を見直すべきではないか）。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

0160

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

0150

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

E.　民間会社（40社）
　　50百万円

調査研究、システム改修、翻訳、複写機保
守、消耗品等

F.　厚生労働省
　　1百万円

期間業務職員（アルバイト業務）社会保険料
事業主負担分

総務省
9,910百万円 【支出委任】

統計体系整備
C.　各府省（４省）
　　 31百万円

D.　賃金職員、外部
　講師等
　　22百万円

・研修講師、会議の外部参加者（旅費・謝
金）
・職員旅費、期間業務職員給与等

・産業連関表作成等に係る各府省への支出委任

【委託費】

A.　47都道府県
　　9,806百万円

【再委託】

B.　865市区町村
　　 28百万円

・統計調査員確保対策事業の実施

・国の統計調査に従事する都道府県職員の給与等
・統計調査員確保対策事業の実施
・統計調査の環境改善のための普及啓発事業の実施

【一般競争、随意契約、公募】
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支出先上位１０者リスト
A.

東京都

大阪府

愛知県

北海道

神奈川県

福岡県

埼玉県

兵庫県

京都府

金　額
(百万円）

A.東京都

0.3
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

統計調査員研修改良費等

3

物件費 消耗品、印刷物、図書、郵送料等

印刷物作成料

8 賃借料

使　途

人件費 需用費統計専任職員の人件費

費　目

雑費 0.1

0.3

B.名古屋市

金　額
(百万円）

802

事務用パソコン賃借料

費　目 使　途

計 810 計 0.7

C.経済産業省 D.個人A

費　目 使　途

旅費 ブロック産業連関表研究会等への出席旅費 0.1 給与 期間業務職員給与

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 ブロック別集計作業に係る経費 21

計 21.1 計 3

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 人件費、資料作成・郵送費、一般管理費 10.4 保険料
期間業務職員（アルバイト業務）保険料事業
主負担分

1

計計 10.4

5 - -

- -

4

- -

8

7

1

9

E.株式会社　TEI F. 厚生労働省

費　目

6

1

- -

-

- -

2

3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

法　人　番　号

4000020270008

1000020230006

7000020010006

1000020140007

6000020400009

1000020110001

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

301

8000020130001 810

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

-

567

428

395

258

236

8000020280003

2000020260002

国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施
国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施
国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施
国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施

国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施

国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施

国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施

357

332

チェック
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B

C

D

個人E
基幹業務職員（アルバイト
業務）

1.1 - - -

個人G 職員による出張旅費 0.7 - - -

個人H 職員による出張旅費 0.5 - - -

個人A
基幹業務職員（アルバイト
業務）

3 - - -

個人C
基幹業務職員（アルバイト
業務）

2.6 - - -

個人D
基幹業務職員（アルバイト
業務）

1.2 - - -

農林水産省 5000012080001 産業連関表作成 0.7 - - -

厚生労働省 6000012070001 産業連関表作成 0.1 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国土交通省 2000012100001
産業連関表作成及び購買
力平価算出のための調査

10 - - -

新潟県

旭川市 9000020012041
統計調査員確保対策事業
の実施

0.2 - - -

統計調査員確保対策事業
の実施

0.2 - - -

神戸市 9000020281000
統計調査員確保対策事業
の実施

0.2 - - -

札幌市 9000020011002
統計調査員確保対策事業
の実施

0.3 - - -

横浜市 3000020141003

10

2

-

大阪市 6000020271004
統計調査員確保対策事業
の実施

0.4

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

名古屋市 3000020231002
統計調査員確保対策事業
の実施

0.7 - -

- - -

鹿児島市 1000020462012
統計調査員確保対策事業
の実施

0.4 - - -

6

7

4

5

堺市 3000020271403
統計調査員確保対策事業
の実施

0.4 - - -

10

8

9

京都市 2000020261009
統計調査員確保対策事業
の実施

0.2 - - -

広島市 9000020341002
統計調査員確保対策事業
の実施

0.3 - - -

3

4

1

2

経済産業省 4000012090001 産業連関表作成 21.1 - - -

1

4

5

2

3

個人B
基幹業務職員（アルバイト
業務）

2.8 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

個人F 職員による出張旅費 0.7 - - -

10 個人J
基幹業務職員（アルバイト
業務）

0.3 - - -

個人I 職員による出張旅費 0.4 - - -

- - -2255000020150002

国の統計調査に従事する
都道府県職員の給与等
統計調査員確保対策事業
の実施
統計調査の環境改善のた
めの普及啓発事業の実施
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E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）オカモトヤ 1010401006180 什器等の購入 1.5
随意契約
（少額）

- -

（株）和幸印刷 8011101022206
平成２３年（２０１１年）産業
連関表報告書の印刷

1.4
随意契約
（少額）

- -

（株）日産社 2010401021690
世界統計の日２０１５フォー
ラム開催に係る業務請負

4.3 一般競争入札 6 85.8％

（株）リベルタス・コン
サルティング

4010401058533
米国における経済センサス
の実施状況に関する調査
研究

3.5 一般競争入札 2 95.9％

日本装芸株式会社 8013301026242
総務省第二庁舎６階間執務
室仕切り改修工事

1.9
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社　ＴＥＩ 0000000072184
「都道府県別登録調査員研
修」の実施業務請負

10.4 一般競争入札 3 97.5％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

2

5

6

3

4

株式会社セック 1010901026918
産業連関表作成業務支援
プログラムの開発及び集計
作業の請負

7.7 - - -

株式会社　三菱総合
研究所

6010001030403
産業関連統計の体系的整
備等に関する調査研究請
負

7.9 総合評価入札 2 97.3％

9

10

7

8

ミツワ電機（株） 1010001058408
総務省第二庁舎４階執務室
個別空調機設置工事

1.9
随意契約
（少額）

- -

昭和情報プロセス株
式会社

8010401014516
統計データ・グラフフェア会
場設営等業務

1.8 一般競争入札 2 98.5％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

厚生労働省 6000012070001
期間業務職員（アルバイト
業務）社会保険料事業主負
担分

1 - - -

チェック
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（ ）

ＯＤＡ

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

741 787 725 -

-

年度

50

58

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

86.2 87.9

58

51 -

58

- -

-

-

0 0

326

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0142

年度32

-

58

-

単位

589 600 950

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

ESCAP
域内国
（地域）

数

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

239 273 304 326 0

271 303

執行率（％） 100% 99% 100%

昭和４５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国際連合アジア太平洋統計研修所（以下、「SIAP」という。）は、アジア太平洋地域における開発途上国の経済及び社会の開発に資する統計の作成能力及び
研修能力を強化するために研修事業を実施している。
　総務省は、日本国政府と国際連合との間の協定に基づき、当該事業を支援することにより、アジア太平洋地域に我が国の統計技術や考え方の普及を促すと
ともに、この貢献により国際統計の分野における我が国の公的統計の地位を高める。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

SNA
新基準
採用国
（地域）

数

0

0

補正予算

304

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

239

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　SIAPは、国際連合で唯一の統計研修の専門機関であり、昭和45（1970）年の設立以来、133か国・地域の約１万5,500人の政府統計職員に対し、研修を実施し
てきている。SIAPの事業運営は、国際連合アジア太平洋経済社会委員会（以下「ESCAP」という。）加盟国・準加盟国からの分担金、講師派遣等の現金・現物寄
与、国連食糧農業機関等の国際機関からの資金提供などにより行われており、上記の目的を達成するため、我が国もSIAPの招請国政府として、現金寄与（国
連アジア統計研修援助計画分担金の拠出）及び現物寄与（施設、コンピュータ等の提供）を実施している。

0 0

239

0 0

0 0

ESCAP域内各国における
国民経済計算（SNA)の新し
い国際基準（我が国も策定
に関与）の採用国・地域数
（27年度実績は国連統計部
にて集計中）

25年度

事業番号

国連アジア太平洋統計研修所運営事業 担当部局庁 総務省政策統括官（統計基準担当） 作成責任者

事業開始年度

その他

担当課室
国際統計管理官付国際研修協力官
室

国際研修協力官
山崎　実

事業名

会計区分

28年度

0

翌年度へ繰越し 0

計

その他の事項経費

0

273

2011年のESCAP総会決議
に基づき、2020年までに
ESCAP域内諸国58か国・地
域のすべてが、国民経済計
算（SNA)の新しい国際基準
を採用する。
（本事業は、他国等と協力
して、国際連合の機関であ
るSIAPにおける統計研修の
実施を支援することである。
その研修対象となる統計の
分野が広範・多岐にわたっ
ていること、研修効果の発
現までに一定の期間を要す
ることから、短期かつ定量
的な成果目標の設定には
なじまないが、開発途上国
からの研修実施要請が多
く、また、ＳＩＡＰの重点事業
であるＳＮＡの新しい国際基
準の採用状況を例示的に
成果目標とした。）

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

研修生数

SIAPにおける各研修コースは、主にESCAP域内各国か
らの分担金や現物寄与、国連人口基金等の国際機関か
らの支援により実施されているものであるが、定量的な
活動指標として、SIAP全体における研修生数の実績を
記載。
（28年度活動見込については、SIAPとESCAPにおいて調
整中。）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

アジア太平洋統計研修所に関する日本国政府と国際連
合との間の協定　第二条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

当初見込み

研修生数

一般会計

チェック
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政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

測
定
指
標

定性的指標 目標 施策の進捗状況（目標）
目標年度

8.3

計

政府開発援助諸謝金

政府開発援助庁費・統計調
査事務地方公共団体委託
費

施策 ３．公的統計の体系的な整備・提供

政策 Ⅶ．国民生活と安心・安全

国内機関との協力及び調整を踏まえた上で、①国際会
議での対応、②国際比較に必要なデータの提供等の国
際協力を行うほか、③国際的な議論の動向等を国内の
公的統計整備に適時適切に反映させるための取組を一
層推進

30年度

①各種国際会議及び専門家会合に予算等の制約の範囲内で最大
限（少なくとも年間10回程度）参加するほか、②国際機関等への
データ提供等の国際協力を実施し、③国際動向を国内に適切に反
映させるため「国際統計に関する関係府省等連絡会議」を年複数回
開催して各府省と対面での情報提供等を実施し、次年度以降の取
組に向けた課題抽出に加え、前年度に抽出した課題に対する取組
状況を把握

施策の進捗状況（実績）

29年度要求 主な増減理由

25年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　SIAPは、国際連合で唯一の統計研修の専門機関であり、昭和45（1970）年の設立以来、133か国・地域の約１万5,500人の政府統計職員に対し、研修
を実施してきている。SIAPの事業運営は、ESCAP加盟国・準加盟国からの分担金、講師派遣等の現金・現物寄与、国連食糧農業機関等の国際機関か
らの資金提供などにより行われており、上記の目的を達成するため、我が国もSIAPの招請国政府として、現金寄与（国連アジア統計研修援助計画分担
金の拠出）及び現物寄与（施設、コンピュータ等の提供）を実施している。

【成果指標（アウトカム）】
　ESCAP域内各国における国民経済計算（SNA)の新しい国際基準（我が国も策定に関与）の採用国・地域数：58ESCAP域内国（地域）数（平成32年度）
【活動指標（アウトプット）】
　SIAPにおける各研修コースは、主にESCAP域内各国からの分担金や現物寄与、国連人口基金等の国際機関からの支援により実施されているもので
あるが、定量的な活動指標として、SIAP全体における研修生数の実績を記載

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
　SIAPの招請国政府として、現金寄与及び現物寄与を実施することにより、諸外国の統計に関する人材育成への貢献、我が国の国際的なプレゼンス
の向上、先進国としての責務を果たすことといった第Ⅱ期基本計画に掲げた諸施策の実現に寄与する。

-

歳出予算目

改革
項目

分野： -

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：

百
万
円

）

政府開発援助国連アジア
統計研修所計画分担金

ＫＰＩ
（第一階層）

-

33.8

政府開発援助職員旅費・委
員等旅費

-

達成度 ％ -

計算式
経費総額/
研修実施人
日

-

314,987,218/6,156

26年度

0.5

-

69.3

28年度当初予算

449,738,050/7,430356,645,000/7,061

年度 年度

-

政府開発援助建物借料

成果実績

円

単位

｛本事業に係る我が国の予算額＋各国からの分担金額
（円換算）＋国際機関からの資金提供額（円換算）｝／

｛研修コースの受講者数（人）×開催期間（日）｝

単位当たり
コスト

- -

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

214

計画開始時
27年度 28年度

-

28年度活動見込

51,168 50,509 60,530

326.1 0

政府開発援助電子計算機
借料

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

-

-

目標値

目標最終年度

0.2

-
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事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

SIAPに対する現物寄与については、SIAPと調整しつつ、極
力、一括調達が可能な物品の利用を促している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

○

無

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

研修対象となる統計の分野が広範・多岐にわたっていること、
研修効果（アウトカム）の発現までに一定の期間を要するが、
着実に進展している。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
日本を含む各国のSIAPに対する分担金が増加したこと、支出
官レートが上がったことなどにより、単位当たりコスト増となっ
た。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

総務省は、SIAPに対して、さらなる経費削減を図るため、極力、一括調達対象物品を使用するよう引き続き働きかけを行うとともに、SIAPと国連
食糧農業機関等の国際機関との共同研修の実施拡大を引き続き要請する。

○毎年開催される国連統計委員会やESCAP総会等の場において、多くの国から、SIAPの研修が各国の統計能力向上のために効果的で重要で
ある旨の発言や謝意、さらに、SIAPの統計研修が将来にわたり継続実施されることの必要性が表明されている。また、SIAPの招請国である我が
国に対しても、SIAPへの支援に係る謝意の表明や継続的な支援の要請がなされており、同研修に対する各国の評価は極めて高い。
○SIAPへの分担金について、総務省は、国際的な合意に沿った予算を確保・執行している。
　また、ＳＩＡＰへの現物寄与については、複数府省または、本省による一括契約の実施に伴う調達単価の引き下げにより、事務用消耗品の調達
が、前年度比18%、複合機に係る経費（機器の借料及び保守料）は、同比59%の削減を達成した。
　加えて、電話料金については、回線の集約を行ったことにより、基本料金が引き下げられ前年度比28%の減額となった。
○SIAPでは、ESCAP加盟国・準加盟国に対して分担金の増額要請や研修コースへの無償の講師派遣を依頼するなどの努力を行っている。
○SIAPでは、国連統計委員会、ESCAP統計委員会、SIAP管理評議会等において研修ニーズの把握に努めているほか、SIAPで実施する主な
コースについてのニーズ調査等（毎）によりニーズを把握し、SIAP内で検討の上、コースカリキュラムに反映させている。なお、研修コースに対す
る各国からの参加要望は、募集人数を上回る応募があるなど、極めて高い。

事業名

・成果目標及び活動実績見込みについては、国際連合機関
であるSIAPがその上部機関であるESCAPと協議の上、設定
している。
・日本国政府と国際連合との間の協定に基づき、SIAP研修事
業の円滑な実施を支援するために総務省が提供している施
設は、研修コースの実施等において有効に活用されている。
・なお、SIAPの研修事業は、国際連合の事業であり、招請国
である我が国のほか、ESCAP加盟国・準加盟国のうち選ばれ
た国の代表により構成されるSIAP管理評議会が、毎年、SIAP
がESCAPと協議の上作成する事業予定（work plan）の審査・
承認、事業が事業計画（programme of work）どおり履行され
ているかどうか審査している。

○

予算の執行にあたっては、研修への効果及び必要性を精査
した上で、適正な執行に努めている。

○ 一般競争入札が可能な現物寄与としての物品の購入等につ
いては、SIAPからの要請等に基づき、会計法規に則り、入札
による調達を実施。また、少額随意契約に該当する案件につ
いては、なるべく二者以上から見積書を徴し、金額比較を行う
など、経費節減に努めている。

○

評　価項　　目

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

日本国政府と国際連合との間の協定に基づき、支援を実施し
ているものであり、国が自ら実施すべき事業である。

○
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※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【分担金】

A. 国連アジア太平洋経済社会委員会 国連アジア太平洋統計研修所の運営

192.5万円

【随意契約（その他）】

B. 独立行政法人日本貿易振興機構 国連アジア太平洋統計研修所

70.5百万円 研修施設の借上げ

【一般競争入札3件、随意契約（少額）90件】

C. 民間会社等（43者） 電子計算機システム賃借及びメンテナンス、

総務省 28.7百万円 公用車運転業務請負、複写機・電話設備等

303百万円 機器保守、光熱水料、消耗品費、印刷製本費等

国連アジア太平洋統計研修所の 【旅費・人件費】

運営等に対する支援 D. 非常勤職員（4人）、外部講師等 ・研修講師（旅費・謝金）

9.7百万円 ・職員旅費、非常勤職員給与

【委託費】

E. 都道府県（2県） 統計調査の実地研修の実施

１百万円

F. 他府省庁（1省） 非常勤職員社会保険料事業主負担分、

１百万円 雇用保険料

平成22年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

0151

平成24年度

平成27年度平成25年度

0161

平成26年度

・政府と国連との協定に基づくものであり、事業自体の見直しの是非は判断できない。・日本貿易振興機構との研修施設の借上げの随意契約の「理由」は何か。幕
張にあるアジ研に同施設があるようだが、年間７０００万円の賃料を随意契約でそこに支払う必要性、合理性は、「すでに設置されているので移転は困難」「英語での
対応ができる職員が揃っている」ことにあるのか。レビューシートでは「１０億円以上」についてのみ要記載となっているが、「点検」欄には一言言及が必要であろう。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0147

0153

外部有識者の所見

0160

0152

平成23年度
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国連アジア太平洋統計研
修所の上部機関として国連
アジア太平洋統計研修所を
監督

- -

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

-- 192.5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

8

5

6

独立法人
日本貿易振興機構

2010405003693

電気料金（（株）東京電力）
【随意契約】、建物清掃業務
の請負（（株）和心）【一般競
争入札】、廃棄物運搬処理
料（飯田環境クリーン）【随
意契約】※落札率について
は、非公開

2.1 - - -

9

10

泉レストラン（株） 5011101001864
研修コースにおける研修員
歓送迎に係る懇親会経費

0.6
随意契約
（少額）

- -

（株）ミツワ堂 7040001014798
会議用備品の購入、プリン
ター用消耗品購入代等

0.9
随意契約
（少額）

- -

3

4

1

2

東京センチュリーリー
ス（株）

6010401015821
LAN機器等の賃貸借。平成
27年1月に４か年の契約を
締結【国庫債務負担行為】

8.3 一般競争入札 4 69％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人
日本貿易振興機構

2010405003693 建物及び駐車場の賃貸借 70.5
随意契約
（その他）

- -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

E.京都府 F.厚生労働省

費　目

1

1計 0.6 計

計 8.3 計 2.6

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 実地研修の実施に係る経費 0.6 保険料 非常勤職員保険料事業主負担分 1

C.東京センチュリーリース(株) D.個人A

費　目 使　途

借料等
LAN機器の借料、LANシステムの保守に係る
SE作業費 等

8.3 賃金 非常勤職員給与

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 192.5 計 70.5

費　目 使　途
金　額

(百万円）

192.5

B.独立行政法人日本貿易振興機構

管理費等国連アジア太平洋統計研修所の運営

費　目

施設の維持管理費等

使　途

分担金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

2.6

金　額
(百万円）

A.国連アジア太平洋経済社会委員会

70.5

国連アジア太平洋経
済社会委員会

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）オカモトヤ 1010401006180
事務用機器等購入代、機器
保守料等

3.1
随意契約
（少額）

- -

（株）シューエイ商行 8040001003263
研修用映像システムの更
新、タイルカーペット貼替え
作業費等

2.9
随意契約
（少額）

- -

（株）スペースアイ 6010001004010
自動車運行管理業務の請
負

2.5 一般競争入札 4 98％

扶桑電通（株） 6010001055706

LANに関するセキュリティシ
ステム導入作業、データ
ベースシステムの構築に関
する調査費等

1.8
随意契約
（少額）

- -

丸善雄松堂（株） 2010001034952 図書購入代 0.7
随意契約
（少額）

- -

東武トップツアーズ
（株）

4013201004021

統計へのICTの活用に係る
民間技術等の海外展開支
援事業参加者引率のため
のバス借上げ代等

0.6
随意契約
（少額）

- -

チェック
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D

E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

厚生労働省 6000012070001
非常勤職員社会保険料事
業主負担分、雇用保険料

1 - - -

1

2 福岡県 6000020400009
統計調査の実地研修の実
施に係る経費

0.4 - - -

8

9

6

7

個人F - 職員の出張旅費 0.1 - - -

10 個人J - 職員の出張旅費 0.1 - - -

個人I - 職員の出張旅費 0.1 - - -

1

4

5

2

3

個人B - 非常勤職員に対する賃金 2.4 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 6010401015821
LAN機器等の賃貸借。平成
27年1月から平成30年12月
まで４か年の契約を締結

35 一般競争入札 4 69％

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

東京センチュ
リーリース（株）

C

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

個人A - 非常勤職員に対する賃金 2.6 - - -

個人C - 非常勤職員に対する賃金 2.3 - - -

個人D - 非常勤職員に対する賃金 1.8 - - -

個人E - 職員の出張旅費 0.1 - - -

個人G - 職員の出張旅費 0.1 - - -

個人H -
外部特別講師に対する講
義謝金及び旅費

0.1 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

京都府 2000020260002
統計調査の実地研修の実
施に係る経費

0.6 - - -

チェック
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（ ）

算
出
方
法

関係IT戦略

一般会計

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

主要政策・施策

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

77 86

単位

60 66 72

成果指標定量的な成果目標

世界最先端IT国家創造
宣言（平成27年６月30日
閣議決定）にて、政府全
体でオープンデータの推
進することが明記されて
おり、統計分野において
も本施策を推進している
ため、政府統計の総合
窓口（e-Stat）から利用
可能な統計データ数を
平成30年度に86万表に
する。

政府統計の総合窓口
（e-Stat）より提供してい
る統計表及びデータ
ベース化した統計表の
合計

成果実績

万表

達成度 ％

目
標
・
指
標

「政府統計の総合窓口（e-
Stat）」から利用可能な統計
表及びデータベース化して
いる統計表の数

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

826

「政府統計の総合窓口（e-
Stat）」の統計表へのアクセ
ス件数を平成30年度に
6,781万件にする。

実施方法

事業番号

統計調査等業務の最適化事業 担当部局庁 統計局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 統計情報システム課 課長　阿向　泰二郎

事業名

会計区分

28年度

249

翌年度へ繰越し ▲ 199

計

その他の事項経費

▲ 249

728

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　従来、各府省等が個々に開発・運用していた統計関係システムについて、一元化した「政府統計共同利用システム」を構築、運用することにより、①各府省
等が実施した統計調査結果等のワンストップサービスによる国民等への提供、②セキュリティ対策が十分確保されたオンライン調査システムの国民等への提
供、③事業所・企業を対象とする各種統計調査の母集団情報の各府省への提供など、ＩＴを活用した業務・システム改革を実現するとともに、併せて統計調査
等業務の共通化・標準化を図る。さらに、これまでの取組成果を活用し、政府統計共同利用システムサブシステムe-StatでのAPI機能や小地域に特化した統
計GIS機能（jSTAT MAP）を提供するとともに、データベース化した統計データの拡充やオープンデータの最高ランクであるLOD（Linked open data）でのデータ
提供など、統計におけるオープンデータの高度化・先進化を推進する。

276

725

▲ 276

「政府統計の総合窓口（e-
Stat）」の統計表へのアクセ
ス件数

※API機能（統計表等に機
械的にアクセス可能な機
能）による利用件数を含む。

25年度

957

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

249

199

276

補正予算

平成１８年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　統計調査等業務について、情報通信技術の活用とこれに併せた業務等の見直しにより、行政機関の違いを意識させることのない便利で使いやすい統計情
報の利用環境を国民に提供するとともに、政府共同利用型のシステムを運用することにより行政運営の簡素化、効率化等の向上を図る。

前年度から繰越し 199

成果実績

目標値

成果指標 単位

万件成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

万件

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

725 1,025 1,206 1,421 0

1,000 1,148

執行率（％） 100% 98% 95%

万表

政府統計の総合窓口（e-
Stat）の登録情報を基に算
出

　 0143

年度30

6,781

・「電子政府構築計画」（平成15年７月17日各府省情報化統括
責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）
・「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」（平成18年３
月31日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）
・「世界最先端IT 国家創造宣言について」（平成27年６月30日
閣議決定）
・「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26年３月25
日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

114.6 150.5

2,500

3,762 5,382

3,800

141.6

5,848

1,145

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

28 年度

2,292

2,000

3028 年度
25年度 26年度

ＩＴ戦略、地方創生

チェック
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25,200

0.8

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

万表

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

1,145 0

活動指標

年度

- - - -

/58,483

28年度活動見込

29.7 25 19.7

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」の統計表提供数
万表

23,800 -

目標値 人

単位

「政府統計共同利用システムの運用経費」／「政府統計
の総合窓口（e-Stat）」の統計表へのアクセス件数

※API機能（統計表等に機械的にアクセス可能な機能）に
よる利用件数を含む。

単位当たり
コスト 　　円

中間目標

-

1,058,806
/53,821

939,866
/37,623

26年度
目標年度

年度 30

28年度当初予算

2,292 3,762 5,382 - -

目標値 万件 2,000

件実績値

2,500

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

単位

- - - -

目標値

データサイエンス・オンライン講座の受講者数
＜アウトプット指標＞

- -

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」の統計表へのアクセス
件数＜アウトプット指標＞

実績値 万件

0.2

単位

52 56 63

計算式
　　千円
　　　/
　　千件

681,601
/22,920

26年度

1,144

物品購入費

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

3,800 -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

従来、各府省等が個々に開発・運用していた統計関係システムについて、一元化した「政府統計共同利用システム」を構築、運用することにより、①各府
省等が実施した統計調査結果等のワンストップサービスによる国民等への提供、②セキュリティ対策が十分確保されたオンライン調査システムの国民
等への提供、③事業所・企業を対象とする各種統計調査の母集団情報の各府省への提供など、ＩＴを活用した業務・システム改革を実現するとともに、併
せて統計調査等業務の共通化・標準化を図る。さらに、これまでの取組成果を活用し、政府統計共同利用システムサブシステムe-StatでのAPI機能や小
地域に特化した統計GIS機能（jSTAT MAP）を提供するとともに、データベース化した統計データの拡充やオープンデータの最高ランクであるLOD（Linked
open data）でのデータ提供など、統計におけるオープンデータの高度化・先進化を推進する。

【成果指標（アウトカム）】
「政府統計の総合窓口（e-Stat）」の統計表へのアクセス件数（※API機能（統計表等に機械的にアクセス可能な機能）による利用件数を含む。）：6,781万
件以上(平成30年度)
【活動指標（アウトプット）】
「政府統計の総合窓口（e-Stat）」の統計表提供数：68万表(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
統計調査等業務について、情報通信技術の活用とこれに併せた業務の共通化・標準化を行う事業を実施することにより、行政機関の違いを意識させる
ことのない便利で使いやすい統計情報の利用環境を国民に提供することとなるため、統計利用者の利便性の向上に寄与する。

歳出予算目

30

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

54 59 64

68

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

年度

LOD（Linked Open Data）のアクセス件数
＜アウトプット指標＞

件 -

6,781

51,600

目標年度

年度 30 年度

計

実績値 人 -

旅費

雑役務費（業務委託）

施策 ３．公的統計の体系的な整備・提供

政策 Ⅶ．国民生活と安心・安全

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

測
定
指
標

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価
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政府統計共同利用システムの運用については、「独立行政法
人統計センター法（平成11年法219号）」、「独立統計法人統計
センター年度目標」（平成27年４月１日）、「公的統計の基本的
計画」（平成26年3月25日閣議決定）に基づき、同法人が実施
していることから、中間段階での支出は合理的なものとなって
いる。

-

企業等の秘密を含む調査票の情報や市場に影響の与える公
表前の統計情報を扱うことから、国が実施する事業である。

○

評　価項　　目

本事業により、機関の違いを意識させることのない便利で使
いやすい統計情報の利用環境を提供することで、国民の統計
情報の利便性向上を行っている。

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標計画開始時
27年度 28年度

平成27年度の統計表のアクセス件数が目標値の3,800万件を
超えるなど、常に多くの利用があることから、十分に活用され
ているものであるといえる。

- - -

○

費目・使途は、政府統計共同利用システムの機器貸借や運
用・保守業務など運用に必要なものに限定されている。

単位

○
政府統計共同利用システムの運用については、「独立行政法
人統計センター法（平成11年法219号）」、「独立統計法人統計
センター年度目標」（平成27年４月１日）、「公的統計の基本的
計画」（平成26年3月25日閣議決定）に基づき、同法人が実施
していることから、支出先の選定は妥当であるといえる。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、便利で使いやすい統計の利用環境を提供すること
により、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上を寄与
するものであり、地方創生を支援するものであることから、優
先度の高い事業であるといえる。

１アクセス当たりのコストを他の専門的情報提供システムの単
位当たりコストと比較しても、当該システムの水準は妥当であ
るといえる。
（参考）
法令検索等システム：63.1円（平成26年度）
政府統計共同利用システム：約25.0円（平成26年度）

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

平成27年度の達成度が141.6であり、成果実績が目標値を上
回っていることから、成果実績は見込みに見合ったものである
といえる。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
平成27年度の活動実績が64万表であり、目標値の63万表を
上回っていることから、活動実績は見込みに以上のものであ
るといえる。

○

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

統計調査等業務の最適化事業に基づき、各府省の統計関係
の情報システムを集約し、業務処理の共通化、一元化・集中
化を行うことで、業務の効率化を実現している。

成果実績

仮想サーバの導入等、運用経費の低廉のためのシステム構
築を採用している。

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

-

政府統計共同利用システムは府省共通システムであり、運用
に係る経費は、受益者（利用者）である参画府省等と負担分
担している。また、分担方法・分担額も各府省等と調整し、合
意を得て進めており、負担関係は適切である。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
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事業名

0161

0153

平成23年度

点検結果

0148

0154

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、「政府統計の総合窓口(e-Stat)」の掲載データの充実を図るとともに、API機能や小地域に特化した統計GIS機能（jSTAT MAP）の提供
やデータベース化した統計データの拡充やオープンデータの最高ランクであるLOD（Linked open data）でのデータ提供など、統計情報のワンス
トップサービスの一層の推進及び統計におけるオープンデータの高度化・先進化に努める。

「統計調査等業務の最適化事業」は、これまで着実にその実績を伸ばしてきており、今後も安定した実績が期待でき、便利で使いやすい統計の利
用環境を提供することにより、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与しているものであるといえる。

平成26年度

・「成果実績（アクセス件数）」は過年度においてすでに十分達成されているのであるから、次年度以降はより積極的な成果目標を立てるべきではないのか。・独法の
再契約において一者応札が目立つ。これは総務省の他部局が実施している独法の契約監視の問題。「事業の効率性」欄においてこの点の言及が必要ではないの
か。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

0162

0152

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

・統計調査等業務の業務・システム最適化と政府統計共同利用システム
　http://www.stat.go.jp/info/guide/public/index.htm

・統計におけるオープンデータの高度化
　http://www.stat.go.jp/info/kouhou/opendata/index.htm

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）
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※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

金　額
(百万円）

A.（独）統計センター

32

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

216

次期政府統計利用システム更改に係る仕様
書作成支援業務

使　途

雑役務費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

雑役務費

政府統計共同利用システムの運用管理、
API機能・統計GISの機能拡充、統計情報
データベースのデータ拡充、統計における
オープンデータ先進化の検討

費　目

B.アビームコンサルティング（株）

金　額
(百万円）

1,059

費　目 使　途

計 1,059 計 32

C.都道府県 D.㈱ 日立製作所

費　目 使　途

委員等旅費
政府統計共同利用システムに係る都道府県
操作説明会

1 雑役務費 政府統計共同利用システム運用・保守

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
政府統計共同利用システムアプリケーション
改修業務

100

雑役務費 統計のオープンデータの先進化 40

計 1 計 356

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

総務省

1,148百万円

統計調査等業務の最適化の推進、政府
統計共同利用システムの整備、統計に
おけるオープンデータの高度化・先進化

【随意契約（その他）（※）】

Ａ (独)統計センター

1,059百万円

政府統計共同利用システム
の運用管理、統計情報データ
ベースのデータ拡充、統計の
オープンデータ先進化

Ｂ 民間企業等(12)

88百万円

【一般競争入札等】

政府統計共同利用システムの機
能改修及び次期政府統計共同
利用システム更改に係る仕様書
策定支援、スマートフォンアプリ
「アプリDe統計」の改修、パンフ
レットの増刷

D 民間企業等（21）

1,059百万円

【一般競争入札等】

※ 政府統計共同利用システムの運用管理については、「独立行政法人統計センター法（平
成11年法219号）、「独立行政法人統計センター年度目標」（平成27年４月１日総務大臣決定）、
「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26年３月25日閣議決定）等に基づき、同法

Ｃ 都道府県職員
(54人)

１百万円

政府統計共同利用システムの
都道府県職員利用者に対して
説明会を実施
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（独）統計センター

株式会社ネットラーニ
ング

6011101029509

「初めて学ぶ統計－公務員
のためのオンライン講座－」
の構築に係る講座用動画コ
ンテンツ作成業務

6
随意契約

（企画競争）
7 100％

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

　政府統計共同利用システムの
運用管理については、「独立行
政法人統計センター法（平成11
年法219号）、「独立行政法人統
計センター年度目標」（平成27年
４月１日総務大臣決定）、「公的
統計の整備に関する基本的な計
画」（平成26年３月25日閣議決
定）等に基づき、同法人が行うこ
ととなっているため。

2

-

株式会社ケー・デー・
シー

3010401097680
平成２４年経済センサス－
活動調査の町丁・大字境界
データの作成業務

17

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

アビームコンサルティ
ング株式会社

8010001085296

政府統計共同利用システム
の機能改修及び更改等に
係る仕様書策定等支援業
務（平成26年度から平成27
年度）

32 - -

一般競争入札 4 66.2％

株式会社ブレイン
パッド

5010701015274

「データサイエンス・オンライ
ン講座 実践編講座」の構築
に係る講座内容の企画業
務

12
随意契約

（企画競争）
3 100％

6

4

5

リトルスタジオインク
株式会社

5011001036960

社会人向け統計学習サイト
「データサイエンス・スクー
ル」のコンテンツの拡充業
務

8
随意契約

（企画競争）
3 100％

株式会社ＮＴＴドコモ 1010001067912

「データサイエンス・オンライ
ン講座　実践編講座」の構
築に係る講座用動画コンテ
ンツ等の作成業務

6
随意契約

（企画競争）
5 100％

1 都道府県 -
政府統計共同利用システム
に係る都道府県操作説明
会出席

1 - - -

1 100％

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

7011105002089 1,059

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

政府統計共同利用システム
の運用管理、統計情報デー
タベースのデータ拡充、統
計のオープンデータ先進化
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D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社アズジェント 7010001035673
政府統計共同利用システム
情報セキュリティ監査業務

6 一般競争入札 2 84.7％

キャノンビズアテンダ
株式会社

4010701026124
統計情報データベースの
データ拡充（2回目）

64 一般競争入札 2 57％

キャノンビズアテンダ
株式会社

4010701026124
統計情報データベースの
データ拡充（1回目）

52 一般競争入札 2 58％

伊藤忠テクノソリュー
ションズ株式会社

2010001010788
統計データ利活用サービス
等用機器等の導入

44 一般競争入札 4 59％

沖電気工業（株） 7010401006126
統計GIS機能の運用保守業
務

25 一般競争入札 1 99.9％

沖電気工業（株） 7010401006126
統計データ利活用サービス
等用機器等の接続等

9
随意契約
（その他）

- -

沖電気工業（株） 7010401006126
次世代統計利用システム用
機器の導入等

8 一般競争入札 1 80.4％

（株）日立製作所 7010001008844
政府統計共同利用システム
運用・保守

216 総合評価入札 1 96.3％

（株）日立製作所 7010001008844
統計のオープンデータの先
進化

40 総合評価入札 2 85％

沖電気工業（株） 7010401006126
政府統計共同利用システム
基盤機能等提供業務

228 総合評価入札 2 80％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

4

5

2

3

（株）日立製作所 7010001008844
政府統計共同利用システム
アプリケーション改修業務

100 一般競争入札 1 99.9％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

沖電気工業（株） 7010401006126 統計API機能等の改修業務 12 一般競争入札 1 99.9％

12

13

10

11

芙蓉総合リース（株） 3010001028689
政府統計共同利用システム
基盤機能等提供業務

194 総合評価入札 2 80％

沖電気工業（株）、芙
蓉総合リース（株）

7010401006126

セキュリティ認証装置（ワン
タイムパスワードトークン）
の借入及び認証アプリケー
ション等の改修等業務

9 一般競争入札 2 83.8％

16

14

15

伊藤忠テクノソリュー
ションズ株式会社

2010001010788
政府統計共同利用システム
電子調査票作成支援ツー
ルの開発業務

32 一般競争入札 2 64％

株式会社 三菱総合
研究所

6010001030403
統計API機能の利活用支援
に係る業務

12 総合評価入札 1 95％

チェック
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目
標

年
度

国
民

経
済

の
健

全
な

発
展

や
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
す

る
た

め
、

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

ら
れ

た
諸

施
策

の
実

現
に

取
り

組
む

こ
と

測
定

指
標

の
選

定
理

由
、

施
策

目
標

と
測

定
指

標
の

関
係

性
（
因

果
関

係
）

及
び

目
標

（
値

）
（
水

準
・
目

標
年

度
）
の

設
定

の
根

拠
年

度
ご

と
の

実
績

（
値

）
（
※

２
）

目
標

（
値

）

年
度

ご
と

の
目

標
（
値

）

6
2
%

（
1
2
1
事

項
/
第

Ⅰ
期

基
本

計
画

別
表

全
1
9
6
事

項
）

2
5
年

度

主
要

な
政

策
に

係
る

政
策

評
価

の
事

前
分

析
表

（
平

成
2
8
年

度
実

施
政

策
）

政
策

（
※

１
）
名

政
策

1
8
：
公

的
統

計
の

体
系

的
な

整
備

・
提

供

担
当

部
局

課
室

名
統

計
局

総
務

課
 他

９
課

室
政

策
統

括
官

（
統

計
基

準
担

当
）
付

統
計

企
画

管
理

官
室

　
他

５
室

作
成

責
任

者
名

統
計

局
総

務
課

長
　

井
上

　
卓

政
策

統
括

官
（
統

計
基

準
担

当
）
付

統
計

企
画

管
理

官
　

吉
牟

田
　

剛

政
策

の
概

要

・
平

成
2
6
年

３
月

に
閣

議
決

定
さ

れ
た

「
公

的
統

計
の

整
備

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

」
（
以

下
「
基

本
計

画
」
と

い
う

。
）
に

掲
げ

ら
れ

た
施

策
を

着
実

に
推

進
・
実

現
す

る
こ

と
に

よ
り

、
ＩＣ

Ｔ
化

の
進

展
も

勘
案

し
つ

つ
公

的
統

計
を

体
系

的
か

つ
効

率
的

に
整

備
し

、
統

計
の

有
用

性
の

向
上

を
図

る
。

・
統

計
制

度
の

企
画

・
立

案
、

基
準

の
設

定
、

統
計

調
査

の
審

査
・
調

整
及

び
社

会
経

済
情

勢
を

把
握

す
る

た
め

の
基

本
的

か
つ

重
要

な
統

計
の

作
成

を
行

う
。

・
統

計
ユ

ー
ザ

ー
の

利
便

向
上

に
対

応
す

る
統

計
情

報
の

的
確

な
提

供
を

実
施

す
る

。

分
野

【
政

策
体

系
上

の
位

置
付

け
】

国
民

生
活

と
安

心
・
安

全

施
策

目
標

　
　

　
　

　
　

　
　

測
定

指
標

（
数

字
に

○
を

付
し

た
測

定
指

標
は

、
主

要
な

測
定

指
標

）

①

第 Ⅱ 期 基 本 計 画 に 基 づ く 諸 施 策 の 推 進 状 況

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
の

別
表

に
掲

げ
ら

れ
た

具
体

的
な

取
組

の
実

施
率

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

基
本

目
標

【
達

成
す

べ
き

目
標

及
び

目
標

設
定

の
考

え
方

・
根

拠
】

公
的

統
計

は
国

民
・
企

業
等

の
様

々
な

意
思

決
定

の
た

め
の

「
社

会
の

情
報

基
盤

」
で

あ
る

た
め

、
統

計
需

要
や

調
査

環
境

の
変

化
に

対
応

し
た

統
計

調
査

を
着

実
に

実
施

し
、

必
要

不
可

欠
な

公
的

統
計

を
体

系
的

か
つ

効
率

的
に

整
備

す
る

と
と

も
に

、
統

計
情

報
を

的
確

に
提

供
す

る
こ

と
で

、
国

民
経

済
の

健
全

な
発

展
及

び
国

民
生

活
の

向
上

に
寄

与
す

る
。

政
策

評
価

実
施

予
定

時
期

平
成

3
1
年

８
月

基
準

（
値

）

基
準

年
度

2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度

6
5
%
以

上
（
7
0
事

項
以

上
/
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

別
表

全
1
0
7
事

項
）

3
0
年

度

基
本

計
画

は
、

統
計

法
（
平

成
1
9
年

法
律

第
5
3
号

）
第

４
条

に
基

づ
き

、
「
公

的
統

計
の

整
備

に
関

す
る

施
策

の
総

合
的

か
つ

計
画

的
な

推
進

を
図

る
」
こ

と
を

目
的

と
し

て
政

府
が

定
め

る
計

画
で

あ
り

、
総

務
大

臣
が

基
本

計
画

の
案

を
作

成
し

、
閣

議
の

決
定

を
求

め
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
平

成
2
1
年

３
月

1
3
日

に
は

、
平

成
2
1
年

度
か

ら
2
5

年
度

を
計

画
期

間
と

す
る

第
Ⅰ

期
基

本
計

画
が

、
ま

た
、

平
成

2
6
年

３
月

2
5
日

に
は

、
第

Ⅰ
期

基
本

計
画

を
変

更
す

る
形

で
、

平
成

2
6
年

度
か

ら
3
0
年

度
を

計
画

期
間

と
す

る
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

が
閣

議
決

定
さ

れ
、

現
在

は
、

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

基
づ

く
公

的
統

計
の

整
備

が
進

め
ら

れ
て

い
る

と
こ

ろ
。

基
本

計
画

で
は

、
５

年
間

に
講

ず
べ

き
具

体
的

な
措

置
・
方

策
が

別
表

に
一

覧
で

整
理

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

同
計

画
の

目
的

で
あ

る
「
公

的
統

計
の

整
備

に
関

す
る

施
策

の
総

合
的

か
つ

計
画

的
な

推
進

」
の

進
捗

状
況

は
、

具
体

的
な

措
置

・
方

策
の

実
施

率
（
実

施
済

で
あ

る
事

項
の

割
合

）
で

評
価

す
る

こ
と

が
適

切
。

な
お

、
別

表
と

は
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.s
o
u
m

u
.g

o
.jp

/
m

ai
n
_c

o
n
te

n
t/

0
0
0
2
8
3
5
6
7
.p

d
f）

の
3
1
頁

以
降

で
示

さ
れ

て
い

る
表

を
指

す
。

目
標

は
、

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
の

３
年

目
（
2
8
年

度
）
、

４
年

目
（
2
9
年

度
）
、

５
年

目
（
3
0

年
度

）
の

実
施

率
が

、
そ

れ
ぞ

れ
、

第
Ⅰ

期
基

本
計

画
の

３
年

目
（
2
3
年

度
）
、

４
年

目
（
2
4
年

度
）
、

５
年

目
（
2
5
年

度
）
の

実
績

値
を

超
え

る
こ

と
と

し
た

。
※

　
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
１

年
目

、
２

年
目

に
当

た
る

平
成

2
6
年

度
及

び
2
7
年

度
は

、
基

本
計

画
の

進
捗

状
況

を
、

具
体

的
な

措
置

・
方

策
の

着
手

率
で

評
価

し
て

お
り

、
指

標
が

異
な

る
こ

と
か

ら
、

2
7
年

度
を

基
準

と
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。

な
お

、
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

の
進

捗
状

況
は

、
第

Ⅰ
期

基
本

計
画

と
同

様
、

別
表

記
載

事
項

を
「
実

施
済

」
、

「
継

続
実

施
」
、

「
実

施
困

難
」
等

に
分

類
し

て
評

価
さ

れ
る

予
定

。
こ

れ
ら

の
う

ち
、

「
継

続
実

施
」
は

、
一

定
の

取
組

は
実

施
さ

れ
た

が
、

引
き

続
き

取
組

を
継

続
す

べ
き

と
判

断
さ

れ
た

も
の

で
あ

り
、

こ
の

「
継

続
実

施
」
と

評
価

さ
れ

た
事

項
に

つ
い

て
は

、
必

要
に

応
じ

て
次

期
基

本
計

画
に

盛
り

込
む

対
応

を
取

る
こ

と
が

想
定

さ
れ

る
。

※
　

第
Ⅰ

期
基

本
計

画
最

終
年

度
（
2
5
年

度
）
の

実
績

で
は

、
全

体
の

3
0
％

を
「
継

続
実

施
」
と

評
価

。

【
参

考
（
実

績
数

値
）
】

平
成

2
3
年

度
：
4
0
%

平
成

2
4
年

度
：
5
1
%

平
成

2
5
年

度
：
6
2
%

―
―

―

4
0
%
以

上
5
1
%
以

上
6
5
%
以

上

（
総

務
省

2
8
－

⑱
）
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―
―

―

2

本
年

３
月

に
S
D

G
s（

持
続

可
能

な
開

発
目

標
）
を

測
定

す
る

国
際

指
標

が
国

連
統

計
委

員
会

で
合

意
さ

れ
、

そ
の

機
関

間
専

門
家

グ
ル

ー
プ

(I
A

E
G

-
S
D

G
s)

に
お

い
て

関
連

諸
課

題
が

検
討

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

た
め

、
こ

う
し

た
国

際
的

な
統

計
基

準
・
ル

ー
ル

や
指

標
に

関
す

る
国

際
会

議
等

に
お

け
る

検
討

へ
の

積
極

的
な

参
画

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
我

が
国

の
国

際
的

な
プ

レ
ゼ

ン
ス

を
高

め
る

と
と

も
に

、
統

計
作

成
に

必
要

な
諸

外
国

の
人

材
育

成
等

を
通

じ
て

、
積

極
的

に
国

際
貢

献
を

推
進

し
、

先
進

国
と

し
て

の
責

務
を

果
た

す
必

要
が

あ
る

。

こ
の

よ
う

な
状

況
に

対
応

す
る

た
め

に
は

、
国

内
機

関
と

の
協

力
及

び
調

整
に

引
き

続
き

留
意

し
な

が
ら

、
①

国
際

会
議

等
へ

の
積

極
的

な
参

画
を

行
う

と
と

も
に

、
②

国
際

比
較

に
必

要
な

デ
ー

タ
の

提
供

等
の

国
際

協
力

の
実

施
を

行
う

ほ
か

、
③

「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
を

開
催

し
情

報
共

有
を

図
っ

て
き

た
と

こ
ろ

、
今

後
は

同
会

議
の

更
な

る
活

用
方

法
の

検
討

も
行

い
な

が
ら

、
国

際
的

な
議

論
の

動
向

を
把

握
し

、
国

内
の

統
計

行
政

に
よ

り
適

時
適

切
に

反
映

さ
せ

る
措

置
を

講
じ

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
た

め
、

①
～

③
を

測
定

指
標

と
し

て
設

定
す

る
。

【
参

考
】

国
際

会
議

（
専

門
家

会
合

を
含

む
。

）
へ

の
参

加
回

数
実

績
平

成
2
4
年

度
　

1
5
回

平
成

2
5
年

度
　

1
1
回

平
成

2
6
年

度
　

1
3
回

平
成

2
7
年

度
　

1
0
回

―
―

―

3

国
内

機
関

と
の

協
力

及
び

調
整

を
踏

ま
え

た
上

で
、

①
国

際
会

議
で

の
対

応
、

②
国

際
比

較
に

必
要

な
デ

ー
タ

の
提

供
等

の
国

際
協

力
を

行
う

ほ
か

、
③

国
際

的
な

議
論

の
動

向
等

を
国

内
の

公
的

統
計

整
備

に
適

時
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
の

取
組

を
一

層
推

進
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

①
国

際
会

議
で

の
対

応
、

②
国

際
機

関
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
等

の
国

際
協

力
を

行
う

と
と

も
に

、
③

「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
等

を
通

じ
て

の
統

計
分

野
に

お
け

る
国

際
的

な
議

論
の

動
向

に
関

す
る

情
報

共
有

を
実

施

2
7
年

度

①
各

種
国

際
会

議
及

び
専

門
家

会
合

に
予

算
等

の
制

約
の

範
囲

内
で

最
大

限
（
少

な
く

と
も

年
間

1
0
回

程
度

）
参

加
す

る
ほ

か
、

②
国

際
機

関
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
等

の
国

際
協

力
を

実
施

し
、

③
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
を

年
複

数
回

開
催

し
て

各
府

省
と

対
面

で
の

情
報

提
供

等
を

実
施

し
、

次
年

度
以

降
の

取
組

に
向

け
た

課
題

抽
出

に
加

え
、

前
年

度
に

抽
出

し
た

課
題

に
対

す
る

取
組

状
況

を
把

握

3
0
年

度

①
各

種
国

際
会

議
及

び
専

門
家

会
合

に
予

算
等

の
制

約
の

範
囲

内
で

最
大

限
（
少

な
く

と
も

年
間

1
0
回

程
度

）
参

加
す

る
ほ

か
、

②
国

際
機

関
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
等

の
国

際
協

力
を

実
施

し
、

③
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
を

年
複

数
回

開
催

し
て

各
府

省
と

対
面

で
の

情
報

提
供

等
を

実
施

し
、

次
年

度
以

降
の

取
組

に
向

け
た

課
題

抽
出

を
実

施

①
各

種
国

際
会

議
及

び
専

門
家

会
合

に
予

算
等

の
制

約
の

範
囲

内
で

最
大

限
（
少

な
く

と
も

年
間

1
0
回

程
度

）
参

加
す

る
ほ

か
、

②
国

際
機

関
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
等

の
国

際
協

力
を

実
施

し
、

③
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
を

年
複

数
回

開
催

し
て

各
府

省
と

対
面

で
の

情
報

提
供

等
を

実
施

し
、

次
年

度
以

降
の

取
組

に
向

け
た

課
題

抽
出

に
加

え
、

前
年

度
に

抽
出

し
た

課
題

に
対

す
る

取
組

状
況

を
把

握

5
8
%
以

上
（
2
5
年

度
～

2
9
年

度
の

平
均

）

5
8
%
以

上
（
2
6
年

度
～

3
0
年

度
の

平
均

）

―
―

5
8
%
以

上
（
2
6
年

度
～

3
0
年

度
の

平
均

）
3
0
年

度

5
8
%
以

上
（
2
4
年

度
～

2
8
年

度
の

平
均

）

①
各

種
国

際
会

議
及

び
専

門
家

会
合

に
予

算
等

の
制

約
の

範
囲

内
で

最
大

限
（
少

な
く

と
も

年
間

1
0
回

程
度

）
参

加
す

る
ほ

か
、

②
国

際
機

関
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
等

の
国

際
協

力
を

実
施

し
、

③
国

際
動

向
を

国
内

に
適

切
に

反
映

さ
せ

る
た

め
「
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

」
を

年
複

数
回

開
催

し
て

各
府

省
と

対
面

で
の

情
報

提
供

等
を

実
施

し
、

次
年

度
以

降
の

取
組

に
向

け
た

課
題

抽
出

に
加

え
、

前
年

度
に

抽
出

し
た

課
題

に
対

す
る

取
組

状
況

を
把

握

当
該

年
度

に
任

用
さ

れ
た

統
計

調
査

員
に

占
め

る
登

録
調

査
員

の
割

合 　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

5
7
.2

%
（
2
2
年

度
～

2
6
年

度
の

平
均

）
2
6
年

度

統
計

調
査

は
、

統
計

調
査

員
の

活
動

に
支

え
ら

れ
て

い
る

。
特

に
大

規
模

調
査

に
お

い
て

は
そ

の
存

在
が

非
常

に
重

要
で

あ
り

、
統

計
調

査
員

の
安

定
的

な
確

保
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

統
計

調
査

員
確

保
対

策
事

業
は

、
統

計
調

査
員

の
任

用
を

希
望

す
る

者
を

あ
ら

か
じ

め
登

録
（
登

録
さ

れ
た

者
を

「
登

録
調

査
員

」
と

い
う

。
）
し

、
当

該
登

録
調

査
員

に
対

し
調

査
に

必
要

な
実

務
的

な
知

識
を

付
与

す
る

こ
と

で
、

主
に

大
規

模
調

査
（
国

勢
調

査
を

除
く
。

）
に

お
け

る
統

計
調

査
員

の
円

滑
な

確
保

を
目

的
と

し
て

実
施

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

た
め

本
事

業
の

量
的

な
測

定
指

標
と

し
て

、
当

該
事

業
に

参
画

し
て

い
る

都
道

府
県

及
び

市
町

村
（
東

京
都

の
特

別
区

を
含

む
。

）
に

お
い

て
任

用
さ

れ
た

統
計

調
査

員
に

占
め

る
登

録
調

査
員

の
割

合
を

指
標

と
し

て
設

定
。

大
規

模
周

期
調

査
が

お
お

よ
そ

５
年

周
期

で
行

わ
れ

て
お

り
、

周
期

調
査

の
規

模
に

よ
っ

て
値

に
ば

ら
つ

き
が

出
る

こ
と

か
ら

、
過

去
５

年
間

（
2
2
～

2
6
年

度
）
の

実
績

値
の

平
均

を
基

準
値

と
し

、
そ

れ
を

超
え

る
こ

と
を

目
標

と
し

、
目

標
値

を
設

定
し

た
。

【
参

考
（
実

績
数

値
）
】

算
出

方
法

：
登

録
調

査
員

か
ら

の
任

命
数

（
人

）
 /

 対
象

市
区

町
村

内
に

お
け

る
統

計
調

査
員

の
任

命
数

（
人

）
平

成
2
2
年

度
：
1
5
.5

%
（
1
1
0
,1

0
9
人

/
7
0
9
,3

8
0
人

）
平

成
2
3
年

度
：
7
5
.1

%
（
6
2
,3

1
8
人

/
8
2
,9

2
6
人

）
平

成
2
4
年

度
：
8
2
.1

%
（
6
2
,2

7
5
人

/
7
5
,8

4
8
人

）
平

成
2
5
年

度
：
6
5
.1

%
（
8
2
,6

6
1
人

/
1
2
6
,9

0
8
人

）
平

成
2
6
年

度
：
4
8
.0

%
（
1
1
4
,8

3
7
人

/
2
3
9
,3

9
2
人

）

―

基
幹

統
計

調
査

に
つ

い
て

、
統

計
委

員
会

等
か

ら
の

答
申

に
お

い
て

「
今

後
の

課
題

」
を

付
さ

れ
て

い
る

も
の

の
う

ち
、

当
該

年
度

に
調

査
計

画
の

変
更

申
請

が
行

わ
れ

た
も

の
に

お
い

て
「
今

後
の

課
題

」
に

対
す

る
措

置
を

講
じ

て
い

る
割

合
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

1
0
0
%

（
1
6
件

/
全

1
6
件

）
2
7
年

度
1
0
0
%

3
0
年

度

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

経
済

財
政

諮
問

会
議

に
お

い
て

経
済

統
計

の
改

善
の

必
要

性
が

述
べ

ら
れ

る
な

ど
、

統
計

調
査

の
精

度
向

上
等

は
、

政
府

と
し

て
重

要
な

課
題

で
あ

り
、

積
極

的
に

取
り

組
む

必
要

が
あ

る
。

統
計

委
員

会
か

ら
の

答
申

に
お

い
て

は
、

実
態

の
的

確
な

把
握

と
い

っ
た

統
計

調
査

の
精

度
向

上
等

に
関

し
て

取
り

組
む

べ
き

事
項

が
「
今

後
の

課
題

」
と

し
て

示
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
ら

に
着

実
に

対
応

す
る

こ
と

は
、

統
計

調
査

を
改

善
し

、
必

要
と

さ
れ

る
統

計
が

円
滑

か
つ

効
率

的
に

作
成

さ
れ

る
こ

と
に

つ
な

が
る

た
め

、
指

標
と

し
て

設
定

。

【
参

考
（
実

績
数

値
）
】

平
成

2
5
年

度
：
8
7
.5

%
（
2
1
件

/
全

2
4
件

）
平

成
2
6
年

度
：
1
0
0
%
（
1
1
件

/
全

1
1
件

）
平

成
2
7
年

度
：
1
0
0
%
（
1
6
件

/
全

1
6
件

）
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5
0
7
件

（
2
3
年

度
～

2
7
年

度
の

平
均

）
2
7
年

度

各
府

省
の

年
次

報
告

書
（
白

書
）
は

、
各

種
施

策
の

現
状

や
経

済
社

会
の

実
態

等
に

つ
い

て
国

民
に

広
く
周

知
す

る
も

の
で

あ
る

。
統

計
が

白
書

に
掲

載
さ

れ
る

こ
と

は
、

行
政

施
策

の
企

画
・
立

案
・
評

価
や

企
業

の
意

思
決

定
な

ど
、

幅
広

い
統

計
の

利
活

用
促

進
に

つ
な

が
る

た
め

、
指

標
と

し
て

設
定

。
（
大

規
模

周
期

調
査

の
周

期
を

勘
案

し
、

過
去

５
年

の
実

績
の

平
均

（
約

5
1
0
件

）
を

基
準

と
し

て
、

目
標

値
を

設
定

（
同

程
度

）
）
。

実
績

値
は

目
標

年
度

を
含

む
直

近
５

か
年

の
平

均
と

す
る

。
【
参

考
（
実

績
件

数
）
】

平
成

2
7
年

度
：
6
1
5
件

平
成

2
6
年

度
：
4
7
0
件

平
成

2
5
年

度
：
6
6
9
件

平
成

2
4
年

度
：
4
0
9
件

平
成

2
3
年

度
：
3
6
9
件

8

―
―

―

3
0
年

度

5
1
0
件

以
上

5
1
0
件

以
上

5
1
0
件

以
上

―
―

―

7
8
3
0
件

（
2
3
年

度
～

2
7
年

度
の

平
均

）
2
7
年

度
3
0
年

度

8
3
0
件

以
上

8
3
0
件

以
上

8
3
0
件

以
上

統
計

局
所

管
統

計
結

果
に

つ
い

て
各

府
省

の
年

次
報

告
書

（
白

書
）
に

掲
載

さ
れ

た
件

数
（
基

準
年

度
を

含
む

直
近

５
か

年
の

平
均

）
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

5
1
0
件

以
上

8
3
0
件

以
上

統
計

局
所

管
統

計
に

つ
い

て
主

要
５

紙
（
朝

日
、

読
売

、
毎

日
、

日
経

、
産

経
）
に

掲
載

さ
れ

た
記

事
数

（
基

準
年

度
を

含
む

直
近

５
か

年
の

平
均

）
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

社
会

経
済

情
勢

を
把

握
す

る
た

め
の

基
本

的
か

つ
重

要
な

統
計

を
確

実
に

作
成

し
、

国
民

に
遅

滞
な

く
提

供
す

る
こ

と

2
8
年

度

1
0
%
以

上
(約

4
0
0
万

件
中

約
4
0
万

件
以

上
)

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
に

つ
い

て
は

、
報

告
者

負
担

の
軽

減
や

利
便

性
の

向
上

、
正

確
な

統
計

作
成

な
ど

多
く
の

メ
リ

ッ
ト

が
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

基
幹

統
計

調
査

や
大

規
模

統
計

調
査

が
そ

の
充

実
に

優
先

的
に

取
り

組
む

と
さ

れ
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。
よ

っ
て

、
我

が
国

の
全

産
業

分
野

に
お

け
る

全
て

の
事

業
所

・
企

業
を

対
象

と
す

る
「
経

済
セ

ン
サ

ス
‐
活

動
調

査
」
に

お
い

て
は

、
そ

の
推

進
に

積
極

的
に

取
り

組
む

こ
と

と
し

、
目

標
を

以
下

の
と

お
り

設
定

。

前
回

調
査

（
平

成
2
4
年

２
月

実
施

）
の

結
果

：
調

査
対

象
企

業
全

体
の

約
0
.5

％
（
前

回
調

査
に

お
い

て
は

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
可

能
企

業
が

一
部

に
限

定
）

試
験

調
査

※
の

実
績

（
約

９
％

）
を

参
考

に
し

、
前

回
調

査
の

実
績

を
大

き
く
上

回
る

1
0
％

を
目

標
値

に
設

定
。

※
試

験
調

査
と

は
、

本
調

査
（
実

際
の

調
査

）
を

実
施

す
る

前
に

、
記

入
負

担
や

事
務

負
担

等
を

試
験

的
に

検
証

す
る

も
の

で
あ

り
、

調
査

対
象

・
調

査
範

囲
と

も
に

限
定

的
で

あ
る

こ
と

に
留

意
。

―

6

平
成

2
8
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
利

用
割

合 　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

約
0
.5

%
(約

4
0
0
万

件
中

約
2
万

件
)

2
3
年

度
1
0
%
以

上
(約

4
0
0
万

件
中

約
4
0
万

件
以

上
)

3
0
年

度

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

公
的

統
計

は
「
社

会
の

情
報

基
盤

」
と

し
て

、
今

日
の

行
政

運
営

や
企

業
の

意
思

決
定

な
ど

に
必

要
不

可
欠

な
も

の
で

あ
る

た
め

、
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

に
対

応
し

た
有

用
で

信
頼

さ
れ

る
統

計
を

作
成

し
、

そ
れ

を
適

時
的

確
に

提
供

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
最

後
の

工
程

た
る

公
表

を
予

定
ど

お
り

に
行

う
こ

と
が

、
確

実
な

統
計

の
作

成
及

び
提

供
に

必
須

で
あ

る
た

め
、

指
標

と
し

て
設

定
（
目

標
値

：
同

程
度

）
。

―
―

―

⑤

統
計

局
所

管
統

計
に

つ
い

て
、

経
済

・
社

会
の

環
境

変
化

に
対

応
し

た
調

査
を

確
実

に
実

施
し

、
各

年
度

中
に

公
表

が
予

定
さ

れ
て

い
る

統
計

デ
ー

タ
を

遅
滞

な
く
公

表
し

た
デ

ー
タ

の
割

合
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

利
活

用
の

促
進

及
び

日
本

の
企

業
活

動
の

た
め

、
ウ

ェ
ブ

上
で

誰
で

も
参

加
可

能
な

M
O

O
C

講
座

等
の

学
習

基
盤

を
を

整
備

す
る

こ
と

に
よ

り
、

“
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
”
力

の
高

い
人

材
の

育
成

を
図

る
こ

と

④
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

の
受

講
者

数
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

 受
講

者
数

：
2
3
,8

0
0
人

2
7
年

度
受

講
者

数
：
2
5
,2

0
0
人

以
上

1
0
0
%

2
7
年

度
1
0
0
%

3
0
年

度

受
講

者
数

：
2
5
,2

0
0
人

以
上

受
講

者
数

：
2
5
,2

0
0
人

以
上

受
講

者
数

：
2
5
,2

0
0
人

以
上

統
計

調
査

の
実

施
の

広
報

や
結

果
の

公
表

に
当

た
り

、
報

道
機

関
に

分
か

り
や

す
く

正
確

に
そ

の
内

容
が

掲
載

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
調

査
に

関
す

る
国

民
の

理
解

を
深

め
る

こ
と

が
期

待
で

き
る

こ
と

か
ら

指
標

と
し

て
設

定
（
複

数
年

に
一

度
実

施
す

る
大

規
模

周
期

調
査

の
周

期
を

勘
案

し
、

過
去

５
年

の
実

績
の

平
均

（
約

8
3
0
件

）
を

基
準

と
し

て
、

目
標

値
を

設
定

（
同

程
度

）
）
。

実
績

値
は

目
標

年
度

を
含

む
直

近
５

か
年

の
平

均
と

す
る

。
【
参

考
（
実

績
件

数
）
】

平
成

2
7
年

度
：
1
,0

0
2
件

平
成

2
6
年

度
：
9
8
0
件

平
成

2
5
年

度
：
8
6
4
件

平
成

2
4
年

度
：
7
8
6
件

平
成

2
3
年

度
：
5
1
2
件

「
情

報
通

信
白

書
（
平

成
2
6
年

版
）
」
に

お
い

て
、

デ
ー

タ
分

析
を

担
う

人
材

の
不

足
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
現

状
を

踏
ま

え
て

、
デ

ー
タ

分
析

を
担

う
人

材
育

成
に

つ
な

が
る

指
標

と
し

て
設

定
。

2
7
年

度
の

実
績

（
入

門
編

（
春

新
規

開
講

1
5
,4

0
0
人

、
秋

再
開

講
8
,4

0
0
人

）
及

び
2
8
年

度
以

降
の

予
想

さ
れ

る
受

講
者

数
を

踏
ま

え
、

目
標

値
を

設
定

。
2
8
年

度
以

降
に

開
講

す
る

実
践

編
講

座
等

は
入

門
編

（
春

新
規

開
講

）
ほ

ど
の

受
講

者
数

が
見

込
ま

れ
な

い
こ

と
か

ら
、

入
門

編
（
秋

再
開

講
）
の

実
績

8
,4

0
0
人

を
用

い
る

こ
と

と
す

る
。

な
お

、
2
8
年

度
以

降
は

各
年

度
３

講
座

を
開

講
又

は
再

開
講

す
る

予
定

。
※

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

･オ
ン

ラ
イ

ン
講

座
と

は
、

デ
ー

タ
に

基
づ

い
て

課
題

を
解

決
す

る
能

力
の

高
い

人
材

育
成

を
目

標
と

し
て

、
M

O
O

C
の

手
法

を
用

い
て

実
施

す
る

講
座

。
※

M
O

O
C

と
は

、
M

as
si

ve
 O

p
e
n
 O

n
lin

e
 C

o
u
rs

e
s 

の
略

。
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

誰
で

も
無

料
で

参
加

可
能

な
、

大
規

模
で

オ
ー

プ
ン

な
講

義
の

こ
と

。

―
―

―
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達
成

手
段

（
開

始
年

度
）

予
算

額
（
執

行
額

）
（
※

３
）

関
連

す
る

指
標

(※
４

)
達

成
手

段
の

概
要

等
平

成
2
8
年

度
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
事

業
番

号
2
6
年

度
2
7
年

度

・
国

民
の

就
業

・
不

就
業

を
明

ら
か

に
す

る
労

働
力

調
査

、
家

計
の

実
態

を
明

ら
か

に
す

る
家

計
調

査
、

物
価

動
向

を
明

ら
か

に
す

る
小

売
物

価
統

計
調

査
（
消

費
者

物
価

指
数

）
や

、
個

人
企

業
経

済
調

査
、

科
学

技
術

研
究

調
査

、
家

計
消

費
状

況
調

査
、

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
向

調
査

及
び

各
試

験
調

査
の

実
施

及
び

結
果

の
公

表
等

の
事

業
を

実
施

。
・
国

が
必

要
と

す
る

統
計

調
査

の
費

用
は

、
地

方
公

共
団

体
が

負
担

す
る

義
務

を
負

わ
な

い
（
地

方
財

政
法

第
1
0
条

の
四

）
こ

と
か

ら
、

全
額

を
国

庫
で

負
担

。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

各
年

度
に

定
め

た
公

表
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
の

達
成

率
：
1
0
0
％

(平
成

2
8
年

度
)

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

経
常

的
な

調
査

の
実

施
数

：
７

調
査

(平
成

2
8
年

度
)

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

国
民

の
就

業
・
不

就
業

を
明

ら
か

に
す

る
労

働
力

調
査

、
家

計
の

実
態

を
明

ら
か

に
す

る
家

計
調

査
、

物
価

動
向

を
明

ら
か

に
す

る
小

売
物

価
統

計
調

査
（
消

費
者

物
価

指
数

）
等

の
実

施
及

び
結

果
の

公
表

等
の

事
業

を
確

実
に

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

国
勢

の
基

本
に

関
す

る
統

計
が

作
成

さ
れ

、
確

実
に

国
民

へ
提

供
さ

れ
る

こ
と

と
な

る
た

め
、

社
会

経
済

情
勢

を
把

握
す

る
た

め
の

基
本

的
か

つ
重

要
な

統
計

を
確

実
に

作
成

し
、

国
民

に
遅

滞
な

く
提

供
す

る
こ

と
に

寄
与

す
る

。

0
1
3
9

2
8
年

度

(1
)

統
計

調
査

の
実

施
等

事
業

（
経

常
調

査
等

）
（
昭

和
2
1
年

度
）

5
,3

8
1
百

万
円

（
5
,2

1
9
百

万
円

）
5
,7

4
2
百

万
円

（
5
,6

9
2
百

万
円

）
5
,7

1
8
百

万
円

5
,7
,8
,1
0

統
計

情
報

を
的

確
に

提
供

す
る

こ
と

に
よ

り
統

計
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
を

図
る

こ
と

1
7
,2

0
0
件

以
上

3
4
,4

0
0
件

以
上

5
1
,6

0
0
件

以
上

「
世

界
最

先
端

IT
国

家
創

造
宣

言
（
平

成
2
7
年

6
月

3
0
日

閣
議

決
定

）
」
に

お
い

て
、

公
共

デ
ー

タ
の

民
間

開
放

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
の

推
進

が
掲

げ
ら

れ
て

お
り

、
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
最

高
ラ

ン
ク

の
形

式
で

あ
る

L
O

D
形

式
の

デ
ー

タ
の

充
実

を
図

る
こ

と
で

、
統

計
情

報
の

利
用

の
促

進
が

見
込

ま
れ

る
こ

と
か

ら
指

標
と

し
て

設
定

。
L
O

D
と

類
似

の
機

能
を

も
ち

、
デ

ー
タ

活
用

の
利

便
性

向
上

に
寄

与
す

る
A

P
I機

能
が

活
用

さ
れ

て
い

る
実

績
を

参
考

に
し

つ
つ

、
毎

年
度

の
L
O

D
形

式
で

提
供

予
定

の
デ

ー
タ

数
を

基
に

目
標

値
を

設
定

。

※
L
O

D
（
L
in

ke
d
 o

p
e
n
 d

at
a）

：
メ

タ
デ

ー
タ

（
デ

ー
タ

を
表

す
情

報
）
を

国
際

標
準

に
準

じ
た

形
式

に
し

、
そ

の
デ

ー
タ

に
関

係
す

る
他

の
デ

ー
タ

へ
の

リ
ン

ク
情

報
を

付
与

し
た

も
の

。
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
最

高
水

準
ラ

ン
ク

の
形

式
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

て
い

る
。

※
A

P
I（

A
p
p
lic

at
io

n
 P

ro
gr

am
m

in
g 

In
te

rf
ac

e
）
機

能
：
手

作
業

に
よ

る
こ

と
な

く
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

自
動

で
統

計
デ

ー
タ

を
取

得
で

き
る

よ
う

に
な

る
機

能
―

―
―

1
1

L
O

D
（
L
in

ke
d
 O

p
e
n
 D

at
a）

の
ア

ク
セ

ス
件

数
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

1
7
,2

0
0
件

2
8
年

度
5
1
,6

0
0
件

以
上

3
0
年

度

3
0
年

度

5
,8

4
8
万

件
以

上
6
,3

1
5
万

件
以

上
6
,7

8
1
万

件
以

上

統
計

利
用

者
か

ら
の

要
望

等
を

踏
ま

え
、

統
計

利
用

者
の

利
便

性
の

向
上

や
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
を

図
る

こ
と

に
よ

り
、

統
計

情
報

の
利

用
の

促
進

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

指
標

と
し

て
設

定
。

目
標

値
は

、
ア

ク
セ

ス
件

数
に

つ
い

て
の

こ
れ

ま
で

の
実

績
か

ら
想

定
さ

れ
る

今
後

の
推

移
に

加
え

、
今

後
A

P
I機

能
の

提
供

を
順

次
拡

大
し

て
い

く
こ

と
で

見
込

ま
れ

る
件

数
増

加
を

勘
案

し
て

設
定

。

※
平

成
2
6
年

1
0
月

に
A

P
I機

能
の

提
供

を
開

始
し

た
こ

と
に

よ
り

、
統

計
情

報
の

利
用

促
進

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

指
標

と
し

て
追

加
。

※
A

P
I（

A
p
p
lic

at
io

n
 P

ro
gr

am
m

in
g 

In
te

rf
ac

e
）
機

能
：
手

作
業

に
よ

る
こ

と
な

く
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

自
動

で
統

計
デ

ー
タ

を
取

得
で

き
る

よ
う

に
な

る
機

能

―
―

―

4
,5

4
0
万

件
以

上
4
,7

2
0
万

件
以

上
4
,9

0
0
万

件
以

上

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

は
国

民
に

と
っ

て
統

計
数

値
を

得
る

身
近

な
手

段
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

ア
ク

セ
ス

件
数

を
統

計
利

用
者

の
利

便
性

が
向

上
し

た
こ

と
が

把
握

で
き

る
指

標
と

し
て

設
定

。
2
5
年

度
か

ら
2
6
年

度
の

ア
ク

セ
ス

件
数

の
伸

び
1
8
0
万

件
を

基
に

目
標

値
を

設
定

。
2
7

年
度

は
4
,3

6
0
万

件
と

考
え

る
。

【
参

考
（
実

績
件

数
）
】

平
成

2
7
年

度
：
4
,7

1
7
万

件
平

成
2
6
年

度
：
4
,1

7
7
万

件
平

成
2
5
年

度
：
3
,9

9
7
万

件

※
平

成
2
7
年

度
は

国
勢

調
査

実
施

年
度

で
あ

る
影

響
で

実
施

年
度

以
外

に
比

べ
て

ア
ク

セ
ス

件
数

が
か

さ
上

げ
さ

れ
た

た
め

、
影

響
が

な
い

平
成

2
6
年

度
を

基
準

と
す

る
。

―
―

―

3
0
年

度

⑨

「
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

（
e
-

S
ta

t）
」
の

統
計

表
へ

の
ア

ク
セ

ス
件

数
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

5
,3

8
2
万

件
2
7
年

度
6
,7

8
1
万

件
以

上

⑩
統

計
局

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
ア

ク
セ

ス
件

数
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

4
,1

7
7
万

件
2
6
年

度
4
,9

0
0
万

件
以

上
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統
計

体
系

の
整

備
の

た
め

、
主

に
以

下
の

事
業

を
実

施
。

・
基

本
計

画
の

推
進

に
よ

る
公

的
統

計
の

体
系

的
整

備
・
国

の
統

計
調

査
業

務
に

従
事

す
る

都
道

府
県

職
員

（
統

計
専

任
職

員
）
の

給
与

等
の

負
担

・
統

計
調

査
員

の
確

保
対

策
、

統
計

業
務

に
従

事
す

る
地

方
公

共
団

体
職

員
等

へ
の

統
計

研
修

の
実

施
・
産

業
連

関
表

の
作

成
・
国

連
等

が
実

施
す

る
購

買
力

平
価

算
出

へ
の

対
応

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

①
オ

ー
ダ

ー
メ

ー
ド

集
計

又
は

匿
名

デ
ー

タ
の

提
供

の
申

出
を

受
け

た
件

数
：
6
5
件

(平
成

2
8
年

度
)

②
事

業
所

・
企

業
を

対
象

と
す

る
調

査
に

関
す

る
重

複
是

正
措

置
の

実
施

率
：
9
7
.6

％
(平

成
2
8
年

度
)

③
事

業
所

・
企

業
を

対
象

と
す

る
調

査
に

関
す

る
履

歴
登

録
措

置
の

実
施

率
：
1
0
0
％

(平
成

2
8
年

度
)

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

①
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

（
平

成
2
6
年

度
～

3
0
年

度
）
の

別
表

に
掲

げ
ら

れ
た

具
体

的
な

取
組

の
実

施
率

②
基

本
計

画
の

推
進

の
た

め
の

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
等

会
議

の
開

催
回

数
：
4
5
回

(平
成

2
8
年

度
)

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

上
記

の
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

掲
げ

た
諸

施
策

（
調

査
体

制
の

機
能

維
持

・
国

と
地

方
公

共
団

体
の

連
携

、
統

計
職

員
等

の
人

材
育

成
・
確

保
、

経
済

関
連

統
計

の
整

備
、

国
際

機
関

へ
の

情
報

提
供

の
推

進
等

）
の

実
現

に
寄

与
す

る
。

0
1
4
1

(4
)

国
連

ア
ジ

ア
太

平
洋

統
計

研
修

所
運

営
事

業
（
昭

和
4
5
年

度
）

2
7
3
百

万
円

（
2
7
1
百

万
円

）
3
0
4
百

万
円

（
3
0
3
百

万
円

）
3
2
6
百

万
円

3

S
IA

P
は

、
国

際
連

合
で

唯
一

の
統

計
研

修
の

専
門

機
関

で
あ

り
、

昭
和

4
5
（
1
9
7
0
）
年

の
設

立
以

来
、

1
3
3
か

国
・
地

域
の

約
１

万
5
,5

0
0
人

の
政

府
統

計
職

員
に

対
し

、
研

修
を

実
施

し
て

き
て

い
る

。
S
IA

P
の

事
業

運
営

は
、

国
際

連
合

ア
ジ

ア
太

平
洋

経
済

社
会

委
員

会
（
以

下
「
E
S
C

A
P

」
と

い
う

。
）
加

盟
国

・
準

加
盟

国
か

ら
の

分
担

金
、

講
師

派
遣

等
の

現
金

・
現

物
寄

与
、

国
連

食
糧

農
業

機
関

等
の

国
際

機
関

か
ら

の
資

金
提

供
な

ど
に

よ
り

行
わ

れ
て

お
り

、
上

記
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
、

我
が

国
も

S
IA

P
の

招
請

国
政

府
と

し
て

、
現

金
寄

与
（
国

連
ア

ジ
ア

統
計

研
修

援
助

計
画

分
担

金
の

拠
出

）
及

び
現

物
寄

与
（
施

設
、

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

等
の

提
供

）
を

実
施

し
て

い
る

。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

E
S
C

A
P

域
内

各
国

に
お

け
る

国
民

経
済

計
算

（
S
N

A
)の

新
し

い
国

際
基

準
（
我

が
国

も
策

定
に

関
与

）
の

採
用

国
・

地
域

数
：
5
8
E
S
C

A
P

域
内

国
（
地

域
）
数

（
平

成
3
2
年

度
）

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

S
IA

P
に

お
け

る
各

研
修

コ
ー

ス
は

、
主

に
E
S
C

A
P

域
内

各
国

か
ら

の
分

担
金

や
現

物
寄

与
、

国
連

人
口

基
金

等
の

国
際

機
関

か
ら

の
支

援
に

よ
り

実
施

さ
れ

て
い

る
も

の
で

あ
る

が
、

定
量

的
な

活
動

指
標

と
し

て
、

S
IA

P
全

体
に

お
け

る
研

修
生

数
の

実
績

を
記

載

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

S
IA

P
の

招
請

国
政

府
と

し
て

、
現

金
寄

与
及

び
現

物
寄

与
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

諸
外

国
の

統
計

に
関

す
る

人
材

育
成

へ
の

貢
献

、
我

が
国

の
国

際
的

な
プ

レ
ゼ

ン
ス

の
向

上
、

先
進

国
と

し
て

の
責

務
を

果
た

す
こ

と
と

い
っ

た
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

に
掲

げ
た

諸
施

策
の

実
現

に
寄

与
す

る
。

0
1
4
2

(3
)

統
計

体
系

整
備

事
業

（
昭

和
2
2
年

度
）

1
0
,2

3
2
百

万
円

（
1
0
,1

1
7
百

万
円

）
9
,9

3
2
百

万
円

（
9
,9

1
0
百

万
円

）
1
0
,0

2
7
百

万
円

1
～

3

(2
)

統
計

調
査

の
実

施
等

事
業

（
周

期
調

査
）

（
大

正
９

年
度

）
9
,3

1
3
百

万
円

（
9
,3

2
2
百

万
円

）
6
9
,8

9
9
百

万
円

（
6
9
,5

9
7
百

万
円

）
1
0
,9

4
3
百

万
円

5
～

8

・
平

成
2
7
年

度
に

お
い

て
は

、
国

内
の

人
口

・
世

帯
の

実
態

を
把

握
し

、
各

種
行

政
施

策
そ

の
他

の
基

礎
資

料
を

得
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

国
勢

調
査

を
実

施
。

・
国

が
必

要
と

す
る

統
計

調
査

の
費

用
は

、
地

方
公

共
団

体
が

負
担

す
る

義
務

を
負

わ
な

い
（
地

方
財

政
法

第
1
0
条

の
四

）
こ

と
か

ら
、

全
額

を
国

庫
で

負
担

。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

各
年

度
に

定
め

た
公

表
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
の

達
成

率
：
1
0
0
％

(平
成

2
8
年

度
)

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

統
計

調
査

の
実

施
数

：
２

調
査

(平
成

2
8
年

度
)

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

国
内

の
人

口
・
世

帯
の

実
態

を
把

握
し

、
各

種
行

政
施

策
そ

の
他

の
基

礎
資

料
を

得
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

国
勢

調
査

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
国

勢
の

基
本

に
関

す
る

統
計

が
作

成
さ

れ
る

こ
と

と
な

る
た

め
、

社
会

経
済

情
勢

を
把

握
す

る
た

め
の

基
本

的
か

つ
重

要
な

統
計

を
確

実
に

作
成

す
る

こ
と

に
寄

与
す

る
。

0
1
4
0
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公
的

統
計

の
整

備
に

関
す

る
基

本
的

な
計

画
平

成
2
6
年

３
月

2
5

日
※

全
般

的
に

関
係

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
4

平
成

2
6
年

６
月

2
4

日

第
３

章
 経

済
再

生
と

財
政

健
全

化
の

好
循

環
３

．
公

的
部

門
改

革
の

推
進

（
１

）
行

政
の

IT
化

と
業

務
改

革
、

行
政

改
革

、
公

務
員

改
革

①
行

政
の

IT
化

と
業

務
改

革
IT

総
合

戦
略

本
部

の
下

、
「
世

界
最

先
端

IT
国

家
」
の

実
現

に
向

け
、

内
閣

情
報

通
信

政
策

監
（
政

府
C

IO
）
を

中
心

に
、

工
程

表
を

取
り

ま
と

め
、

政
府

情
報

シ
ス

テ
ム

の
徹

底
し

た
運

用
コ

ス
ト

削
減

や
、

国
・
地

方
を

通
じ

た
ク

ラ
ウ

ド
化

の
推

進
な

ど
情

報
イ

ン
フ

ラ
の

合
理

化
・
再

構
築

、
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
推

進
等

の
取

組
を

進
め

る
。

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
5

平
成

2
7
年

６
月

3
0

日

第
１

章
 現

下
の

日
本

経
済

の
課

題
と

基
本

的
方

向
性

１
．

日
本

経
済

の
現

状
と

課
題

［
２

］
今

後
の

課
題

（
１

）
 経

済
再

生
に

向
け

た
取

組
②

 潜
在

的
な

成
長

力
の

強
化

国
内

外
の

新
た

な
市

場
を

開
拓

し
、

潜
在

的
な

需
要

を
獲

得
す

る
た

め
、

健
康

産
業

、
観

光
、

農
林

水
産

業
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
等

の
成

長
産

業
化

、
ロ

ボ
ッ

ト
や

人
工

知
能

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
や

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

活
用

等
の

取
組

の
加

速
や

、
経

済
連

携
の

強
化

等
を

通
じ

た
グ

ロ
ー

バ
ル

化
へ

の
積

極
的

な
対

応
等

に
取

り
組

ん
で

い
く
。

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
1
6

平
成

2
8
年

６
月

２
日

第
２

章
 成

長
と

分
配

の
好

循
環

の
実

現
２

．
成

長
戦

略
の

加
速

等
（
７

）
経

済
統

計
の

改
善

経
済

財
政

運
営

に
当

た
っ

て
は

、
不

断
の

統
計

の
改

善
が

必
要

で
あ

る
。

総
務

省
は

、
統

計
委

員
会

が
取

り
ま

と
め

た
取

組
方

針
に

基
づ

き
、

関
係

府
省

庁
の

協
力

を
得

て
、

統
計

の
精

度
向

上
に

取
り

組
む

。
景

気
判

断
を

よ
り

正
確

に
行

う
観

点
か

ら
、

行
政

記
録

情
報

や
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
活

用
を

拡
大

す
る

。
さ

ら
に

、
Ｇ

Ｄ
Ｐ

統
計

を
は

じ
め

と
し

た
各

種
統

計
の

改
善

に
向

け
、

経
済

財
政

諮
問

会
議

に
お

い
て

、
統

計
委

員
会

と
連

携
し

つ
つ

、
以

下
の

課
題

を
含

む
政

府
の

取
組

方
針

を
年

内
に

取
り

ま
と

め
る

。
①

 経
済

社
会

構
造

の
変

化
を

横
断

的
に

正
確

に
反

映
す

る
仕

組
み

②
 類

似
統

計
間

の
統

計
手

法
、

結
果

等
に

つ
い

て
の

比
較

分
析

と
、

統
計

改
善

に
向

け
た

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
の

仕
組

み
③

 利
用

者
視

点
に

立
っ

た
府

省
庁

横
断

的
な

地
域

区
分

の
統

一
の

推
進

な
ど

の
統

計
比

較
可

能
性

の
強

化
④

 行
政

記
録

情
報

や
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
な

ど
の

新
た

な
デ

ー
タ

源
に

つ
い

て
の

効
率

的
な

利
活

用
の

推
進

施
政

方
針

演
説

等
の

名
称

従
来

、
各

府
省

等
が

個
々

に
開

発
・
運

用
し

て
い

た
統

計
関

係
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
、

一
元

化
し

た
「
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
」
を

構
築

、
運

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
①

各
府

省
等

が
実

施
し

た
統

計
調

査
結

果
等

の
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
サ

ー
ビ

ス
に

よ
る

国
民

等
へ

の
提

供
、

②
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
が

十
分

確
保

さ
れ

た
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

の
国

民
等

へ
の

提
供

、
③

事
業

所
・
企

業
を

対
象

と
す

る
各

種
統

計
調

査
の

母
集

団
情

報
の

各
府

省
へ

の
提

供
な

ど
、

ＩＴ
を

活
用

し
た

業
務

・
シ

ス
テ

ム
改

革
を

実
現

す
る

と
と

も
に

、
併

せ
て

統
計

調
査

等
業

務
の

共
通

化
・
標

準
化

を
図

る
。

さ
ら

に
、

こ
れ

ま
で

の
取

組
成

果
を

活
用

し
、

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

サ
ブ

シ
ス

テ
ム

e
-
S
ta

tで
の

A
P

I機
能

や
小

地
域

に
特

化
し

た
統

計
G

IS
機

能
（
jS

T
A

T
 M

A
P

）
を

提
供

す
る

と
と

も
に

、
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
化

し
た

統
計

デ
ー

タ
の

拡
充

や
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
最

高
ラ

ン
ク

で
あ

る
L
O

D
（
L
in

ke
d
 o

p
e
n
 d

at
a）

で
の

デ
ー

タ
提

供
な

ど
、

統
計

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
・
先

進
化

を
推

進
す

る
。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

「
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

（
e
-
S
ta

t）
」
の

統
計

表
へ

の
ア

ク
セ

ス
件

数
（
※

A
P

I機
能

（
統

計
表

等
に

機
械

的
に

ア
ク

セ
ス

可
能

な
機

能
）
に

よ
る

利
用

件
数

を
含

む
。

）
：
6
,7

8
1
万

件
以

上
(平

成
3
0
年

度
)

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

「
政

府
統

計
の

総
合

窓
口

（
e
-
S
ta

t）
」
の

統
計

表
提

供
数

：
6
8
万

表
(平

成
2
8
年

度
)

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

統
計

調
査

等
業

務
に

つ
い

て
、

情
報

通
信

技
術

の
活

用
と

こ
れ

に
併

せ
た

業
務

の
共

通
化

・
標

準
化

を
行

う
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

行
政

機
関

の
違

い
を

意
識

さ
せ

る
こ

と
の

な
い

便
利

で
使

い
や

す
い

統
計

情
報

の
利

用
環

境
を

国
民

に
提

供
す

る
こ

と
と

な
る

た
め

、
統

計
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
に

寄
与

す
る

。

年
月

日
関

係
部

分
（
抜

粋
）

公
的

統
計

が
国

民
に

と
っ

て
合

理
的

な
意

思
決

定
を

行
う

た
め

の
基

盤
と

な
る

重
要

な
情

報
で

あ
る

こ
と

に
か

ん
が

み
、

公
的

統
計

の
作

成
及

び
提

供
に

関
し

基
本

と
な

る
事

項
を

定
め

る
こ

と
に

よ
り

、
公

的
統

計
の

体
系

的
か

つ
効

率
的

な
整

備
及

び
そ

の
有

用
性

の
確

保
を

図
り

、
も

っ
て

国
民

経
済

の
健

全
な

発
展

及
び

国
民

生
活

の
向

上
に

寄
与

す
る

。

(5
)

統
計

調
査

等
業

務
の

最
適

化
事

業
（
平

成
1
8
年

）
1
,0

2
5
百

万
円

（
1
,0

0
0
百

万
円

）
1
,2

0
6
百

万
円

（
1
,1

4
8
百

万
円

）
1
,4

2
1
百

万
円

4
,9
,1

1
0
1
4
3

(6
)

統
計

法
（
平

成
1
9
年

）
-

-
-

1
～

1
1
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日
本

再
興

戦
略

平
成

2
6
年

６
月

2
4

日
改

訂
（
平

成
2
7

年
６

月
3
0
日

改
訂

）

【
本

文
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

及
び

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

）
】

E
.世

界
最

高
水

準
の

IT
社

会
の

実
現

　
４

．
世

界
最

高
水

準
の

IT
社

会
の

実
現

　
　

⑦
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
利

活
用

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

利
活

用
に

よ
る

新
産

業
・
新

サ
ー

ビ
ス

の
創

出
に

向
け

、
民

間
団

体
と

連
携

し
、

本
年

度
か

ら
ビ

ジ
ネ

ス
や

課
題

解
決

の
ユ

ー
ス

ケ
ー

ス
集

で
あ

る
「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

1
0
0
」
の

収
集

・
配

信
を

開
始

す
る

。
ま

た
、

来
年

度
を

目
途

に
、

地
方

自
治

体
等

の
公

共
機

関
や

民
間

企
業

に
対

し
、

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

公
開

・
分

析
・
利

活
用

に
係

る
手

段
・
ノ

ウ
ハ

ウ
等

を
伝

道
す

る
「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

伝
道

師
」
の

任
命

と
派

遣
活

動
等

を
支

援
す

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
M

O
O

C
講

義
（
M

as
si

ve
 O

pe
n
 O

n
lin

e
 C

o
u
rs

e
s：

大
規

模
公

開
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

）
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
の

拡
充

な
ど

、
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
力

の
高

い
人

材
育

成
を

推
進

す
る

。
加

え
て

、
公

的
統

計
デ

ー
タ

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

先
進

化
を

図
る

た
め

、
本

年
度

は
、

提
供

す
る

統
計

デ
ー

タ
の

形
式

、
提

供
方

法
の

検
討

及
び

課
題

の
把

握
・
整

理
を

目
的

と
す

る
L
O

D
（
L
in

ke
d 

O
pe

n
 D

at
a）

等
に

つ
い

て
の

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

モ
デ

ル
事

業
並

び
に

大
学

関
係

者
等

、
研

究
分

野
の

利
用

者
と

の
デ

ー
タ

利
用

方
法

に
つ

い
て

の
具

体
的

検
討

を
行

い
、

モ
デ

ル
事

業
の

成
果

及
び

検
討

結
果

を
踏

ま
え

、
来

年
度

よ
り

L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施
や

手
引

書
の

策
定

等
を

行
う

。

【
工

程
表

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

４
_世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

中
短

期
工

程
表

「
世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

②
」

　
公

共
デ

ー
タ

の
民

間
開

放
及

び
革

新
的

電
子

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
構

築
　

 【
2
0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
初

め
】

　
　

・
公

的
統

計
デ

ー
タ

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
（
A

P
I機

能
・
統

計
G

IS
機

能
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

）
（
2
0
1
4
年

1
0
月

）
　

 【
2
0
1
5
年

度
～

】
　

　
・
A

P
I機

能
及

び
統

計
G

IS
機

能
の

改
善

及
び

対
象

デ
ー

タ
の

拡
充

　
　

・
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
モ

デ
ル

事
業

の
実

施
　

 【
2
0
1
6
年

度
～

】
　

　
・
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施
、

手
引

書
の

策
定

【
工

程
表

（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

４
_世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

中
短

期
工

程
表

「
世

界
最

高
水

準
の

ＩＴ
社

会
の

実
現

⑦
」

　
産

業
競

争
力

の
源

泉
と

な
る

ＩＴ
人

材
の

育
成

確
保

　
 【

2
0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
初

め
】

　
　

・
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
の

開
設

（
2
0
1
4
年

1
2
月

）
　

 【
2
0
1
5
年

度
】

　
　

・
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

利
活

用
人

材
育

成
の

た
め

の
学

習
機

会
の

充
実

に
向

け
た

検
討 　

 【
2
0
1
6
年

度
～

】
　

　
・
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
に

関
す

る
学

習
機

会
の

更
な

る
充

実

日
本

再
興

戦
略

2
0
1
6

平
成

2
8
年

６
月

２
日

【
本

文
】

第
２

　
具

体
的

施
策

Ⅰ
　

新
た

な
有

望
成

長
市

場
の

創
出

、
ロ

ー
カ

ル
ア

ベ
ノ

ミ
ク

ス
の

深
化

等
　

１
．

第
４

次
産

業
革

命
の

実
現

　
　

（
２

）
新

た
に

高
ず

べ
き

具
体

的
施

策
　

　
　

 ⅱ
）
第

４
次

産
業

革
命

を
支

え
る

環
境

整
備

  
  

  
  

 ⑥
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

確
保

と
IT

利
活

用
の

徹
底

等
  

  
  

  
  

 ウ
）
政

府
・
地

方
自

治
体

の
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
推

進
課

題
解

決
の

た
め

の
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
実

現
に

向
け

て
、

「
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

2
.0

」
（
平

成
2
8
年

５
月

2
0
日

IT
総

合
戦

略
本

部
決

定
）
に

基
づ

き
、

日
本

の
産

業
競

争
力

強
化

と
国

民
生

活
に

お
け

る
利

便
性

向
上

に
配

慮
し

つ
つ

取
組

を
進

め
る

。
今

後
、

本
年

夏
を

目
途

に
、

2
0
2
0
年

ま
で

の
集

中
取

組
期

間
に

お
い

て
、

一
億

総
活

躍
社

会
の

実
現

等
の

強
化

分
野

に
お

け
る

具
体

的
な

目
標

の
設

定
を

行
う

。
そ

の
際

、
機

械
判

読
に

適
し

た
形

式
の

デ
ー

タ
や

外
国

語
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
等

を
図

る
。

【
工

程
表

】
Ⅰ

.新
た

な
有

望
成

長
市

場
の

創
出

、
ロ

ー
カ

ル
・
ア

ベ
ノ

ミ
ク

ス
の

深
化

等
　

中
期

工
程

表
「
１

．
第

４
次

産
業

革
命

の
実

現
⑭

」
　

　
第

４
次

産
業

革
命

を
支

え
る

環
境

整
備

⑨
　

[2
0
1
3
年

度
～

2
0
1
5
年

度
]

公
的

統
計

デ
ー

タ
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

（
A

P
I機

能
・
統

計
G

IS
機

能
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

）
（
2
0
1
4
年

1
0
月

）
　

[2
0
1
6
年

度
]

・
A

P
I機

能
及

び
統

計
G

IS
機

能
の

改
善

及
び

対
象

デ
ー

タ
の

拡
充

・
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

手
引

書
の

策
定

　
[2

0
1
6
年

度
秋

]～
・
A

P
I機

能
及

び
統

計
G

IS
機

能
の

改
善

及
び

対
象

デ
ー

タ
の

拡
充

（
同

上
）

・
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施

政
策

の
予

算
額

・
執

行
額

2
6
,2

2
3
百

万
円

（
2
5
,9

2
8
百

万
円

）
8
7
,0

6
2
百

万
円

(8
6
,6

5
5
百

万
円

)
2
8
,1

6
0
百

万
円

政
策

に
関

係
す

る
内

閣
の

重
要

政
策

（
施

政
方

針
演

説
等

の
う

ち
主

な
も

の
）
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平
成

2
5
年

６
月

1
4

日
（
平

成
2
6
年

６
月

2
4
日

改
定

）
（
平

成
2
7
年

６
月

3
0
日

改
定

）

【
本

文
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

II
I.目

指
す

べ
き

社
会

・
姿

を
実

現
す

る
た

め
の

取
組

　
１

．
IT

利
活

用
の

深
化

に
よ

り
未

来
に

向
け

て
成

長
す

る
社

会
　

　
（
３

）
公

共
デ

ー
タ

の
民

間
開

放
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
の

推
進

各
府

省
庁

が
公

開
す

る
デ

ー
タ

の
構

造
等

の
標

準
化

等
に

つ
い

て
は

、
既

存
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
周

知
徹

底
等

に
取

り
組

む
こ

と
と

し
、

関
連

し
て

、
各

府
省

W
e
bサ

イ
ト

に
お

い
て

、
デ

ー
タ

の
組

み
合

わ
せ

や
横

断
的

利
用

を
容

易
と

す
る

共
通

の
語

彙
（
ボ

キ
ャ

ブ
ラ

リ
）
の

基
盤

構
築

、
各

府
省

庁
の

W
e
b 

サ
イ

ト
で

提
供

す
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
お

け
る

A
P
I 
機

能
の

整
備

や
A

P
I 
の

総
合

カ
タ

ロ
グ

を
提

供
す

る
。

【
本

文
（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

Ⅳ
. 
利

活
用

の
裾

野
拡

大
を

推
進

す
る

た
め

の
基

盤
の

強
化

　
１

．
人

材
育

成
・
教

育
　

　
（
２

）
日

本
の

IT
社

会
を

リ
ー

ド
し

、
世

界
に

も
通

用
す

る
IT

人
材

の
創

出
こ

の
た

め
、

初
等

・
中

等
教

育
段

階
で

の
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

、
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
等

の
IT

教
育

を
充

実
さ

せ
、

高
等

教
育

段
階

で
は

産
業

界
と

教
育

現
場

と
の

連
携

の
強

化
を

推
進

し
、

継
続

性
を

持
っ

て
IT

人
材

を
育

成
し

て
い

く
環

境
の

整
備

と
提

供
に

取
り

組
む

と
と

も
に

、
Io

T
、

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

等
、

常
に

世
界

最
先

端
の

技
術

や
知

識
の

習
得

を
積

極
的

に
支

援
す

る
学

習
環

境
を

整
備

す
る

。

【
工

程
表

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

１
．

IT
利

活
用

の
深

化
に

よ
り

未
来

に
向

け
て

成
長

す
る

社
会

　
（
３

）
公

共
デ

ー
タ

の
民

間
開

放
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
の

推
進

　
　

○
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
公

開
の

促
進

　
　

　
【
短

期
（
2
0
1
5
 年

度
～

2
0
1
6
 年

度
）
】

・
　

統
計

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
を

図
る

。
2
0
1
5
 年

度
に

統
計

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
デ

ー
タ

を
拡

充
す

る
と

と
も

に
、

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

先
進

化
（
L
O

D
 で

の
デ

ー
タ

提
供

）
の

た
め

、
地

方
公

共
団

体
と

連
携

し
た

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
モ

デ
ル

事
業

を
実

施
す

る
。

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
シ

ス
テ

ム
に

関
し

2
0
1
5
 年

度
に

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
等

へ
の

対
応

に
着

手
す

る
。

　
　

　
【
中

期
（
2
0
1
7
 年

度
～

2
0
1
8
 年

度
）
】

・
　

引
き

続
き

、
統

計
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

を
図

る
。

ま
た

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

に
関

し
、

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
等

に
対

応
で

き
る

よ
う

に
す

る
。

【
長

期
（
2
0
1
9
 年

度
～

2
0
2
1
 年

度
）
】

・
　

引
き

続
き

、
統

計
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

を
図

る
。

【
工

程
表

（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

５
.利

活
用

の
裾

野
拡

大
を

推
進

す
る

た
め

の
基

盤
の

強
化

　
（
１

）
人

材
育

成
・
教

育
②

日
本

の
 I
T
 社

会
を

リ
ー

ド
し

、
世

界
に

も
通

用
す

る
IT

 人
材

の
創

出
【
短

期
（
2
0
1
5
 年

度
）
】

　
○

創
造

的
人

材
の

発
掘

・
成

長
を

支
え

る
環

境
の

整
備

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

普
及

の
た

め
、

社
会

人
向

け
の

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

に
関

す
る

学
習

サ
イ

ト
を

開
設

し
、

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
オ

ー
プ

ン
な

講
義

（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
を

立
ち

上
げ

る
。

【
中

期
（
2
0
1
6
 年

度
～

2
0
1
8
 年

度
）
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

の
更

な
る

普
及

の
た

め
、

社
会

人
向

け
の

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

に
関

す
る

学
習

サ
イ

ト
及

び
ウ

ェ
ブ

上
で

誰
で

も
参

加
可

能
な

オ
ー

プ
ン

な
講

義
（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
つ

い
て

、
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
を

図
る

。
【
長

期
（
2
0
1
9
 年

度
～

2
0
2
1
 年

度
）
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

を
定

着
さ

せ
る

た
め

、
社

会
人

向
け

の
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
に

関
す

る
学

習
サ

イ
ト

及
び

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
オ

ー
プ

ン
な

講
義

（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
加

え
て

、
対

面
の

講
義

も
開

催
す

る
等

、
取

組
の

更
な

る
充

実
を

図
る

。

世
界

最
先

端
IT

国
家

創
造

宣
言
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※
１

　
政

策
と

は
、

「
目

標
管

理
型

の
政

策
評

価
の

実
施

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（
平

成
2
5
年

1
2
月

2
0
日

政
策

評
価

各
府

省
連

絡
会

議
了

承
）
に

基
づ

く
別

紙
１

の
様

式
に

お
け

る
施

策
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。

※
２

　
「
年

度
ご

と
の

実
績

（
値

）
」
欄

の
か

っ
こ

書
き

の
年

度
は

、
そ

の
測

定
指

標
の

直
近

の
実

績
（
値

）
の

年
度

を
示

し
て

い
る

。

※
３

　
前

年
度

繰
越

し
、

翌
年

度
繰

越
し

の
他

、
移

流
用

増
減

、
予

備
費

で
の

措
置

等
を

含
む

。

※
４

　
測

定
指

標
は

施
策

目
標

の
達

成
状

況
が

端
的

に
分

か
る

指
標

を
選

定
し

て
お

り
、

必
ず

し
も

達
成

手
段

と
関

連
し

な
い

た
め

「
－

」
と

な
る

こ
と

が
あ

る
。

平
成

2
5
年

６
月

1
4

日
（
平

成
2
6
年

６
月

2
4
日

改
定

）
（
平

成
2
7
年

６
月

3
0
日

改
定

）
（
平

成
2
8
年

５
月

2
0
日

改
定

）

【
工

程
表

（
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
）
】

２
．

安
全

・
安

心
な

デ
ー

タ
流

通
と

利
活

用
の

た
め

の
環

境
の

整
備

 （
２

）
デ

ー
タ

流
通

の
円

滑
化

と
利

活
用

の
促

進
（
人

材
育

成
）

　
　

○
創

造
的

人
材

の
発

掘
・
成

長
を

支
え

る
環

境
の

整
備

　
【
平

成
2
8
年

度
～

平
成

3
0
年

度
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

の
更

な
る

普
及

の
た

め
、

社
会

人
向

け
の

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

に
関

す
る

学
習

サ
イ

ト
及

び
ウ

ェ
ブ

上
で

誰
で

も
参

加
可

能
な

オ
ー

プ
ン

な
講

義
（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
つ

い
て

、
コ

ン
テ

ン
ツ

の
充

実
を

図
る

。
　

【
平

成
3
1
年

度
～

平
成

3
3
年

度
】

・
　

デ
ー

タ
サ

イ
エ

ン
ス

を
定

着
さ

せ
る

た
め

、
社

会
人

向
け

の
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
に

関
す

る
学

習
サ

イ
ト

及
び

ウ
ェ

ブ
上

で
誰

で
も

参
加

可
能

な
オ

ー
プ

ン
な

講
義

（
「
デ

ー
タ

サ
イ

エ
ン

ス
・
オ

ン
ラ

イ
ン

講
座

」
）
等

に
加

え
て

、
対

面
の

講
義

も
開

催
す

る
等

、
取

組
の

更
な

る
充

実
を

図
る

。

【
工

程
表

（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

）
】

２
．

安
全

・
安

心
な

デ
ー

タ
流

通
と

利
活

用
の

た
め

の
環

境
の

整
備

 （
３

）
課

題
解

決
の

た
め

の
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
「
実

現
」
（
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

2
.0

）
　

　
○

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

公
開

の
促

進
　

【
平

成
2
8
年

度
～

平
成

3
0
年

度
】

・
　

統
計

に
お

け
る

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
の

高
度

化
を

図
る

。
平

成
2
8
年

度
以

降
は

、
こ

れ
ま

で
基

幹
統

計
を

中
心

に
実

施
し

て
き

た
統

計
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

デ
ー

タ
拡

充
を

、
対

象
を

一
般

統
計

ま
で

拡
大

し
て

実
施

す
る

と
と

も
に

統
計

デ
ー

タ
の

利
用

環
境

を
充

実
さ

せ
る

。
平

成
2
7
 年

度
に

地
方

公
共

団
体

と
連

携
し

て
実

施
し

た
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

モ
デ

ル
事

業
の

成
果

に
つ

い
て

の
検

討
結

果
を

踏
ま

え
、

平
成

2
8
年

度
に

L
O

D
 等

で
の

デ
ー

タ
提

供
の

実
施

及
び

手
引

き
書

の
策

定
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
以

降
は

、
L
O

D
等

の
デ

ー
タ

提
供

を
充

実
さ

せ
る

と
と

も
に

、
統

計
分

野
に

お
け

る
共

通
語

彙
の

整
備

を
行

う
。

平
成

2
7
年

度
に

着
手

し
た

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
シ

ス
テ

ム
の

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
等

へ
の

対
応

を
平

成
2
8
年

度
に

完
了

す
る

。
ま

た
、

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
シ

ス
テ

ム
で

使
用

し
て

い
る

電
子

調
査

票
の

フ
ァ

イ
ル

形
式

を
、

順
次

見
直

す
。

　
【
平

成
3
1
年

度
～

平
成

3
3
年

度
】

・
　

引
き

続
き

、
統

計
に

お
け

る
オ

ー
プ

ン
デ

ー
タ

の
高

度
化

を
図

る
。

ま
た

、
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

シ
ス

テ
ム

で
使

用
し

て
い

る
電

子
調

査
票

の
フ

ァ
イ

ル
形

式
を

、
順

次
見

直
す

。
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